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はじめに

２１世紀は、世界的にも環境問題の顕在化や少子高齢化社会の

進行、国際化・情報化、経済のグローバル化が急速に進展し、大

きな変革への対応を迫られる時代です。

また、我が国では地方分権が進展するなか、地方自治体には自

己決定・自己責任の原則のもと、自立したまちづくりの実践がこ

れまで以上に求められ、地域の主体性と力量が重視される時代と

なっています。

しかし、一方、今日我が国の経済は未曾有の不況にみまわれ、経済成長も

むしろマイナス方向へむかっており、かなり重い状況とみられています。こ

のため、国においても、また県および各市町村においても、これからどのよ

うにしてこの経済的難局に立ち向かっていくべきか真剣に模索しているとこ

ろです。

こうした状況のなか、本市ではこのたび八重山民謡で繰り返し歌われる理

想的な島社会を乞い願う言葉「ゆばなうれ」を基本理念とした『石垣市経済

振興プラン』を策定いたしました。本経済振興プランの目的は、経済振興の

長期、中期、短期的な方向性を明らかにするとともに、それを抽象的な論議

、 。に終わらせるのでなく 実際に実行し実現していこうとするものであります

なお、本プランの策定にあたっては、本市の民間企業・経済団体等からの

意向・動向調査をはじめ、役所関係各課長等からなるワーキング会議と経済

専門家からなる研究会ならびに関係機関・団体等の代表者からなる「石垣市

経済懇話会」等における熱心な議論を通し、より具体的なプランをとりまと

めました。

しかし、本プランを実行し実現していくためには、多くの市民のご理解と

ご協力がぜひとも必要であります。このため、一人でも多くの市民が本プラ

ンの内容にふれ、互いに心を一つにして、ともに「ゆばなうれ」の精神をも

って２１世紀の新しい時代を切りひらいていくことを切に祈念いたします。

最後に本プランの策定にあたりご理解とご協力を賜りました関係機関、団

体、企業ならびに関係者の皆様方に心よりお礼申し上げます。

平成１４年３月

大濵 長照石垣市長
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１．位置と地勢

（１）位 置

石垣市は沖縄県内では沖縄本島、西表島についで３番目に広い面積を持つ有人の石垣島

（ ）と、無人の尖閣諸島で構成されている。22,885ha
北緯 度 分、東経 度 分の位置にあり、県都那覇市との距離は約 、東24 20 124 09 410km

京とは約 となっている。他方、アジアの主要都市との距離は台北約 、マニ1,960km 270km
ラ約 、ソウル約 、北京約 となっており、東京よりもアジア諸国1,220km 1,490km 1,870km
の首都に近い位置にある。

空港、港湾を中心に八重山圏域の行政、文化、経済等の中枢機能を有しており、日本最

南端に位置する「拠点都市」である。

図1-1-1, 石垣市位置図

第１章 石垣市の概況

第１章 石垣市の概況
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（２）地勢・気候

石垣島の地形は、沖縄県内では最も標高の高い於茂登岳（ ｍ）を中心とした山岳地526
帯と、北東および北西側に半島がつきだす形となっている。山岳地帯から島の南側へはな

だらかな台地と平坦地が広がり、河川が発達している。海岸は半島や岬、それに囲まれた

湾岸など変化に富んでおり、島の周囲は世界的にも貴重なサンゴ礁海域となっている。

年平均気温は ℃を上回り、年平均湿度も ％を超え、温暖多湿な気象条件となって20 80
いる。気候は亜熱帯海洋性気候で、気候学的には「亜熱帯」に属しているが、熱帯の指標

となる北回帰線に極めて近い位置にあるため、気温、湿度、降水量など本土と比較してい

ずれも上回っており、明確な四季の区別がなく熱帯のイメージが強い。また、台風の襲来

が多いことも特徴にあげられる。こうした環境の下に豊かでかつ貴重な動植物の生息域が

広がっている。

図1-1-2, 石垣島の地形と気温・降水量
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２．人 口

（１）人口・世帯数及び世帯規模

平成 年の国勢調査（第１次集計）によれば、石垣市の人口は 人で、沖縄県人12 43,302
口の ％にあたる。平成７年では人口 人、世帯数 人である＊。3.3 41,777 14,207

昭和 年以降の国勢調査人口の推移をみると、昭和 年から昭和 年にかけては若45 45 50
50 55干減少が見られたが、それ以降は緩やかな増加傾向が続いている。増加率は昭和 ～

年が ％（ 人増）であったが、昭和 ～ 年は ％（ 人増 、昭和 ～12.0 4,162 55 60 6.1 2,358 60）

平成２年は ％（ 人増 、平成２～７年は ％（ 人増 、平成７～ 年は ％0.2 68 1.3 532 12 3.7） ）

（ 人増）の増加率となっている。1,525
世帯数については、昭和 年の 世帯から平成 年は 世帯へと増加してお50 9,042 12 15,827

50 3.8り、世帯数の増加率は人口の増加率を上回っている。しかし世帯規模は昭和 年の

人から平成 年は 人と減少し、全国的な傾向に違わずやはり核家族化、単身世帯の12 2.7
増加がうかがえる。

、 （ ）図1-2-1, 人口 世帯数及び世帯規模の推移 図1-2-2,年齢別人口ピラミッド 平成７年

資料：国勢調査（平成12年）

；平成 年国勢調査では未公表の部分がある。年齢別人口ピラミッドは平成 年国注※ 12 12
勢調査が未公開であるため平成 年を使用した。7

（２）年齢別人口

0 14 24.7本市の年齢別人口構成では、 歳から 歳までの年少人口の割合は平成７年には

％で、全国でも最も年少人口割合の多い沖縄県の平均（平成７年 ％）よりも高い値22.1
15 64 60を示しているが、年々減少傾向にある。 歳から 歳までの生産年齢人口の割合は

％前後で推移している。ただし 歳以上の老齢人口の割合は増加しており、平成７年で65
は全人口の約 ％を占めており県平均の ％を上回っており、人口構成比の高齢化13.5 11.7
が確実に進展していることがうかがえる＊。
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図1-2-3, 年齢別人口の推移

資料：国勢調査

平成 年国勢調査では 歳以上人口がまだ公表されていないため、平成７年国勢調査注＊； 12 14
の数値を使用した。

（３）人口動態

石垣市における人口動態をみると年々変動しながら推移していることがわかる。このう

ち自然増加については、少子化に伴い出生率の低下が見られたが、平成 年から若干増10
10加に転じている 一方 社会動態について平成９年までは 転出が上回っていたが 平成。 、 、 、

年からは転入が上回っている状況にあり、これも本市の大きな特徴となっている。

図1-2-4, 人口動態

資料：統計いしがき第24号
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３．土地利用

（１）土地利用の概観

22,885ha 1,877ha石垣市の市域面積は で、そのうち都市的土地利用がなされているのは

（市域の約８％）となっており、残りの約 ％が自然的土地利用となっている。なかで92
も山林の割合が高く、全市域の約 ％を占めている。用途地域が指定されている市街地44
に全人口の約８割が集中している状況である。

こうした中、市街地への人口集積にともなって市街地周辺においてはスプロールが進行

しており、さらに世帯数の増加や新石垣空港建設による雇用人口の増加が見込まれ、今後

は新たな土地開発が必要な状況にあるとみられる。

農地は市街地の背後から島の中南部一体に広がる平坦地や、山岳地帯の麓の台地上に広

く分布しており、特に北部の半島部では放牧地の利用が多くみられる。農村集落はこれら

の農地を背後として、島の一周道路沿いや海岸沿いおよび内陸部に散在している。

図1-3-1, 石垣市全体土地利用図
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（２）市街地

本市の市街地は、琉球王朝時代より八重山圏域における中心的な都市として発展し、公

共機関や商業業務機能が集積している。昭和 年に旧石垣市の都市計画区域が決定し、34
昭和 年に大浜町の編入合併により、石垣島全体が都市計画区域となった。39

昭和 年には、島の南岸に位置する旧市街地を中心として用途地域 が決定さ50 319.2ha
れた。その後も社会情勢や経済情勢の変化等に対応するため、適宜都市計画の変更が行わ

れ、現在では第１種低層住居専用地域 、第１種中高層住居専用地域 、第１種住216ha 85ha
居地域 、近隣商業 、商業地域 、準工業地域 の となっている。109ha 40ha 22ha 120ha 591ha

図1-3-2, 用途地域の指定状況
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（３）農地、山林

、 、 、 、 、本市の農地は 基幹作物であるサトウキビを主体に パインアップル 葉たばこ 水稲

野菜、畜産等を組み合わせた農業生産を展開しており、近年、経営の発展を図るため、温

暖な地域特性を活かした施設園芸、花卉、熱帯果樹等の導入が盛んになっている。

また、昭和 年の大干ばつを契機として、国、県、市、土地改良区の連携により行わ46
れている宮良地区事業や名蔵川地区事業及び関連事業等を中心として、農業の基盤整備が

進められている。

、 、山林は これら農地の水源を涵養するとともに貴重な亜熱帯の自然の宝庫となっており

、 、 。於茂登岳周辺や 平久保半島に広がる森林は 保安林や天然記念物として指定されている

森林・保安林等を保有形態別にみるとほとんど（ ％）が県や市の所有する公有林であ91.4
り、中でも市有林が大半を占めていることは本市の大きな特徴であるといえる。これらを

取り巻くように、肉用牛を中心とする家畜の放牧地が広がっていることも本市の土地利用

形態の大きな特徴である。
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４．文化状況

（１）文化資源（文化財・伝統芸能等）

本市は、亜熱帯気候下での豊かな自然環境と、古来より「詩のくに、歌のくに」といわ

れるように格調高い独自の伝統芸能を持つ自然文化都市である。

これらの貴重な資源は、第二次世界大戦の戦禍をまぬがれ、多くの文化遺産が遺されて

いる。国指定文化財をはじめ県、市により文化財として指定され、保護されていると同時

に地域の住民からも親しまれ大切にされているものが多い。また、亜熱帯の自然に育まれ

た貴重な動植物も保護の対象とされており、これらは地域の個性を象徴する観光資源とも

なっている。なお、文化財の指定状況は以下のとおりである。

表1-4-1, 指定文化財一覧（国指定文化財22件）

表1-4-2, 指定文化財一覧（県指定文化財11件）

番号 名称 指定種別 区　　分 指定年月日 備考

1 美崎御嶽 県重文 建造物 S31.02.20
2 桃林寺仁王像 県重文 彫刻 S31.01.22
3 八重山上布 県無形文化財 工芸技術 S53.04.01
4 美崎御嶽 県記念物 史跡 S31.02.20
5 平得アラスク村遺跡 県記念物 史跡 S56.08.31
6 桃里恩田遺跡 県記念物 史跡 H02.02.02
7 アサヒナキマダラセセリ 県記念物 天然記念物 S53.04.01 地域を定めず

8 ヨナグニサン 県記念物 天然記念物 S60.03.29 地域を定めず

9 宮鳥御嶽のﾘｭｳｷｭｳﾁｼｬﾉｷ 県記念物 天然記念物 S34.12.16
10 仲筋村ネバル御嶽の亜熱帯海岸林 県記念物 天然記念物 S47.05.12
11 コノハチョウ 県記念物 天然記念物 S44.08.26 地域を定めず

番号 名称 指定種別 区　　分 指定年月日 備考

1 旧宮良殿内 国重文 建造物 S47.05.15
2 権現堂 国重文 建造物 S56.06.05
3 旧和宇慶家墓 国重文 建造物 H12.05.25
4 川平貝塚 国記念物 史跡 S47.05.15
5 フルスト原遺跡 国記念物 史跡 S53.03.03
6 宮良殿内庭園 国記念物 名勝 S47.05.15
7 石垣氏庭園 国記念物 名勝 S58.10.28
8 川平湾及び於茂登岳 国記念物 名勝 H09.09.11
9 アホウドリ 国記念物 特別天然記念物 S37.04.19 地域を定めず

10 コウノトリ 国記念物 特別天然記念物 S37.04.19 地域を定めず

11 カンムリワシ 国記念物 特別天然記念物 S52.03.15 地域を定めず

12 アカヒゲ 国記念物 天然記念物 S45.01.23 地域を定めず

13 オカヤドカリ 国記念物 天然記念物 S45.11.12 地域を定めず

14 セマルハコガメ 国記念物 天然記念物 S47.05.15 地域を定めず

15 リュウキュウキンバト 国記念物 天然記念物 S47.05.16 地域を定めず

16 カラスバト 国記念物 天然記念物 S47.05.17 地域を定めず

17 ジュゴン 国記念物 天然記念物 S47.05.18 地域を定めず

18 キシノウエトカゲ 国記念物 天然記念物 S50.06.26 地域を定めず

19 平久保のヤエヤマシタン 国記念物 天然記念物 S47.05.15
20 米原のヤエヤマヤシ群落 国記念物 天然記念物 S47.05.16
21 荒川のカンヒザクラ自生地 国記念物 天然記念物 S47.05.17
22 宮良川のヒルギ林 国記念物 天然記念物 S47.05.18
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表1-4-3, 指定文化財一覧（市指定文化財44件）

資料：統計いしがき第24号

番号 名称 指定種別 区　　分 指定年月日 備考

1 赤イロ目宮鳥御嶽 市有形民俗文化財 建造物 H03.01.13
2 蔵元絵師画稿 市有形民俗文化財 美術工芸 H03.01.13
3 瓦証文 市有形民俗文化財 歴史資料 S48.01.13
4 開元通宝 市有形民俗文化財 考古資料 H03.01.12
5 山陽氏長季宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
6 長栄氏真般宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
7 夏林氏賢永宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
8 山陽氏長致宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
9 松茂氏當克宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24

10 山陽氏長演宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
11 夏林氏賢則宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
12 松茂氏當演宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
13 夏林氏賢栄宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
14 山陽氏長房宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
15 夏林氏賢保宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
16 山陽氏長有宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24
17 松茂氏當宗宛大首里大屋子職補任辞令書 市有形民俗文化財 古文書 H02.11.24

18 八重山嶋大阿母前阿母嫁まひなまへの大阿
母補任辞令書

市有形民俗文化財 古文書 H03.03.13

19 八重山嶋大阿母女子いんつめいへの大阿母
補任辞令書

市有形民俗文化財 古文書 H03.03.13

20 竹原家文書 市有形民俗文化財 古文書 H03.03.13
21 マユンガナシの面 市有形民俗文化財 市有形民俗文化財 S48.01.13
22 川平赤イロ目宮鳥御嶽 市有形民俗文化財 市有形民俗文化財 H03.01.13
23 米為御嶽 市有形民俗文化財 市有形民俗文化財 H03.01.13
24 小波本御嶽 市有形民俗文化財 市有形民俗文化財 H03.11.13
25 宮鳥御嶽 市有形民俗文化財 市有形民俗文化財 H08.11.12
26 登野城村旗頭本 市有形民俗文化財 民俗資料 H10.08.12
27 大川村旗頭本 市有形民俗文化財 民俗資料 H10.08.12
28 石垣村旗頭本 市有形民俗文化財 民俗資料 H10.08.12
29 新川村旗頭本 市有形民俗文化財 民俗資料 H10.08.12
30 新川の南ヌ島カンター棒 市有形民俗文化財 市有形民俗文化財 H02.11.24
31 登野城の大胴小胴 市有形民俗文化財 市有形民俗文化財 H02.11.24
32 マンゲー山（大、小） 市有形民俗文化財 天然記念物 S47.05.08
33 吹通川ヒルギ群落 市有形民俗文化財 天然記念物 S48.01.13
34 小浜御嶽のﾘｭｳｷｭｳｼｼｬﾉｷ 市有形民俗文化財 天然記念物 H08.11.12
35 中マンゲー 市有形民俗文化財 天然記念物 H10.08.12
36 アダドゥナー 市有形民俗文化財 史跡 S55.10.31
37 パイナーカー 市有形民俗文化財 史跡 S55.10.31
38 元海底電線陸揚室（電信屋） 市有形民俗文化財 史跡 S61.09.25
39 冨崎観音堂及びその周辺 市有形民俗文化財 史跡 S62.03.26
40 ハンナー主の墓 市有形民俗文化財 史跡 S63.01.19
41 石城山残丘部 市有形民俗文化財 史跡 S63.02.16
42 仲道の三番アコウ 市有形民俗文化財 史跡 H03.11.13
43 大田原遺跡 市有形民俗文化財 史跡 H08.11.12
44 真謝井戸 市有形民俗文化財 史跡 H08.11.12
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（２）文化活動（伝統行事、イベント）

沖縄県は古来より文化芸術を大切にしてきた地域であり、島々では信仰に基づいた豊か

な歌や踊りなど多種多様な民俗芸能が伝えられている。その中でも八重山地域は芸能の宝

庫として有名であり石垣市はその中心にあたる。石垣市ではこれまでも地域の文化活動に

力を注いでおり、長い歴史を誇る「とぅばらーま大会」や民俗芸能振興大会をはじめ、異

文化交流を目的とした「アジア民族芸能祭 「国際民族芸能祭」は内外から高い評価を」、

受けている。しかし、これらの古くより継承されてきた個性豊かな祭祀行事、民俗芸能、

伝統工芸等の豊かな伝統文化も近年は保持者の減少や後継者不足などの問題が現れてい

る。ただしその一方で、近年は全国的に活躍する幾多の若手ミュージシャン等を輩出して

おり、これも本市の大きな特徴の一つである。

表1-4-4, 八重山の主な年中行事（旧暦による）

表1-4-5, 石垣市の主な行事

資料： 八重山の旅」「

開催日 行事名又は内容

3月 うるずん八重山海びらき（日本で一番早い海びらき、３月八重山は夏をむかえる）

4月
石垣島ファミリートライアスロン大会（大人から高校生まで気軽に参加できるショートトライアスロン）　ＩＴＵ

トライアスロン・ワールドカップ石垣島大会

6月 大海洋祭マンタピア八重山（友好親善ハーリー大会をメインイベントに、くりひろげられる海洋祭）

9月
とぅばらーま大会（八重山地方の代表的な民謡で毎年旧暦の８月１３日、中秋の名月が夜空に輝く中で

開催されるコンテスト）

11月 石垣島まつり、八重山の産業まつり

開催日 行事名 場　所 内　　容

種子取祭 平得（石垣島） ツカサの行列、旗頭

種子取祭 白保（石垣島） ツカサの行列、競馬

1月16日 １６日祭 各地
先祖を偲ぶ行事で一族同門がその墓に集いご馳走をもって一日を語り

すごす。

2月吉日 海びらき 石垣市 うるずん八重山びらき

3月3日 サニズ 石垣市 大潮干潮時に干上がったサンゴ礁で魚や貝を獲って楽しく過ごす。

5月4日 海神祭（ハーリー） 石垣市 豊魚祈願の祭事として爬竜船競漕が行われる。

豊年祭 各地 旗頭、巻踊り、綱引き

豊年祭 黒島 旗頭、爬竜船競漕、芸能

豊年祭 小浜島 ニロー神の祭（アカマタ・クロマタ）

豊年祭 宮良（石垣） ニロー神の祭（アカマタ・クロマタ）

豊年祭 古見（西表島） ニロー神の祭（アカマタ・クロマタ）

豊年祭 新城島 ニロー神の祭（アカマタ・クロマタ）

7月13日

　～15日

7月14日 お盆 波照間島 むしゃま（仮装行列）

お盆 各地 イタツキバラ、七月念仏歌

お盆 大浜（石垣島） 雨乞い歌、獅子舞い

お盆 宮良（石垣島） 雨乞い歌、獅子舞い

お盆 小浜島 雨乞い歌、獅子舞い

十五夜 各地

十五夜 竹富島 旗頭、綱引き

8月13日 トゥバラーマ大会 石垣市 古くから愛唱される民謡トゥバラーマののど自慢が行われる。

結願祭 小浜島 奉納芸能

結願祭 黒島 獅子舞い

結願祭 川平（石垣島） 奉納芸能

種子取祭 竹富島 世乞い、奉納芸能

石垣島まつり 石垣市 団体踊りパレード、民俗芸能大会、棒術、獅子舞い大会

産業まつり 石垣市 物産展示即売会等盛沢山の行事

石垣市 アンガマー（仮装舞踊団による祖霊供養踊り）

8月吉日

10月吉日

お盆

1月吉日

6月吉日

7月16日

8月15日
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第１章 石垣市の概況

５．基盤整備状況

（１）道路

石垣市の陸上交通基盤は、国道 号、主要地方道をはじめとする県道８本で環状、東390
西、南北に幹線道路のネットワークを形成している。このうち一周道路をはじめとする幹

線道路は生産、生活両面の大動脈であり、また、市街地や集落などの生活道路は、市民生

活と密接な関わりを持っている。

道路交通量では、 時間交通量が 台を超え、かつ混雑度が 以上となってい12 10,000 1.0
るのは市街地の登野城１箇所のみであるが、市民活動の広域化、産業活動の拡大などを背

景に、道路整備へのニーズは一段と高まっている。

図1-5－1, 道路の状況（国道・県道・市道）
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第１章 石垣市の概況

表1-5－1, 道路の状況（国道・県道・市道）

資料：統計いしがき第24号

延長（ｍ） ％ 延長（ｍ） ％

３９０ 一 般 国 道 国道３９０号 30,467.0 29,265.0 96.0 29,265.0 96.0

３９０ 一 般 国 道 国道３９０号バイパス 1,040.0 1,040.0 100.0 1,040.0 100.0

31,516.0 30,305.0 96.2 30,305.0 96.2

７９ 主 要地 方道 石垣港伊原間線 44,720.0 39,056.0 87.3 41,470.0 92.7

８７ 主 要地 方道 富野大川線 18,082.0 15,421.0 85.3 15,421.0 85.3

62,802.0 54,477.0 86.7 56,891.0 90.6

２０６ 一 般 県 道 平野伊原間線 14,544.0 6,073.0 41.8 14,544.0 100.0

２０７ 一 般 県 道 川平高屋線 1,614.0 1,614.0 100.0 1,614.0 100.0

２０８ 一 般 県 道 石垣浅田線 8,797.0 6,758.0 76.8 8,797.0 100.0

２０９ 一 般 県 道 大浜富野線 6,813.0 6,638.0 97.4 6,813.0 100.0

２１１ 一 般 県 道 新川白保線 12,122.0 10,961.0 90.4 12,122.0 100.0

２１４ 一 般 県 道 石垣空港線 740.0 740.0 100.0 740.0 100.0

44,630.0 32,784.0 73.5 44,630.0 100.0

107,432.0 87,231.0 81.2 101,521.0 94.5

335,519.0 90,140.0 26.9 223,087.0 66.5

舗装済

国 道 計

小 計 (a)

路線番号 区分 路線名 実延長（ｍ）

小 計 (b)

県 道 (a+b ）

市　　　　　道

改良済
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第１章 石垣市の概況

（２）公園・緑地

公園緑地は自然とのふれあいを通じて心身ともに豊かな人間育成に寄与すると同時に、

スポーツレクリェーション、コミュニティ活動の場、災害時の被害の緩衝など複合した機

能を有する重要な施設である。

本市では 箇所 の公園緑地が計画されており、そのうち８箇所 が供24 489.98ha 44.46ha
用開始されている（平成 年現在 。市民１人あたりの公園面積は ㎡ 人で、沖縄県10 10.34 /）

平均の ㎡ 人、全国平均 ㎡ 人に比較しても整備は進んでいる。6.87 / 7.8 /

表1-5-2, 都市公園の整備状況

資料：統計いしがき第24号

番号 公園名
現面積
(ha）

当初計画決
定年月日

現面積
(ha）

開始年月日

街区公園 ２．２．１ 双葉公園 0.10 S43.11.26

２．２．２ 長崎公園 0.23 S43.11.26 0.23 H01.08.01

２．２．３ 宮鳥公園 0.19 S43.11.26

２．２．４ 大川公園 0.11 S43.11.26 0.08 H02.05.01

２．２．５ 天川公園 0.20 S43.11.26 0.12 H03.06.01

２．２．６ 美崎町公園 0.23 S43.11.26

２．２．７ うぶ公園 0.73 S43.11.26

２．２．８ 平得中央公園 0.14 S43.11.26

２．２．９ あんぐん公園 0.46 S52.02.17

２．２．１０ 平得公園 0.32 S52.02.17

２．２．１１ 真栄里児童公園 0.17 S52.02.17

2.88 0.43 ３箇所

近隣公園 ３．３．１ 新栄公園 2.10 S52.02.10 2.00

３．３．２ 新川公園 1.80 S52.02.10

３．３．３ 石垣公園 1.10 S43.11.26

３．４．４ 登野城公園 4.20 S43.11.26

３．３．５ 真栄里公園 3.40 S43.11.26

12.60 2.00 １箇所

総合公園 ５．５．１ 崎原公園 17.00 S52.02.10

運動公園 ６．５．１ 石垣市中央運動公園 21.10 S47.05.12 16.02 H01.11.10

風致公園 ７．５．１ 川平風致公園 11.50 S43.11.26 2.00

歴史公園 ８．８．１ 観音堂歴史公園 120.10 S43.11.26 3.00

広域公園 ９．６．１ バンナ公園 292.10 S53.07.27 21.01 H05.11.18

都市緑地 １号 新川緑地 1.40 S52.02.10

２号 石垣中央緑地 6.90 S52.02.10

３号 真栄里緑地 4.40 S52.02.10

12.70 0.00

489.98 44.46 ８箇所石垣市計

供用開始

種別

都市緑地計

街区公園計

近隣公園計

名称 計画決定
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１．国・県における上位計画

（１）沖縄経済振興２１プラン（平成12年8月）

沖縄県が地域経済として自立し、県民生活の向上に資するよう、また我が国経済社会の

発展に寄与する地域として整備されるよう傾注するとの趣旨の総理談話に基づき設置され

た沖縄政策協議会のもと、施策を体系化したものが「沖縄経済振興２１プラン」である。

沖縄経済の現状と課題を踏まえつつ、自立型経済に向けての政策の基本的考え方及び政策

の具体化の方向を、可能な限り示そうとするものである。

このプランでは、沖縄経済の現況については、県民の努力や種々の支援策により着実に

、 、発展しているものの 失業率や基地経済や財政への依存など課題を抱えているとしており

今後の経済振興について政策の基本理念のもと、具体策を示している。

政策の基本理念

・自立型経済の構築：活力ある民間主導型経済の構築

・我が国経済社会に貢献する地域としての沖縄：グローバルスタンダード（国際標準）を確保で

きる地域の形成

・アジア太平洋地域の交流拠点としての発展：国際コンベンション都市としての発展・経済振興

と基地問題のバランスある解決：基地経済に置き換わる活発な経済活動の拡大

政策の展開に当たっての基本的考え方

・政策目的と政策手法

産業界や県民の自主性を尊重し民間活動を効果的にエンカレッジできるような良好な環境の形

成、産業インフラ整備や「創業」支援 「人材 「技術」の重視、 」

・ 優位性」の重視と「不利性」の克服「

沖縄の持つ優位性をいかに徹底的に活かしていくかという視点

・産業分野別の評価

観光・リゾート産業は今後、それ自身のためだけでなく他の地域産業の発展の牽引役としてさら

なる発展と、情報通信産業への期待、新たな製造業の創出。

・県土の均衡ある発展

地域の特性を十分踏まえ、地域間のバランスや公平性を踏まえた展開

・政策評価の重要性

も効果的かという視点いかなる政策手法が経済波及効果において最

政策の具体化の方向と今後の取組では、主要分野として「加工貿易型産業の振興 「観」

光リゾート産業の新たな展開 「国際的なネットワークを目指す情報通信産業の育成 「農」 」

林水産業の新たな展開」があげられ、具体的な施策の展開が示されている。また、産業振

興のための横断的な取組としては 「新規事業の創出支援体制の充実」や「研究開発と国、

際交流の促進 「人材の育成と雇用の確保 「環境共生型地域の形成 「産業活動を支え」、 」 」

」 。 「 」 、るインフラ等の整備 があげられている 特に 研究開発と国際交流の促進 のなかでは

石垣島周辺等のサンゴ礁海域生態系の観測研究の推進が謳われている。

第２章 上位・関連計画の動向

第２章 上位・関連計画の動向
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（２）新たな沖縄振興に向けた基本的な考え方（平成13年）

近年におけるＩＴ革命の進展、少子高齢化の進行、循環型社会への移行、地方分権化な

どの潮流変化に対応した沖縄振興策の方向性や、世界に開かれた南の交流拠点を目指すこ

れからの沖縄の将来ビジョンと実行プランを示した「新たな沖縄振興に向けた基本計画」

の中で、八重山圏域では 「多様性に富んだ自然環境や、歴史的・文化的環境をいかしな、

がら圏域および国際的な交流ネットワークを形成するとともに、各島々の自然環境を保全

しつつ、各種産業の振興による雇用の場の確保並びに生活環境の改善等の定住条件の整備

を図ること」を振興の基本方向とし、次のような施策が示されている。

観光・リゾート産業の振興
・本土との航空路線の拡充、海外との航空路線の開設促進
・国内外の大型クルーズ船の就航促進、石垣港の観光リゾート拠点としての整備
・周辺離島海上航路の拡充による周遊ルートの多様化
・亜熱帯自然林やサンゴ礁を活用したエコツーリズム、農山漁村地域の人々との交流

を図るグリーンツーリズム、ブルーツーリズム、森林ツーリズム等の体験・滞在型
観光の推進

・国境を接する台湾との交流促進

農水産業の振興
・かぼちゃ、マンゴー、肉用牛等戦略品目の生産拡大と拠点地化促進
・優良畜種の導入・育成、飼料生産基盤の整備及び飼育管理技術の改善促進
・肥育牛のブランド化推進
・さとうきび、パインアップル、水稲、葉たばこ等の農地の利用集積や生産の合理化

および品質向上、生産体制の強化
・資源管理型漁業の推進、漁港、増・養殖や魚礁漁場等の整備

総合的な交通基盤等の整備
・新石垣空港、石垣港や交通拠点へのアクセス道路等総合的な交通基盤の整備
・保健医療・福祉関連施設の整備
・保健医療および福祉関連施設の整備推進
・保健医療および福祉従事者の育成・確保や地域福祉の基盤整備、救急医療体制の充

実・強化

離島地域における職業能力開発の機会確保
・委託職業訓練の実施

生活基盤の整備
・総合的な赤土流出防止対策の推進、資源循環型社会の構築
・廃棄物のリサイクル化や適正処理の推進、新エネルギー導入促進、自然エネルギー

供給モデル地区の形成

第２章 上位・関連計画の動向
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第２章 上位・関連計画の動向

（３）沖縄振興開発審議会総合部会専門委員会調査審議結果最終報告（平成13年）

第３次沖縄振興開発計画の期間満了に伴い（平成 年度）沖縄振興開発審議会におい13
ては、これまでの沖縄振興開発計画にもとづいて実施されてきた諸施策等の現状と課題に

ついて、学識経験者等を構成員とする専門委員会を設置し、沖縄の社会経済状況、所得及

び経済構造、人口及び雇用、産業振興、社会資本の整備、人材育成、国際交流拠点形成等

について調査審議を進め 「今後の沖縄振興のあり方 「沖縄振興を進めるに当たって検、 」

討すべき課題等」についてとりまとめている。

今後の沖縄像

「自立に向けた持続的発展の実現」

「世界に開かれた交流拠点の形成」

沖縄振興にあたっての基本的視点

参画と責任 選択と集中 連携と交流

沖縄振興の基本方向

①自立的発展の基礎条件の整備と民間主導の自立型経済の構築

②我が国及びアジア・太平洋地域の発展に寄与する特色ある地域としての整備

③特性を活かした地域の均衡ある発展と広域連携の実現

検討すべき課題と方向性

①優位性を活かした産業振興による自立型経済の構築

②アジア・太平洋地域における交流拠点の形成

③沖縄振興の鍵を握る「人材の育成・交流」

④潤いある美しい沖縄づくり

⑤戦略的な社会資本整備

⑥均衡のとれた活力ある地域づくり

⑦米軍施設・区域の整理・統合・縮小と返還跡地の利用による県土構造の再編
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第２章 上位・関連計画の動向

２ 「第３次石垣市総合計画」における経済振興施策．

（１）基本構想における経済関連記述

（本調査に関連する基本的な記述抜粋）

〈いしがきの主要な課題と展望〉

○特性をいかした産業の振興

位置、自然環境、伝統文化、この３つの特性を活かした産業の振興は、石垣

市にとって常に課題でありつづけています。その中心となるのはアジア・太平

洋に開かれた立地、自然環境をいかした観光リゾート産業であり、国際的なリ

ゾート拠点として整備を進める必要があります。そのうえで、地域特性を活か

した高付加価値製造業や農林水産業と観光との有機的な連携により、経済効果

を最大限に発揮させるシステムを構築し、新たな展開を図る必要があります。

○研究機関の誘致と人材育成

復帰後、国が開設した研究機関等のさまざまな研究やその業績は、石垣市の

産業振興とそれに携わる人材育成に多大な貢献をしてきました。石垣市はさら

に、広範な分野において亜熱帯地域の特性を活かした国際的に貢献できる先進

的な研究や技術開発を進める研究機関などを誘致することで、そのテクノジー

を活かした新たな起業化や必要とされる人材の育成、活用を図る必要がありま

す。

〈施策の大綱〉

○世ば稔れ―にぎわい―多彩で活気あるまちづくりのために

石垣市は、財政に依存した経済構造から脱却し、２１世紀の早い時期に民間

主導による自立型経済社会を構築するため、国際的な観光・リゾート拠点の整

備や、活力ある農林水産業の振興を図る一方で、健康、観光、環境問題など戦

、 。 、略的分野の新規産業の振興 支援につとめる必要があります 農林水産業では

戦略品目の産地化、ブランド化をはじめ、販売戦略強化、輸送コスト低減対策

等に努めるほか、生鮮農水産物の域内消費を拡大するよう努めます。また、薬

草等地域資源を活用した特産品・伝統的製品の拡充やエコ商品開発など技術・

資本蓄積を促し、時代の地域経済をリードする産業として振興し、新たな雇用

の創出を図るなど新石垣空港の開港に向けて振興策を積極的に展開します。な

お、エコツーリズム等を支援し、参加交流型自然志向型の最先端拠点としてイ

メージ定着に努める必要があります。
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第２章 上位・関連計画の動向

（２）基本計画における経済関連施策の基本方向

（本調査に関連する産業分野別分類）

産業全般関連●

新たな産業政
所管部課の新設、国県との連携強化、策の模索 多様な連携の模索
異業種交流の推進、地域内外の知的資
源との連携

情報戦略の構築、地域ブランドイメー
ジの高揚、発信ブランド化の推進

研究機関等の誘致、多岐多様な活用の人材の育成
検討、横断的な施策の検討・展開

国・県関係機関との連携、産業振興に雇用促進と
よる雇用機会創出・拡充、若年者の雇勤労者対策
用状況調査、若年者の意識啓発

勤労者の福祉向上勤労者対策

農林水産業関連●

サトウキビ・パインアップル・葉たば農業生産の拡充 耕種部門の生産
こ・水稲・野菜・熱帯果樹・花卉・薬拡充
草生産の振興、加工・流通の推進、観
光リゾート産業への供給体制整備

肉用牛・酪農・養豚・養鶏・その他畜
産経営の振興の経営、加工・流通の推畜産部門の生産
進、観光リゾート産業への供給体制整拡充
備

総合農業振興センターの設立、異業種先端的農業の振興
との連携

赤土の流出防止、畜産排泄物等の処理
施設検討、農業用廃プラスチック類の環境保全型農業の
処理検討推進

自立農家・生産農業経営の安
、 、定化・近代化 組織の育成強化 農業後継者の育成 認定農業者の育成

国有農地払い下げ促進

施設の導入、生産組織の基礎的条件整施設の近代化
備複合経営等の促進
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第２章 上位・関連計画の動向

農業用水の確保、農地の整備、農道の生産基盤の整備 農業生産基盤整備
整備

農業集落地域の環境整備農村環境の整備

自給飼料の確保及び施設等の整備飼料生産基盤の
開発・整備

（林業）
保安林の保全育成、天然林の改良、造
林の促進生産基盤の整備 林地の拡充

林内路網の整備

販売・加工の拡充林産物の拡充

漁港の整備、漁場の整備水産業の振興 水産業基盤の整備

資源管理型漁業の推進、漁船漁業の充
実、養殖業の振興、中核漁家・後継者
の育成、水産加工・直売店の拡充、異経営強化の推進
業種との交流、観光リゾート産業への
供給体制整備

●商工業関連

組織化・協業化の促進、高度化資金の商業の振興 経営の近代化
活用促進、地域コミュニティ店舗の育
成

、 、商店街の整備 商店街の近代化 公設市場の再活性化
まちなみ景観の整備

タウンマネージメント石垣への支援中心市街地 ＴＭ計画の推進
の活性化

特産品の開発・販売促進、奨励シール製造業の振興 特産品・伝統工芸
の利活用促進、伝統工芸品の振興、異品の振興
業種との連携
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第２章 上位・関連計画の動向

●観光リゾート産業関連

史跡・名称・文化財等の開発整備、伝観光の振興 観光資源の開発
統芸能、工芸等の保存育成、海洋リゾと整備
ート、保養地の開発整備

国立観光総合大学（仮称）の誘致、交
通情報通信サービス拠点機能の拡充、観光基盤・施設
島内観光ルート整備・拡充、サインイの整備
ンフォメーション等観光関連施設の整
備、都市景観の整備

産業ネットワークの強化、地元産生鮮
農水産物の消費拡大、エコ商品等の開他産業との連携
発促進

エコ観光情報システムの構築、各種イ誘客・宣伝活動
ベント開催の促進、エコ・ツーリズムの強化
等の支援

国等への積極的な要請、ダブルトラキ航空運賃の低減
ングの充実・強化

●情報通信産業関連

光ファイバーの整備促進、民間ラジオ情報化の推進 情報通信基盤等
放送塔の格差是正充実

情報教育の推進、地域発展戦略プログ地域情報化推進
ラムの検討、エコ観光情報システムの
構築、地域情報の発信

情報化プランの策定、総合行政ネット電子市役所推進
ワーク構築、行政手続き簡素化

●環境・福祉関連産業関連

自然環境の保全と利用促進、市民、事環境共生社会へ 風土をいかした
業者への啓発活動、環境保全型農林水まちづくり
産業への転換促進、エコ・ツーリズム
等の促進、長期滞在型観光の促進

施設やシステム整備の働きかけ自然エネルギー
等の導入促進

ごみ減量と再資源化の推進、資源管理資源循環をめざ
型農業の推進、有機性廃棄物処理施設して
の複合化検討建設資材のリサイクル推
進、島しょ型資源循環システムの検討
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１．経済概況

（１）労働力・雇用

石垣市の労働力人口を「 歳以上男女別労働力状態の推移（国勢調査 」でみると、15 ）

平成７年には 人となっており、昭和 年の 人から ％増加している。こ20,441 50 13,807 48
れは人口増加率 ％を上回る速度であり、本市の経済活動の旺盛差を示している。労20.5
働力率（労働力人口／ 歳以上人口）は平成７年に ％を示しており、沖縄県平均15 65.0

、 。の ％ 全国平均の ％よりも高い値を示していることは本市の大きな特徴である57.9 63.4
更にこのうち男性の増加率 ％に対して女性が ％と急増している点も極めて特異38.8 64.8
な傾向である。

失業率（完全失業者／労働力人口）については、沖縄県平均の ％よりはやや低め5.8
であるが、全国の ％を大幅に上回っている。その推移を見ると、昭和 年～平成２3.2 50
年までは ％～ ％でほぼ横這いだったのに対し、平成７年には ％と急増してお4.1 4.2 5.4
り、今後の動向に備えて対策が必要である。沖縄県における失業者の特徴は、若年失業

15 19 20 29者の占める割合が高いことであるが、石垣市では ～ 歳の割合は高いものの ～

歳ではむしろ全国平均に近い値を示している。これは第１章の年齢別人口ピラミッドに

みられるように、 代の人口は沖縄本島や本土へ移住しているため、人口構成に占める20
割合が少なくなっていると考えられ、それぞれの年齢階層別の失業率をみると沖縄県平

均と同様、全ての階層で全国平均を上回っている。

図3-1-1,15歳以上男女別労働力状態 図3-1-2,15歳以上労働力人口の推移

第３章 石垣市の経済状況

第３章 石垣市の経済状況と課題
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表3-1-1,15歳以上男女別労働力状態の推移 単位；人、％

資料：国勢調査

図3-1-3,年齢階級別完全失業者の構成比（平成７年） 単位；人、％

表3-1-2,年齢階級別完全失業率（平成７年） 単位；人、％

総数
（Ｂ）

就業者
完全失業者

（Ｃ）

総数 23,638 13,807 13,231 576 58.4 4.2

男 11,515 8,920 8,519 401 77.5 4.5

女 12,123 4,887 4,712 175 40.3 3.6

総数 27,303 17,279 16,579 700 63.3 4.1

男 13,613 11,134 10,642 492 81.8 4.4

女 13,690 6,415 5,937 208 46.9 3.2

総数 29,107 18,785 17,990 795 64.5 4.2

男 14,525 11,802 11,239 563 81.3 4.8

女 14,583 6,983 6,751 232 47.9 3.3

総数 29,788 19,343 18,531 812 64.9 4.2

男 14,704 11,818 11,226 592 80.4 5.0

女 15,084 7,525 7,305 220 49.9 2.9

総数 31,452 20,441 19,347 1,094 65.0 5.4

男 15,545 12,385 11,629 756 79.7 6.1

女 15,907 8,056 7,718 338 50.6 4.2

沖縄県 987千人 571千人 538千人 33千人 57.9 5.8

全国 10,510万人 6,666万人 6,457万人 210万人 63.4 3.2

平成07年

労働力人口 労働力率
(B)/(A)×100

（％）

失業率
（Ｃ）/(B)×100

（％）

昭和50年

昭和55年

昭和60年

平成02年

区分
総数
（Ａ）

第３章 石垣市の経済状況と課題

11.5

9.1

5.8

18.3

27.3

20.0

9.7

15.2

15.6

11.6

9.1

8.9

9.9

9.1

6.7

22.8

21.2

21.3

11.7

6.1

19.1

4.6

0.0

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

　石垣市

　沖縄県

　全国（平成８年）

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～54歳 55～64歳 65歳以上

年齢

区分

労働力総数 （人） 20,441 434 1,569 1,841 2,283 2,918 7,026 2,841 1,529

完全失業者数 （人） 1,094 126 200 106 127 108 249 128 50

(％) 5.4 29.0 12.7 5.8 5.6 3.7 3.5 4.5 3.3

(％) 5.8 25.0 13.6 7.7 4.7 4.2 3.7 2.7 0.0

(％) 3.2 8.2 5.7 4.3 3.1 2.3 2.0 3.7 1.3

40～
54歳

55～
64歳

65歳
以上

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

全 国失業率

総数
15～
19歳

石垣市失業率

沖縄県失業率
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第３章 石垣市の経済状況と課題

（２）就業構造

本市の就業者数は、労働力人口の増加に伴い年々増加傾向を示している。

このうち、産業別就業者数の構成をみると、平成７年では第１次産業の就業者は全就

、 、 、業者数の ％を占め 全国平均の ％ 沖縄県全体の ％も大幅に上回っているが13.6 6.0 7.4
このうち大部分が農業就業者である。しかし昭和 年以降減少傾向が続いている。45

第２次産業の就業者数は ％で建設業が最も多く、製造業が次いでいる。これらは21.4
年々増減を繰り返しながら ％～ ％で推移している。20 25

第３次産業は昭和 年からサービス業を中心に順調に増加し、昭和 年の ％か45 45 41.8
ら平成７年では ％までに増加している。沖縄県の平均が ％と全国的に最も高い65 72.8
値を示しているのに対し、本市ではむしろ全国平均に近い状況となっている。

このように、石垣市の就業構造は全国的な傾向にもれず、第１次産業の減少と第３次

産業の増加という形で推移しているが、沖縄県全体や全国と比較すると、第１次産業の

割合が高いことが極めて大きな特徴となっている。

図3-1-4,産業別就業者数の推移

資料：国勢調査

13.6 21.4 65.0

16.4 20.1 63.6

18.2 21.9 59.9

19.9 24.1 56.0

24.2 21.9 54.0

34.8 23.4 41.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭45年

50

55

60

平２

平７

第１次産業 第２次産業 第３次産業
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第３章 石垣市の経済状況と課題

表3-1-3,産業別就業者数の変遷 単位；人、％

資料： 国勢調査

表3-1-4,産業別就業者数の比較（平成７年）

資料：国勢調査

総数 構成比 総数 構成比
13,231 100.0 19,347 100.0

 第１次産業 3,181 24.0 2,627 13.6
農業林業・狩猟業 2,646 20.0 2,166 11.2
林業・狩猟業 4 0.0 8 0.0
漁業・水産養殖業 531 4.0 453 2.3

 第２次産業 2,870 21.7 4,137 21.4
　 鉱業 4 0.0 79 0.4

建設業 1,574 11.9 2,803 14.5
製造業 1,292 9.8 1,255 6.5

 第３次産業 7,094 53.6 12,580 65.0
卸売・小売業 2,655 20.1 127 0.7
金融・保険・不動産業 128 1.0 1,120 5.8
運輸・通信業 785 5.9 4,027 20.8
電気・ガス・水道業 79 0.6 403 2.1
サービス業 2,505 18.9 5,598 28.9
公務 942 7.1 1,305 6.7

 分類不能の産業 86 0.6 3 0.0

昭和50年 平成７年

総数

総数 構成比 総数 構成比 総数（千人） 構成比
19,347 100.0 541,693 100.0 64,142 100.0
2,627 13.6 40,318 7.4 3,820 6.0

農業 2,166 11.2 36,517 6.7 3,426 5.3
林業・狩猟業 8 0.0 142 0.0 86 0.1
漁業・水産養殖業 453 2.3 3,659 0.7 308 0.5

4,137 21.4 105,245 19.4 20,248 31.6
　鉱業 79 0.4 496 0.1 61 0.1

建設業 2,803 14.5 73,241 13.5 6,631 10.3
製造業 1,255 6.5 31,508 5.8 13,556 21.1

12,580 65.0 394,452 72.8 39,641 61.8
卸売・小売業 4,027 20.8 133,679 24.7 14,618 22.8
金融・保険・不動産業 403 2.1 20,681 3.8 2,682 4.2
運輸・通信業 1,120 5.8 33,039 6.1 3,890 6.1
電気・ガス・水道業 127 0.7 3,675 0.7 364 0.6
サービス業 5,598 28.9 170,039 31.4 15,932 24.8
公務 1,305 6.7 33,339 6.2 2,155 3.4

3 0.0 1,678 0.3 433 0.7 分類不能の産業

総数
 第１次産業

 第２次産業

 第３次産業

沖縄県 全国平均石垣市
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（３）産業別概況

石垣市の産業別純生産額の推移をみてみると、増減を繰り返しながらも、概ね右肩上

がりの傾向を示している。平成 年度の合計は 億円で、県全体の純生産額の ％10 933 3.52
を占め、県内市町村のうちでは６番目に多い額となっている。前年度の平成９年に比較

すると増加率は ％と減少している。-6.8
産業別純生産の推移をみるとそれぞれの分野で増減を繰り返しながら推移してきてい

るものの、昭和 年から平成 年度の増加率をみると、第１次産業は ％の減少、60 10 -19.5
第２次産業は ％の増加、第３次産業は ％の増加であり、特に第３次産業は 倍26.3 50 1.5
と急成長を遂げている。

産業別の純生産額の上位 市町村をあげると、本市は総額では６位で、県全体に占め10
る割合が ％と上位に位置している。第一次産業は１位で ％で最上位である。第二3.5 8.0
次産業は６位で ％、第三次産業も６位で ％と、いずれも上位に位置している。4.5 3.2

表3-1-5,産業別市町村内純生産の推移 単位：百万円

表3-1-6,平成10年産業別純生産額の市町村の順位（上位10市町村） 単位：百万円

資料：平成10年度「沖縄県市町村民所得 、統計いしがき第24号」

年度

区分

第１次産業 5,768 5,618 6,717 5,106 6,888 5,728 5,940 5,046 4,704 4,363 4,657 4,701 5,325 4,641

農業 4,739 4,558 5,518 3,987 5,744 4,479 4,650 3,743 3,613 3,247 3,722 3,525 4,214 3,577

林業 15 16 16 20 27 31 29 31 23 20 18 16 18 15

水産業 1,014 1,044 1,183 1,099 1,117 1,218 1,261 1,272 1,068 1,096 917 1,160 1,093 1,049

第２次産業 17,307 18,877 18,444 21,730 21,982 18,620 21,228 24,351 23,253 24,131 24,091 25,550 28,739 21,863

鉱業 465 547 574 616 628 690 818 1,027 1,153 1,166 1,544 1,820 2,061 2,090

建設業 13,195 13,739 12,821 15,268 15,389 12,032 14,746 17,640 14,939 16,808 16,867 18,383 21,466 14,976

製造業 3,647 4,591 5,049 5,846 5,965 5,898 5,664 5,684 7,161 6,157 5,680 5,347 5,212 4,797

第３次産業 47,143 52,483 54,231 56,036 58,166 59,894 62,744 64,080 65,722 67,172 68,636 71,635 70,397 70,752

電気・ガス・水道業 1,373 1,671 1,596 1,679 1,761 1,773 1,902 1,947 1,910 1,961 1,869 1,987 2,121 2,228

運輸・通信業 4,926 5,165 5,158 5,351 5,839 5,550 6,084 5,648 5,944 6,131 6,331 6,448 6,304 6,703

卸売・小売業 6,907 7,737 8,916 8,699 8,706 8,776 8,966 9,282 9,443 9,307 9,509 9,555 8,307 7,001

金融・保険 1,489 1,763 1,802 1,867 1,850 1,857 1,987 2,068 2,159 2,311 2,311 2,722 2,756 2,805

不動産業 7,321 8,425 7,959 7,657 7,037 6,654 6,418 6,327 6,398 6,303 6,048 6,207 5,978 6,189

サービス業 10,436 11,824 12,190 13,339 14,284 15,145 15,944 16,423 17,058 17,937 18,434 19,408 19,253 19,716

政府サービス生産者 14,079 15,219 15,828 16,535 17,622 18,908 19,998 20,897 21,336 21,697 22,574 23,671 23,998 24,363

対家計民間非営利団体 612 679 782 909 1,067 1,231 1,445 1,488 1,474 1,525 1,560 1,637 1,680 1,747

-2,328 -2,594 -2,773 -2,987 -2,972 -2,780 -3,157 -3,534 -3,511 -3,858 -3,826 -4,085 -4,343 -3,946

67,890 74,384 76,619 79,885 84,064 81,462 86,755 89,943 90,168 91,808 93,558 97,801 100,118 93,310

H03 H04S62 S63 H01 H02

合　計

（控除）帰属利子

H09 H10H05 H06 H07 H08S60 S61

市町村名 （百万円） （％） 市町村名 （百万円） （％） 市町村名 （百万円） （％） 市町村名 （百万円） （％）

県    計 2,647,568 100.0 県    計 57,681 100.0 県    計 484,666 100.0 県    計 2,230,893 100.0

1 那 覇 市 861,728 32.5 石 垣 市 4,641 8.0 那 覇 市 105,962 21.9 那 覇 市 795,438 35.7

2 浦 添 市 287,390 10.9 名 護 市 3,531 6.1 名 護 市 43,506 9.0 浦 添 市 273,572 12.3

3 沖 縄 市 198,035 7.5 糸 満 市 3,414 5.9 浦 添 市 29,408 6.1 沖 縄 市 177,980 8.0

4 名 護 市 128,135 4.8 伊 江 村 2,527 4.4 沖 縄 市 28,499 5.9 宜野湾市 110,256 4.9

5 宜野湾市 120,112 4.5 平 良 市 2,501 4.3 西 原 町 24,315 5.0 名 護 市 87,041 3.9

6 石 垣 市 93,310 3.5 今帰仁村 2,264 3.9 石 垣 市 21,863 4.5 石 垣 市 70,752 3.2

7 具志川市 84,483 3.2 城 辺 町 2,207 3.8 糸 満 市 18,437 3.8 具志川市 70,577 3.2

8 平 良 市 78,339 3.0 本 部 町 1,759 3.0 具志川市 16,182 3.3 平 良 市 65,873 3.0

9 西 原 町 76,440 2.9 豊見城村 1,685 2.9 宜野湾市 15,666 3.2 糸 満 市 55,795 2.5

10 糸 満 市 74,303 2.8 那 覇 市 1,650 2.9 豊見城村 14,232 2.9 西 原 町 54,869 2.5

 第２次産業  第３次産業順
位

総額 第一次産業
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２．産業別生産状況

（１）農林業

本市は県内で第一次産業の純生産額が高い地域である。中でも農業が大半を占め平成

年の農業粗生産額でみると 百万円で、県の 百万円の ％を占める。こ10 9,180 94,437 9.7
れは県内 市町村の中でも最も高く、２位の名護市 百万円とも大きな差がある。53 6,743

耕地面積は で県全体の ％を占める。なかでも田が県全体の ％、牧草5,467ha 12.8 33.6
地は ％が本市に集中していることも本市の農業の大きな特徴となっている。特に耕29.3
作地は沖縄県では全体的に減少を続けている中、本市の牧草地だけは年々着実に増加し

ていることも特筆すべき点である。

表3-2-1,耕地面積の推移と対全県比 図3-2-1,石垣市の耕地面積の構成単位；ha

耕地面積調査

図3-2-2,主要作物の粗生産額の推移

本市の農業粗生産額を部門別に

、 、見ると 肉用牛が ％を占め57.3
次いでさとうきびが ％とな18.6
っている。主な農作物の粗生産額

の変遷を見ると、昭和 年代の60
はじめまでは、さとうきびに次い

で野菜が１位であったが、減少が

みられ、かわって肉用牛が着実に

伸び平成６年からの急増で平成

年には 億円を超え、沖縄県10 45
の肉用牛粗生産額の ％、石38.2
垣市の農業粗生産額全体の ％50
を占める基幹作物となっている。

統計いしがき第24号

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

S57 59 61 63 2 4 6 8 10

（百万円）

野菜

パインアップル

花卉

さとうきび

葉たばこ

肉用牛

小計 普通畑 樹園地 牧草地

平成６年 5,832 355 5,477 3,760 487 1,230

平成７年 5,808 340 5,468 3,700 458 1,310

平成８年 5,651 331 5,320 3,600 420 1,300

平成９年 5,589 318 5,271 3,540 291 1,440

平成１０年 5,467 318 5,149 3,441 228 1,480

平成１１年 5,436 314 5,122 3,450 182 1,490

（対全県比　％） 12.9 33.5 12.4 10.1 9.0 29.3

沖縄県（平成11年） 42,138 938 41,200 34,100 2,020 5,080

年
畑

合計 田
田

6%

普通畑

64%

樹園地

3%

牧草地

27%
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本市の農業は沖縄県内ではトップクラスにあるが、農家戸数は復帰後増減を繰り返し

ながら、昭和 年に比較すると年々減少傾向を示している。専業農家の戸数は増えてお49
り、その割合は昭和 年の ％に対して、平成６年には ％となっている。49 26.4 40.4
石垣市を含み沖縄県では兼業の機会が少ない上に高齢者の専業農家が多い。離島では特

にその傾向が強く、沖縄県の専業農家率 、全国 ％に比較して高い数値となってい36% 18
る。一方、耕地面積は昭和６年頃までは増加の傾向にあったが、その後は減少が続いて

いる。その中で牧草地は年々増加し、昭和 年に比較すると ％の増加率を示して57 79.8
いる。

表3-2-2,農家戸数および農家人口 単位：人、戸、％

統計いしがき第24号

森林面積は、 で、そのうち （ ％）が市有林であり、県内で市町村が8,320ha 7,518ha 90.4
所有する森林面積としては最も広い面積である （沖縄の林業で確認 。。 ）

市内の森林は亜熱帯特有の森林資源を持ち、樹苗生産や特用林産物の生産が行われて

いる。

表3-2-3,保有形態別林野面積 単位；ha

統計いしがき第24号

総数
割合
（％）

総数
第１種
兼業

第２種兼
業

総数
農業
専従者

割合
（％）

昭和49年 1,915 505 26.4 1,410 716 694 8,534 5,960 2,574 43.2

昭和54年 1,667 656 39.4 1,011 547 464 7,840 5,232 2,608 49.8

昭和59年 1,938 705 36.4 1,233 563 670 8,575 5,834 2,741 47.0

平成元年 1,791 767 42.8 1,024 390 634 7,411 5,218 2,193 42.0

平成６年 1,709 691 40.4 1,018 392 626 6,899 4,911 1,988 40.5

兼　　業

総数

農家戸数

総数

専業

農家人口

満15歳以上

計 県 有 林 市 有 林 計
個 人
有 林

会 社
有 林

字 有
林

そ の
他

平 成 11
年

8 ,320 7 ,6 06 88 7 ,5 18 7 14 430 251 1 32

公 有 林 私 有 林
年 度 総 数



- 28 -

第３章 石垣市の経済状況と課題

表3-2-4,樹苗生産実績

統計いしがき第24号

表3-2-5,緑化樹苗生産実績

統計いしがき第24号

（２）水産業

本市の水産業について、市町村内純生産をみると増減を繰り返しながらほぼ横ばいで

推移している。平成 年度は 百万円で石垣市総額 百万円の ％にすぎな10 1,049 93,310 1.1
いが、県の水産業の総額に対する割合は ％と那覇市（ ％）に次いで２番目に8.92 11.99
高い位置にある。

本市の漁港は、石垣漁港、登野城漁港の２つの漁港に加え伊野田・船越漁港がある。

島の周りをサンゴ礁に囲まれ好漁場を有しているが、近年においては資源減少が見受け

られ漁獲量が低下している。

年次別水揚量の推移をみると、魚類に関しての水揚げが増減を繰り返しながらではあ

るが、昭和 年と比較すると約２分の１にまで減少していることがわかる。水産動物や54
貝類は、増減を繰り返しながらもほぼ横這いであるが、藻殖、養殖類は減少の傾向にあ

る。漁場整備については、安定した水揚げを確保するため、研究機関と連携した放流や

樹　種　別 平５ 平６ 平７ 平８ 平９ 平１０ 平１１

総　　　数 27,525 664,778 38,442 52,840 8,173 10,142 2,219

イ ヌ マ キ 15,370 642,801 5,568 47,540 132 95 531

セ ン ダ ン 0 0 0 0 0 0 0

ア カ ギ 8 1 0 0 0 0 0

モ ク マ オ 0 0 0 0 0 0 0

タ ブ 0 0 0 0 0 0 0

エ ゴ ノ キ 0 0 0 0 0 0 0

デ イ ゴ 0 0 0 0 0 0 0

ク ロ キ 317 1,626 1,976 5,300 972 91 68

サ ク ラ 110 88 67 0 0 17 31

シ ャ リ ン バ イ 170 3 0 0 0 0 0

ツ ツ ジ 780 25 592 0 0 345 255

ハ イ ビ ス カ ス 105 265 0 0 0 0 161

サ ン ダ ン カ 55 65 2 0 0 38 253

タイワンフウノキ 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 10,610 19,904 30,237 0 7,069 9,556 920

素材
（㎡）

木炭
(kg)

薪
(ml）

椎茸
(kg）

クロ
アワビ
(kg)

竹棹
（東）

竹の子
(kg）

オオタニ
ワタリ
(kg）

シキミ
(kg)

平成07年度 31 12,000 － － － 45 － 180 508

平成08年度 13 13,500 － － － － － 200 526

平成09年度 9 6,900 － － － － － 700 225

平成10年度 11 10,500 － － － － － 680 250

平成11年度 49 12,800 － － － － － 1,100 260
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魚礁の設置等資源管理型漁業の推進による漁場整備が進められている。養殖業について

は給餌養殖でクルマエビ、ヤイトハタ等が行われている。

経営体数は で平良市に次いで２番目に多いが、ほとんど（ ％）が個人経営で324 98.7
あることや漁船も５ 未満がほとんど（ ％）で零細経営である。また、漁船漁業はt 87.7
沿岸中心で、マグロ回遊性魚種への依存が大きいことなどから、漁獲量は不安定な状況

にある。

図3-2-3,年次別水揚量の推移

資料：統計いしがき24号

表3-2-6,漁業経営体階層別経営体数の比較 単位；経営体

資料：統計いしがき24号

5トン
未満

5～
10トン

10～
20トン

20トン
以上

那 覇 市 121 － － 67 20 28 ｘ 3 －

石 川 市 34 － － 30 － ｘ － 3 －

具志 川市 34 ｘ － 15ｘ 8 4 － ｘ ｘ

宜野 湾市 49 ｘ ｘ 33 7 5 － ｘ －

平 良 市 340 47 15 222 7 5 ｘ ｘ 41

石 垣 市 324 12 － 284 11 3 － 9 4ｘ 

浦 添 市 73 3 － 47 10 12 － － ｘ

名 護 市 130 － － 83 14 3 － 7 8

糸 満 市 151 － － 134 9 4 ｘ － ｘ

沖 縄 市 95 － － 74 8 3 － － 9

定置網
海面
養殖

漁船使用

区分 総数
漁船

非使用
無動力

船

0

500000

1000000

1500000

2000000

2500000

3000000

3500000

4000000

昭54 56 58 60 62 H１ 3 5 7 9 11

(kg）

魚類

水産動物・貝類

藻殖・養殖類
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表3-2-7,漁業種別漁獲量の比較

資料：統計いしがき24号

（３）建設業

経済活動別純生産における本市の建設業の割合の推移をみると、沖縄県全体よりもや

や高い割合で推移していることがわかる。平成９年の値では全体の約 ％を占めるまで21
に至ったが、平成 年には再び ％となっている。しかし、経済活動別にみると建10 16.0
設業は、政府サービス生産者（ ％ 、サービス業（ ％）に次いで高い割合をとな26.1 21.1）

っており、本市の経済に占める比重の大きさがうかがえる。

図3-2-4,市町村内純生産に占める 表3-2-8,平成10年度の状況

建設業割合の推移

資料：沖縄県市町村民所得（平成10年度）

小計 ひき縄
一本
釣

那覇市 5,275 4 4 － － 7 7 42 4,692 7 － 19 367 136 231 109 16 － －

石川市 92 36 － － 15 － 1 － － － － 26 14 － 14 － － － －

具志川市 132 － － － － 4 － － 55 － － 48 23 12 11 － － － 1

宜野湾市 384 4 － － － － － － 304 3 － 43 16 － 16 14 － － －

平良市 871 49 22 － － 2 － － 148 3 276 31 183 54 129 46 18 37 55

石垣市 1,960 37 24 22 － 42 － － 602 11 202 130 421 178 243 225 49 32 164

浦添市 515 4 － － － － － － 440 － － 4 10 1 9 56 1 － －

名護市 663 70 － － － 30 － － － 1 － 210 300 251 49 20 － 3 31

糸満市 1,951 23 20 5 － － 8 － 820 182 － 425 461 412 49 － 9 － －

沖縄市 595 21 － － － 3 3 － 294 1 － 14 213 196 17 26 － 15 4

大型
定置
網

小型
定置
網

沿岸
かつお
一本
釣

沿岸
いか
釣

建干
網

遠洋ま
ぐろは
え縄

沿岸ま
ぐろは
え縄

その
他の
はえ
縄

区分 計
その
他の
刺網

その
他の
漁業

その他の釣
潜水
具

採貝 採藻
追込
網

その
他の
敷網

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

昭60年 昭62年 平元年 平３年 平５年 平７年 平９年

（％）

石垣市

沖縄県

実数
（百万円）

構成比
（％）

農  業 3,577 3.8

林 業 15 0.0

水産業 1,049 1.1

鉱 業 2,090 2.2

建設業 14,976 16.0

製造業 4,797 5.1

電気ガス・水道業 2,228 2.4

運輸・通信業 6,703 7.2

 卸売・小売業 7,001 7.5

金融・保険業 2,805 3.0

不動産業 6,189 6.6

ｻｰﾋﾞｽ業 19,716 21.1

政府ｻｰﾋﾞｽ生産者 24,363 26.1

対家計民間非営利団体 1,747 1.9

（控除）帰属利子 -3,946 -4.2 

合　 計 93,310 100.0
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（４）製造業

平成 年度の本市の製造業の市町村内純生産は 百万円（構成比 ％）で平10 104,797 5.1
成５年以降は減少が続いている。平成９年度に比べると ％の減少を示した。構成比8.6
としては沖縄県平均の ％と若干低い程度である。5.2

本市の製造業を産業別製造品出荷額でみると、食料品製造業（ ％）が最も多く、41.7
次いで窯業・土石製品製造業（ ％）であり、この２つで７割近くを占める。県に対26.0
する割合をみてみると、全体では ％であるが、繊維工業（衣服その他の繊維製品を2.4
除く）では ％近くとなっていることが大きな特徴としてあげられる。繊維製品のなか20
には県指定無形文化財の八重山上布や、ミンサー織など伝統工芸品があり、市の特産品

として観光産業とも関わりが大きい。

表3-2-9,産業別製造品出荷額の状況（平成10年）

資料：沖縄県経済の概況（平成12年12月）

統計いしがき第24号

区　分

構成比

（％）

構成比

（％）

対県比

（％）

合計 582,428 100.0 14,168 100.0 2.4

食料品製造業 147,708 25.4 5,904 41.7 4.0

飲料・飼料・たばこ製造業 80,473 13.8 1,178 8.3 1.5

繊維工業（衣服・その他の繊維製品を除く） 1,027 0.2 204 1.4 19.9

衣服その他の繊維製品製造業 3,189 0.5 35 0.3 1.1

木材・木製品製造業 1,591 0.3 ｘ ｘ ｘ

家具装備品製造業 6,215 1.1 118 0.8 1.9

パルプ・紙・紙加工品製造業 5,885 1.0 ｘ ｘ ｘ

出版・印刷同関連産業 51,035 8.8 935 6.6 1.8

化学工業 5,919 1.0 － － －

石油製品・石炭製品製造業 136,323 23.4 390 2.8 0.3

プラスチック製品製造業 5,466 0.9 ｘ ｘ ｘ

ゴム製品製造業 ｘ ｘ － － －

なめし革・同製品・毛皮製造業 346 0.1 ｘ ｘ ｘ

窯業・土石製品製造業 67,064 11.5 3,678 26.0 5.5

鉄鋼業 13,989 2.4 － － －

非鉄金属製造業 ｘ ｘ － － －

金属製品製造業 44,424 7.6 1,290 9.1 2.9

一般機械器具製造業 2,076 0.4 85 0.6 4.1

電気機械器具製造業 3,670 0.6 － － －

輸送用機械器具製造業 1,446 0.2 － － －

精密機械器具製造業 309 0.1 － － －

その他の製造業 4,227 0.7 64 0.5 1.5

沖縄県 石垣市

出荷額（百万円）出荷額（百万円）
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第３章 石垣市の経済状況と課題

（５）運輸・通信業

石垣空港は沖縄県が設置管理する第三種の空港で、滑走路 ｍを備えている。路1,500
線は那覇をはじめ宮古、多良間、与那国、波照間等の離島間、東京、関西等本土とも直

行便でつながっている。利用状況は、復帰当時の昭和 年から比べると平成 年には47 11
旅客 千人で７倍、貨物 ｔで 倍にも増加している。現在では年間乗客数、1,409 9,393 10.7

。 、年間貨物取扱量ともに第二種の那覇空港に次ぐ県下二番目の空港となっている 一方で

基盤となる現空港施設は、狭小で老朽化が進んでおり、観光案内等の情報機能も不足し

ていることなどサービス対応が不十分な状況にある。このような中、石垣空港建設の整

備が求められており、環境への対策など土地に関する調査や地元の合意形成に向けた取

り組みが行われている。

表3-2-10,沖縄県の空港の推移

資料：沖縄県経済の概況

表3-2-11,平成11年石垣空港の路線別利用状況 単位：人、トン

資料：空港課

47年度(a) 11年度(b) (b)/(a) 47年度(a) 11年度(b) (b)/(a)

11,372 161,987

(342) (3,194) 

粟 国 空 港 － 30 － 52

久 米 島 空 港 84 280 3.33 64 1,572 24.56

S58.3.24

（２地点間旅客輸送開始）

H6.11.10供用開始

南 大 東 空 港 9 38 4.22 31 133 4.29

北 大 東 空 港 － 12 － － 32 － S5.6.30供用開始

S.50.7.20供用開始

S52.2.5～

定期便運行休止

宮 古 空 港 229 996 4.35 618 8,906 14.41

S54.7.5供用開始

H6.7.22

定期便運行休止

多 良 間 空 港 － 36 － － 173 － S.49.7.26供用開始

石 垣 空 港 200 1,409 7.05 878 9,393 10.70

波 照 間 空 港 5 － － 10 － S51.5.18供用開始

与 那 国 空 港 16 67 4.19 20 291 14.55

三 種 空 港 計 538 2,886 5.36 1,611 20,562 12.76

1,876 14,258 7.60 12,984 182,549 14.06

（注）：那覇空港の（　）内は、国際線に係る条項客数及び貨物取扱量で内数。ただし、47年度の実績は不明。

S53.7.6供用開始

備考

第二種空港 那 覇 空 港 1,338 8.50

年間貨物取扱量（トン）

第三種空港

種別 空港名

合　　　　計

伊 江 島 空 港

慶 良 間 空 港

－ 0 －

下 地 島 空 港 － 0 － － 0 －

－ 1 －

年間乗客数（千人）

－ 12 － － 0 －

11,373 14.24

路線名

石垣　～　東　京 88,585 (6.3) 348 (3.8) 

石垣　～　大　阪 78,390 (5.6) 319 (3.4) 

石垣　～　福　岡 59,128 (4.2) 170 (1.8) 

石垣　～　名古屋 54,992 (3.9) 13 (0.1) 

石垣　～　広　島 22,783 (1.6) 1 (0.0) 

石垣　～　那　覇 900,556 (64.5) 7,746 (83.5) 

石垣　～　宮　古 113,953 (8.2) 359 (3.9) 

石垣　～　与那国 68,800 (4.9) 265 (2.9) 

石垣　～　波照間 5,922 (0.4) 11 (0.1) 

石垣　～　多良間 3,994 (0.3) 43 (0.5) 

計 1,397,103 (100.0) 9,275 (100.0) 

乗降客（構成比％） 貨物（構成比％）
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石垣港は日本最南端の開港指定を受けた需要港湾である。 本港湾は沖縄本島、本土、

台湾をはじめ各離島への連絡基地として八重山群島で営まれる生産、消費等の経済活動

をはじめ八重山観光の拠点として重要な役割を担っている。

入港船舶数は近年増加し、特に大型船舶の入港が増え、トン数でみると平成８年と平

成 年を比べても 倍に増えている。11 2.3
取扱貨物量の推移を移輸出入別でみてみると、移出入は増減を繰り返しながらも、昭

和 年と比較すると２倍以上になっている。輸出入については昭和 年よりクリアラ50 59
ンス船（直接交易のなかった中国、台湾の貿易を第３国の寄港地を経由することで可能

とする。トン税と特別トン税が徴収できる）の寄港により急増している。

石垣港では、総外国貿易船のうち、 ％以上がクリアランス船によるものであり、大90
きな特徴としてあげられる。しかし近年、中台直航船の動きがありクリアランス船寄港

地としての地位と「収益」が失われるおそれもある。

このような経済の発展や物流構造の変化に伴い、地理的優位性を活かすとともに、国

際化時代に対応した港湾施設の充実に加え人工ビーチ、緑地、マリーナ等の整備など、

新たな魅力を創造し、観光産業等とも結びついた総合的な港湾整備が求められている。

表3-2-12,入港船舶数（年次・トン数別）各年12月末現在（単位：隻・千トン）

資料：港湾課

10,000 6,000～ 3,000～ 1,000～ 500～ 100～ ５～

総ﾄﾝ以上 1,000総ﾄﾝ 6,000総ﾄﾝ 3,000総ﾄﾝ 1,000総ﾄﾝ 500総ﾄﾝ 100総ﾄﾝ

平成８年 隻数 39,045 193 354 369 313 339 1,621 35,856

ﾄﾝ数 9,842 2,931 2,986 1,706 579 261 470 909

平成９年 隻数 41,444 436 277 545 535 285 460 38,906

ﾄﾝ数 14,251 7,261 2,268 2,422 988 226 153 929

平成10年 隻数 39,722 647 603 559 470 279 1,456 35,708

ﾄﾝ数 17,932 8,275 4,803 2,453 869 211 413 908

平成11年 隻数 49,943 524 720 668 721 829 1,987 44,494

ﾄﾝ数 22,955 10,781 5,727 2,982 1,160 681 554 1,067

総数
         階数
年次
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図3-2-5,石垣港貨物取扱量の推移

表3-2-13,港湾別クリアランス船の入籍数 単位：隻

資料：沖縄地区税関

港別 ８年 ９年 １０年 １１年 １２年

総外国貿易船 547 583 590 576 566

クリアランス船 13 13 18 18 15

その他外貿船 534 570 572 558 551

総外国貿易船 1,378 1,594 1,924 1,974 2,306

クリアランス船 1,118 1,325 1,641 1,722 2,123

その他外貿船 260 269 283 252 183

総外国貿易船 802 740 694 627 520

クリアランス船 0 0 0 0 0

その他外貿船 802 740 694 627 520

那覇港

石垣港

その他

区分

※S59年より貨物が急増したのは、クリアランス船の中継による。
※H元年より貨物が減ったのはクリアランス船による中継貨物を除いたため。

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

S50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

（トン）

輸出

輸入

移出

移入
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（６）卸売・小売業

平成 年度の卸・小売業の市町村内純生産は、 百万円（構成比 ％）で、前年10 7,001 7.5
度に比べて ％の減少を示している。15.7

平成９年の商店数をみると、卸売業 店、小売業 店となっており、平成６年に101 794
比べて卸売業は 店増加しているが、小売業は 店減少している。昭和 年からの推10 98 60
移をみると、商店数総数は、昭和 年からは減少に転じている。総従業員数も平成３年63
以降は減少傾向にある。

一店あたりの従業員数は平成９年には 人と増加しているが、沖縄県平均の 人、3.2 4.6
全国平均の 人は及ばず小規模店舗が多いことがうかがえる。6.4

年間販売額は平成３年までは増加し、平成６年には一時減少に転じたが、平成９年で

は再び増加している。一店あたりでみると、一貫した増加傾向となっているが、沖縄県

平均の 万円の ％、全国平均の 万円の ％と、低い値となっている。11,839 57.6 34,660 19.7
これら小規模経営の店舗等は、復帰後八重山圏域の経済拠点を支え商店街として成長

を続けてきた。しかし近年の大店法の規制緩和による郊外での商業集積地形成や、消費

者のニーズの多様化など商業経営を取り巻く環境が変化してきている。

表3-2-14,商業の概況

資料：沖縄県の商業

総数 卸売業 小売業

昭和60年 1,047 84 963 2,568 2.5 4,032,878 3,852 1,570 40,208

昭和63年 1,084 109 975 3,035 2.8 5,882,249 5,426 1,938 47,249

平成３年 1,050 113 937 3,322 3.2 5,933,640 5,651 1,786 48,777

平成６年 983 91 892 3,152 3.2 5,885,599 5,987 1,867 55,145

平成９年 895 101 794 2,907 3.2 6,110,388 6,827 2,102 47,906

一店あたり
年間販売額

従業員
一人あたり
年間販売額

小売業の
売場面積
（㎡）

区　　分
商店数 一　店

あたり
従業員数

従業員数
年間販売額
（万円）
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（７）観光産業

沖縄県の「観光要覧 （平成 年）によると、石垣島の平成 年の入込観光客数は」 12 11
人で沖縄県全体の約 万 人の ％を占め沖縄本島に次ぐ人数となって602,027 455 8,700 13.2

7.1 2.0 48 4.4いる （参考：宮古島 ％、久米島 ％ 。復帰直後（昭和 年人）に比較すると。 ）

倍、対前年比でも ％と増加を続けている。入域観光客が増加した要因としては、116.2
平成５年の東京直行便の開設に始まる本土直行便の開設や低価格旅行商品の流通、マス

メディアによる沖縄情報発信、外国クルーズ船の就航、各種誘客イベントの定着等が考

えられる。近年においては海外のサービス手法を売りとしたリゾートホテルも開業する

など、国際化の時代を迎えている。

平成 年の入域観光客を月別でみると、最も多いのは３月の 人で７、８月の11 70,369
夏場に集中する沖縄県の観光入り込みの中でも特徴を表している。

空路・海路別の入域旅客数でみると、空路が 人（ ％）と圧倒的に多い。659,720 90.7
平成 年の観光収入推計は 千円で、対前年比では ％の増加となって11 55,216,790 107.2

おり、入域観光客の推移とともに着実な伸びを示している。これにより、地域経済へ及

ぼす効果も成長を遂げ、就業構造の変化など地域への影響は大きなものがあると考えら

れる。平成９年には観光立市宣言を行っており、観光振興を強力に推進し、各産業間と

の連携を図るなど経済効果を期待すると共に文化交流の場（機会）としてもとらえてい

る。

図3-2-6,観光客数と観光収入の推移

資料：観光課

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

S48年 50 52 54 56 58 60 62 H1年 3 5 7 9 11

（人）

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000
（千円）

観光客推計 観光収入推計
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３．市民所得および行財政

（１）市民所得

石垣市の市町村民所得は、昭和 年には 百万円であったものが、平成 年に60 66,840 10
は 百万円となり、１人あたり市町村民所得は、昭和 年の 千円（県民所得97,193 60 1,623

千円）が平成 年には 千円（県民所得 千円）となっている。1,598 10 2,287 2,185
53石垣市では、１人あたりの市民所得は１人あたり県民所得より上回っている（県内

市町村中 位 。しかし国民所得と比較すると昭和 年の ％（１人あたり市民所14 60 75.4）

得／１人あたり国民所得× ）から、平成 年では ％と差は縮めているものの依100 10 76.3
然格差が感じられる。

図3-3-1,１人あたり市町村民所得の推移と比較

資料：沖縄県市町村民所得（平成10年度）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

S60年 61 62 63 H１年 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

（百万円）

1人あたり県民所得

１人あたり市民所得（石垣市）

１人あたり国民所得
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（２）財 政

石垣市の財政は、地方税収入の歳入に占める割合が全国及び沖縄県平均に（ ％）に30
比較してもかなり低い状況にあり、地方交付税や国庫支出金に依存した財政構造となっ

ている。国の財政状況の厳しさや都道府県、大規模自治体の財政悪化、多額の借入金を

抱えた交付税制度の見直し論等、国の経済状況を取り巻く環境を考えると今後、自立的

な経済構造への移行は避けて通れない状況にある。

図3-3-2,歳入決算の状況

資料：統計いしがき第24号

12.0 14.3 14.7 15.1

26.1
31.3 33.6 33.0

21.0
19.3

20.0 21.3

17.5 12.9
11.3

11.8

10.2 11.5 9.2 7.1

2.2 2.4 3.4 3.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H8 9 10 11

その他の依存財源

県支出金

市債

国庫支出金

地方交付税

その他の自主財源

繰越金

財産収入

繰入金

市税

自

主

財

源

依

存

財

源

年度
歳入総額
（千円）

平成８年 25,538,125

平成９年 21,894,159

平成10年 21,102,521

平成11年 22,060,292
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１．経済関係団体・事業所等の意向・動向

本調査では前記の関係各課のプロジェクト動向とあわせて関係団体・事業等におけるプ

ロジェクトの動向および意向等について調査した。調査は市内の関係団体・事業所（合計

件）に「石垣市経済振興プラン調査シート」を配布し記入していただく方法により実62
施し、 件の回答を得た（回答率約 ％ 。その結果、これらのプロジェクトの意向・22 35 ）

動向を以下に示すとおりである。

（１）関係団体・事業所等が自ら実施を希望する事業

・デジタル推進事業

・障害者施設の増改築

・石垣磁器製造事業

・シーサーの森（米子焼工房）整備

・バイオマスエネルギー導入事業（プラントの設置）

・ヨネハラリゾートホテル建設事業

・ヤイトハタ養殖業拡充

・さとうきび側枝ポット苗生産装置化

・地域振興対策事業（農畜産加工・自然体験・交流・特産品販売施設）

・地域振興対策事業（農畜産加工・熱帯果樹・野菜ランド）

・地域振興対策事業（石垣島北の道の駅、農畜産海産物加工・交流・レストラン施設）

・サバニクルーズ（うみんちゅ体験ツアー案内業）

・織物後継者育成

・障害者通所・宿泊・福祉施設の整備

・障害者グループホームの創造

・リサイクル事業（産業廃棄物中間処理施設）

・川平ファームの拡充

・ＦＭ放送事業の拡充

（２）国、県、市等に希望する事業

・農業生産総合対策事業（防風施設）

・旧八重山支庁跡地整備事業

・不登校児対象フリースクールの開設

・地域資源食品研究所の創設

・商工業団地の整備（市内の製造業を一堂に集めて団地化する）

第４章 経済振興に関する意向・動向調査

４章 経済振興に関する意向・動向調査
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・八重山パイナップルランド事業

・川平湾ネックレス構想の実施

・北部地区市有地の有効活用（畜産とゴルフ場の両立）

（３）経済振興プランに関する自由意見（任意要約）

（市のホームページを通じて回答があった意見を含む）

・道路の整備

・赤土対策

・公共施設等のＰＦＩ方式による建設

・参加型観光産業の創造

・観光客対象コンサートホール・公会堂の整備

・港まちの再構築（離島埠頭再開発）

・新港地区への企業誘致

・市街地活性化プラン

・リージョナル農業促進事業（マンゴー生産工場整備）

・農村再構築プラン（北部地域遊休農地活用、分譲農家ＳＯＨＯ、シニアタウン）

・地域による地域の為の参加型の島おこし（産業振興を市民とともに創造すること）

・循環型社会の構築のため行政と連携を密にすること

・自然との共存による産業の展開

・産業振興のための情報公開の拡充

・農村集落環境整備

・水道水の安定確保・西表の渓流粋の利用（西表→小浜→竹富→石垣）

・北部地区は人口が減少しているため、道の駅のような地域振興策が必要

４章 経済振興に関する意向・動向調査
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２．経済振興に関連する既往アンケート調査

経済振興に関連する市民および一般の意向・動向としては、石垣市商工会が商店街の活

性化を目的として実施した「ホームページアンケート調査」と、石垣市観光協会が毎年実

施している「観光客アンケート調査」が参考になる。ここではそれらの中から特に本調査

に参考となる部分を以下に示す。

（１）石垣市商店街活性化対策事業報告書・ホームページアンケート

①年齢層

石垣市のホームページにアクセスし、アンケートに回答した対象者の年齢層は、 代30
が ％と最も多く、次いで 代が ％、 代が ％と、 ～ 代の青壮年で８割を34 20 27 40 20 20 40
超える。これは ～ 代の年齢層が、仕事や自宅等でインターネットの利用機会が多い20 40
ことに比例していると思われる。

②性 別

回答者の性別は男性が 名で ％、女性が 名で ％とほぼ半数ずつとなってい203 51 196 49
る。

Ｑ１　年齢層

年齢 回答数
１０代未満 21

１０代 14
２０代 110
３０代 139
４０代 80
５０代 26
６０代 8

７０代以上 2
合計 400

５０代
7%

４０代

20%

３０代

34%

６０代

2%

２０代

27%

１０代
4%

１０代未満

5%

７０代以上
1%

Ｑ２　性別

性別 回答数
男　性 203
女　性 196
合計 399

女　性
49%

男　性
51%
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③住まい

回答者のお住まい（住所）は、東京都が ％と最も多く、次いで大阪９％、神奈川７13
％兵庫６％と続いている。石垣市内からのアンケート回答は６％である。その他の都道府

県からも５％以下ではあるが、広範囲にわたっている。

④来島経験

回答者の来島経験は、 ％が「ない」という結果である。１回もしくは２回以上来島82
したのは ％である。16

Ｑ３　お住まい？

住所 回答数
東京 52
大阪 36

神奈川 30
兵庫 26

石垣市内 24
愛知 22
千葉 14
埼玉 14
静岡 13
岡山 12
広島 8

その他 149
合計 400

その他

36%

広島
2%

静岡
3%

岡山
3% 埼玉

4%

東京
12%

大阪

9%

神奈川
8%

千葉

4%

兵庫
7%

石垣市内
6%

愛知
6%

Ｑ４　来島経験

経験数 回答数
ない 330

１回あり 40
２回以上 22
石垣在住 8

合計 400

ない

82%

１回あり

10%

２回以上

6%

石垣在住
2%
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⑤今後もこのホームページを利用したいと思いますか。？

回答者の中で、今後もこのホームページを利用したいと答えた方は ％にのぼり、ホ77
ームページを見たことによって石垣市に何らかの期待や興味を示したことが割合が高いこ

とがうかがえる。

４章 経済振興に関する意向・動向調査

利用したい

77%

どちらでも

ない

21%

思わない

2%

Ｑ５　今後もこのホームページを利用したいと思いますか

回答数
利用したい 309

どちらでもない 84
思わない 7

合計 400
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（２）平成12年度観光動向調査結果比較表（３期統計結果）

※回答数（ 名）398

①住 所

回答者の住所は、関東が

％と最も多く、次いで37.3
関西 ％、東海 ％続20.7 12.1
いている。東京や関西へは

直行便が就航しており、来

島する機会が増えたものと

思われる。

性 別②

回答者の性別は、男性が

％、女性が ％と、若47 50
干女性が過半数を超えてい

る （無回答が 件）。 13

③年 齢

回答者の年齢は、 代が20
％と最も多く、 代が28.0 30
％、 代が ％と続25.4 50 17.6

いている。 ～ 代で過20 30
半数を超えており観光来訪

者の年齢層が集中している

ことがうかがえる。

３．年齢（無回答１件）

住所 回答数
２０代 111
３０代 101
５０代 70

その他 116
無回答 1
合計 399

２０代
28%

３０代

25%５０代
18%

その他
29%

無回答

0%

関東

37%

関西

21%

東海

12%

その他

30%

無回答

0%

１．住所（無回答１件）

住所 回答数
関東 148
関西 82
東海 48

その他 119
無回答 1
合計 398

２．性別（無回答１３件）

性別 回答数
男性 188
女性 197

無回答 13
合計 398

無回答
3%

女性

50%

男性

47%
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来島動機（複数回答）④

回答者が石垣島に来島した動機につい

ては 「一度行きたかった」と答えた人が、

人中 名で ％と最も多く、次い398 198 49.7
119で「前に来て」と答えたリピーターが

人で ％ 「知人や友人のすすめ」と答29.9 、

えた人が 人で ％と次いでおり、観57 14.3
光地としての魅力が高いことが窺える。

⑤行った島（複数回答）

回答者 人のうち、石垣島以外に行398
241った島 複数回答 をあげると西表島に（ ）

人が行っているまた、同数の 人が竹241
33.3富島に行っている。これは回答者の

％にあたる。次いでは波照間島の 人、92
％である。12.7

Ｑ６ 構成（無回答）

回答者 人のうち、398
142「個人」で来た人が

（ ） 、人 ％ と最も多く35.8
次いで「家族」が 人128
（ ） 。32.2 ％ と続いている

「グループ」で来た人は

名で ％である。82 20.7

４．来島動機（複数回答）

来島動機 回答数
一度行きたかった 198
前に来て 119
知人友人のすすめ 57

５．行った島（複数回答

島　名 回答数
西表島 241
竹富島 241

波照間島 92

６．構成（無回答）

構成 回答数
個人 142
家族 128

グループ 82
その他 46
合計 398

個人

35%

家族

32%

グループ

21%

その他

12%
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Ｑ７ 旅行形態

回答者 人のうち、398
フリープランで来たのは

人（ ％）ともっと253 65.5
も多く、パッケージプラ

127 32.9ンで来た人は 人（

％）となっている。

Ｑ８ 支出した費用

石垣旅行において１人平

94,539均で支出した費用は、

円で、そのうち宿泊費が最

も高く 円、次いでマ28,014
リンレジャー費 円、18,017
おみやげ費 円となっ14,286
ている。宿泊費の他、マリ

ンレジャーが ％を占め19
ているのが大きな特徴とな

っている。

Ｑ９ 八重山観光満足度

回答者のうち、八重山

観光に満足している人の

、「 」割合は もう一度来たい

「良い」と答えた人を合

わせると 人中、 人398 325
で ％にのぼり、かな81.7
り高い満足度を示してい

る。

９．八重山観光満足度
（無回答２件）

満足度 回答数
もう一度来たい 171

良い 154
普通 50

その他 21
無回答 2
合計 398

もう一
度来
たい
42%良い

39%

普通
13%

その
他
5%

無回
答
1%

７．旅行形態（無回答１２件）

旅行形態 回答数
フリー 253

パッケージ 127
その他 6
合計 386

【旅行参加費用】

パック旅行： 142,824
その他旅行 109,340

フリー
65%

パッ
ケージ

33%

その他
2%

フリー

65%

パッケー

ジ

33%

その他

2%

８．支出した費用（１人平均）

摘要 １人平均

宿泊費 28,014
遊興飲食費 13,007
おみやげ費 14,286
ﾏﾘﾝﾚｼﾞｬｰ費 18,017

交通費 10,420
離島観光費 10,795

１人平均 94,539

宿泊費
30%

遊興飲
食費

14%おみやげ

費

15%

ﾏﾘﾝﾚ

ｼﾞｬｰ費

19%

交通費

11%

離島観

光費

11%
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Ｑ10 平均宿泊数

回答者 人の平均宿泊数は 泊である。398 3.7

Ｑ11 来島回数

（無回答２件）

回答者のうち、石垣島に来島

したのが初めての人は 人で247
％である。一方２回以上と62.4

答えた人は 人で ％を数149 37.6
え、４割近くはリピーターであ

ることがわかる。

Ｑ12 八重山の印象

八重山の印象としては 「良い」イメージ、

は「自然」や「人情」など、もともと石垣

が持つ地域性を表すものが上位となってお

り 「悪い」イメージは、交通機関や観光地、

のトイレなど基盤なものとなっている。

初回

62%

２回以上

37%

無回答

1%

１１．来島回数
（無回答　２件）

回数 回答数
初回 247

２回以上 149
無回答 2
合計 398

１２．八重山の印象

良い印象 １位
２位
３位

悪い印象 １位
２位
３位

観光地のトイレ
社交場

自然
人情
宿泊

交通機関
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３．経済振興に関する石垣市関係各課のプロジェクト動向

本調査では石垣市の関係各課における向こう５カ年間の事業計画で、本市の経済振興プ

ランを策定するにあたり優先的に取り組むべきプロジェクトについて調査した 調査は 石。 「

垣市経済振興プラン調査シート」に各課の経済振興に関連するプロジェクトの概要を記入

する方法で実施した。

ここでは、それらのプロジェクトの事業名を部門別に分類して以下に示す。

（１）農林部門（農政経済課）

・流域森林総合整備事業

・林道事業

・森林空間総合整備事業

・花卉産地システム化対策推進事業

・産地システム化推進事業

・集団営農用機械整備事業

・農業生産総合対策事業

・経営構造対策事業

（２）水産部門（水産課）

・漁港漁村活性化対策事業

・水産業構造改善対策事業

・漁港機能高度化事業

（３）商工部門（商工課）

・商工金融貸付事業

・特産品振興事業

（４）観光部門（観光課）

・米原キャンプ場の整備拡充

・底地ビーチの整備拡充

・カビラベイオアシス計画の推進

・モニターツアーの継続実施（県体験滞在交流事業）

・トライアスロンの継続実施

（５）情報関連部門（情報推進課）

・とぅもーるネット事業

（６）環境・福祉部門（生活環境課）

・粗大ゴミリサイクル事業
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・生ゴミリサイクル（飼料化）

・クリーンセンター廃熱利活用

（福祉課）

・小規模作業所補助事業

（健康増進課）

・健康福祉センター運営

・精神保健福祉事業

（介護長寿課）

・高齢者ヘルパー事業

（７）基盤整備部門（港湾課）

・海浜整備事業

・旅客ターミナル整備事業

・離島埠頭整備事業
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４．経済振興支援事業等の動向

経済振興に関する支援事業とは、広い意味ではあらゆる地域振興事業が含まれるが、こ

こではいわゆる社会基盤の整備を除き、石垣市と石垣市商工会および石垣市観光協会が特

定の団体・事業所および個人を対象に産業振興のために何らかの支援をおこなっている事

業について産業部門別に以下に整理した（なお、石垣市による支援事業等は「実施計画ー

平成 年度～ 年度」から、石垣市商工会および観光協会による支援事業はそれぞれの14 16
関係資料から整理した 。）

（１）農業部門

○農業経営育成システム確立推進事業

○主要作物の振興対策事業

・花き振興対策事業
・水稲生産振興対策事業
・さとうきび振興対策事業
・野菜生産振興対策事業

○主要作物の産地システム化対策事業

・花き産地システム化対策事業
・水稲産地システム化対策事業
・さとうきび産地システム化対策事業
・野菜産地システム化対策事業
・果樹産地システム化確立推進事業

○米穀流通消費改善対策事業

○総合農業振興センター調査事業

○新栽培技術調査事業

○経営構造対策事業

○農業共催普及推進事業

○農業経営基盤強化促進対策事業

○畑かん工事事業にかかる農家負担分軽減

○薬草園創造と植物成分調査事業

○遊休農地解消総合対策事業

○特別病害虫特別防除事業

○さとうきび病害虫総合防除事業

○病害虫防除資材購入事業

○不良土壌総合改善対策事業

○農業・農村振興総合対策事業

○団体育成補助事業

・農業共催会
・和牛改良組合

○豊年祭行事補助事業
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○流域森林総合整備事業

○優良種畜導入事業

○種畜改良増殖推進事業

○効率的飼料生産促進事業

○高能率飼料生産体制確立対策事業

○家畜衛生対策補助事業

○八重山食肉センター施設・設備改善事業

○肉豚出荷奨励事業（平成７年～）

○地場産品流通連携システム調査事業

○石垣牛商標登録の推進

（２）水産業部門

○漁港機能高度化事業

・登野城漁港
・伊野田漁港

○漁港環境整備事業

・登野城漁港
・伊野田漁港

○漁港施設改修事業

○養殖漁業振興事業

○増殖場造成事業

○浮魚礁設置助成事業

○有害水産動植物駆除対策事業

○資源管理型漁業対策事業

○種苗供給施設管理事業

・タカセ貝放流
・クルマエビ、ミーバイ、ヤイトハタ種苗供給
・タイマイ養殖試験場の誘致

○漁船近代化整備施設補助事業

○漁港漁村活性化対策事業（石垣漁港）

○低利用水産物の有効活用・加工品の開発推進

○は龍船行事助成事業

○地元高校への水産科設置要請

○水産物の統一規格品の確保推進

（３）商工部門

○織物振興事業

○離島フェアー事業
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○物産展示事業

○特産品振興事業

○工芸の里づくり基本構想策定事業

○団体助成事業（商工会）

○中小小売商業高度化事業

・公設市場を拠点とした商業振興ソフトプログラムの展開
・わくわく駐車場周辺の再整備
・公設市場におけるテナント・ミックス事業の展開
・公設市場東部の再整備
・あやぱにモール奥でのパティオ事業
・ＳＯＨＯ対応“リゾート・ビジネス・カフェ”の展開

○石垣市中心市街地活性化事業

・石垣市特産品販売センターの活用
・株式会社タウンマネジメント石垣の運営・事業委託
・特産品振興協同組合の設立
・商店街案内板設置

○商店街等活性化先進事業

・友好都市特産品フェアー
・カルチャー教室
・商工高生による商店街調査
・商店街まるごとデパート大作戦

○情報受発信事業

・ホームページ開設
・ホームページアンケート調査
・パソコン教室の開催

○中小企業融資制度の普及活用

・ふるさと融資
・小口資金融資

○特産品開発・生産・販路拡大の促進

・離島フェアー
・伝統工芸ふれあい広場・物産展

○「石垣まつり」の開催

○石垣市伝統工芸品推奨制度の充実

・八重山上布、ミンサー、黒蝶真珠、他 品目49
○緊急雇用対策事業

○経営改善普及事業

・経営指導員巡回・窓口相談指導（ 企業）1,588
・特別納税相談（ 企業）291
・融資斡旋
・経営革新・操業支援

○役職員研修制度の充実

○特産品販路開拓支援事業

○商店街区回遊促進事業
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（４）観光部門

○「うるずん八重山海びらき」の開催

○「大海洋祭マンタピア八重山」の開催

○「ＩＴＵトライアスロンワールドカップ 「ファミリートライアスロン大会」の開催」

○「ダイビングフェスティバル」の開催

○とぅばらーま大会の開催

○劇・ミュージカル・コンサート等の開催

○「八重山観光感謝の集い」の開催

○「修学旅行誘致説明会」の開催

○国立観光総合大学誘致活動

○「日本旅のペンクラブ八重山取材」の招聘

○「観光シンポジューム」の開催

○八重山観光ボランティアの会との連携

・ 南のまほろばー観光ガイドブック八重山」の発刊「
・会員向け講習会の開催

○プロ野球、サッカー、キャンプ誘致

○石垣島の海・森・里ゾーンの拠点整備

（５）情報・環境部門

○地域イントラネット基盤施設整備事業

・石垣ネット２１（行政情報・図書情報システム）
・八重山マルチメディアセンター運営

○とぅもーるネット整備事業

○情報教育推進整備事業

○地域情報基盤整備事業

○地域省エネルギービジョン策定事業

○古紙リサイクル推進事業

○植木類剪定枝葉等チップ化事業

○有機性資源循環管理センター整備事業

○自然循環機能増進総合対策事業
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１．石垣市経済振興の課題

「石垣市の経済概況と関係団体・市民の意向・動向」を踏まえ、本市の経済振興プラン

を策定する上で今後の課題を整理すると以下に示すとおりである。

（１）地理的、風土的優位性を活かした各種産業の振興

―自然・風土保護と赤土流出防止を含めて―

石垣市は近年著しい経済発展をとげている隣国台湾に近いという地理的に有利な条件を

有し、かつ歴史的にも台湾との密接な交流の実績を有している。

一方、本市は東京、大阪、福岡といった我が国の大都市から遠方にあり経済活動として

は一般的に不利な条件下にあるといえる。しかし、その不利性も見方によっては逆に都市

部に住む人々にとっては保養や癒しの島、あるいは南の楽園といったイメージをもたれ、

観光振興の面では有利性と表裏一体であると考えることもできる。

また、本市は亜熱帯の気候や伝統文化、人物等を含めたいわゆる「風土」の面でもきわ

めて特異な条件を有している。

しかしながら、現状ではこうした地理的、風土的優位性が本市の各種産業の振興に十分

活かされているとは言えないのが実状である。このため、こうした地理的優位性と気候、

動植物、文化、人材等を含めたいわゆる風土の優位性を活かし、有効活用しながら農林水

産業の振興やそれと連動する加工製造業および観光リゾート産業の振興を図ることが今後

の一般的な課題であるといえよう。

（２）各産業におけるブランド化の推進

、 、「 」前記の地理的 風土的優位性と同様な意味で 石垣島には宝石の原石が転がっている

という言葉がある。これは、本市の地理的、風土的な地域特性を最大限活かすならば、全

国的にも通用する様々な高付加価値の農産物、農水産加工品、観光商品等の商品開発の可

能性があらゆる産業分野に秘められているということであり、しかもその萌芽がすでにみ

えている。例えば農業および農産加工品では石垣牛やパイン、マンゴー、パッションフル

、 、 、 、 、 、ーツ ドラゴンフルーツ等 食品製造業では薬草類の加工品 天然塩 かまぼこ 酒造品

各種発酵食品等、窯業土石製造業では磁器土の発掘による新しい磁器製品の製造、観光文

化関係におけるダイビングツアー、ワールドカップ・トライアスロンなど、すでに「石垣

島産」という意味で一般に知られるようになっている商品も少なくない。

このため、本市では「第３次総合計画」において「石垣ブランド」をキーワードの一つ

としており、あらゆる産業分野においてその可能性は十分にあると考えられる。

また、近年は八重山出身で都会や沖縄本島で活躍するミュージシャンが多数輩出し、活

躍する一方、平成 年度のＮＨＫの朝のドラマ「ちゅらさん」で全国に八重山が紹介さ13
れるなど本市に関する話題には事欠かない状況となっているが、こうした話題づくりも本
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市のブランド化に大いに貢献するものであると考えられる。

、 、 、このため こうした可能性を積極的に追求し 八重山全体を視野にいれながら農林漁業

畜産業、商工業、観光産業等の各産業におけるブランド化とその話題づくりを推進してい

くことが課題の一つである。

（３）特産品製造業の振興および流通システムの確立

本市では復帰前から鰹節製造業やパイン缶詰製造業等地場産業としての食品製造業が比

。 、 、 、較的盛んであった しかし 本土復帰後 食品衛生法その他様々な法律が施行される一方

本土の良質で安価な商品が大量に流入してくることに伴い、製造業は全般的に衰退してき

た。ただし、そうした中でもかまぼこや麺、塩辛、香辛料など今日まで継続している業種

もあり、観光客の増加や健康ブームを背景としながら関係者の特産品開発の努力もあいま

って近年、食品製造業の発展の兆候がみられるようになっている。

また、近年窯業資源（陶磁器土）の再発見に伴い、これらを活用した新しい特産品開発

の可能性が有望視されている。こうした傾向を今後さらに発展させ、前記の地理的優位性

および風土的優位性を最大限活かしながら第１次産業と連携して、とりわけ地域特産品製

造業の振興を図ることが本市の経済振興において欠かせない大きな課題である。

一方、こうした特産品製造業は現代社会においては「流通業」または「流通システム」

と密接不可分の関係にある。すなわち、流通販路・システムを常に新規開拓し、またそれ

を継続的に維持・発展させていくことがなければ、商品製造そのものが成り立たなくなる

という関係にある。したがって、特産品製造業の振興は同時に流通システムの整備拡充と

併せて推進することが今後の大きな課題である。

また、本市（商工会）では現在「地域特産品等販路開拓支援事業」を実施中であるが、

流通システムの確立に当たってはその成果を踏まえ、さらに具体的に商品開発と連動しな

がら特に今後は世界的に認められた食品衛生管理法であるＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理

点）の導入や輸送コストの低減施策を含めて本土市場および台湾市場への販路拡大を図る

ことが大きな課題である。

（４）建設業の複合化・事業転換

本市の産業の中で建設業の占める割合はきわめて大きなものがあるが、今日、全般的な

公共事業等の減少に伴い、企業倒産が相次ぐなど危機的状況となっている。 このため、

建設業界では国や県に対し公共事業の拡大等を要請しているところであるが、しかし、我

が国政府における公共事業の見直しが進行するなか、長期的経済見通しからすれば公共工

事を主体とする建設業は今後においても厳しい情勢にあるとみられている。

このため、建設業の分野においては今後とも継続的に公共事業が導入されるよう各方面

へ働きかけていく必要があるが、その一方で従来の建設業から発想の転換を図り、特産品

製造業や廃棄物リサイクル産業、観光産業等、他の産業分野との複合化や事業転換を図っ

ていくことが今後の大きな課題であると考えられる。

ただし、こうした建設業の複合化や事業転換等はもとより一朝一夕になし得るものでは

ない。とりわけ従来より事業所数、就業者数および生産額ともに地域経済の中できわめて

「 」大きな比率を占めてきた建設業を抜本的に改革するためには多くの困難性と 改革の痛み
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が生じることも明らかである。また、未来の発展のために現在を犠牲にするのかといった

疑問も生じてくる。したがって、こうした産業の構造的改革はあくまで緩やかで、段階的

に進められなければならない。

このため、短期・中期的な当面においては、従来、地域の建設業について批判的な指摘

がなされてきた自然破壊の問題や赤土流出問題などの反省から、今後は逆に自然環境の再

生・復興を図り、町並みの保全・修復や景観形成、環境美化等のための公共事業を促進す

るなどして、観光振興と関連した「環境に優しい建設業」へと徐々に変革を図りながら将

来の複合化、事業転換等へむけた足場づくりを進めることが必要であると考えられる。

また、公共工事が徐々に減少してくるとはいえ地域経済の振興を図るためには、いずれ

にせよ民間活力を高め、保護・育成していくことなしにはあり得ない。このため、今後は

ＰＦＩ（民間主導型公的事業）の導入により市内外の民間企業が資金や労力、技術、ノー

ハウ等を持ち寄り、建設需要を喚起し、掘り起こしていくことがきわめて有効であると考

えられる。

（５）産業基盤整備の推進

地域経済の発展のためには、その基礎となる産業基盤の整備が必要なことは言うまでも

ない。本市においては従来より道路、港湾、空港、電気、水道等の社会基盤や農漁業の基

盤整備等が進められ、その面では一定の成果をあげてきた。

しかしながら、付加価値の高い産業、とりわけ製造業や先端技術産業に直結するような

産業基盤（例えば工業団地やインキュベート施設等）についてはほとんど手つかずの状態

であったのが実情である。このため、今後はこうした面からの産業基盤の整備が大きな課

題である。

一方、経済のグローバル化と地球環境の保全、健康への関心の高まりにともない、近年

はＩＴ産業の普及や自然エネルギーの利活用、廃棄物処理やリサイクル等の情報・福祉・

環境関連産業が全国的に普及・発展しつつある。

また、近年、発酵科学を活用した新しい技術開発（ＦＴ技術）の研究が全国的に始まっ

ており、それが本市でも検討されはじめている（後述参照 。）

こうした中、本市においても、とりわけ製造業とＩＴ産業、観光および環境・福祉産業

に関連する総合的な基盤整備が今後の大きな課題であるといえよう。

（６）起業の推進と経営者・起業家の人材育成活用および支援施策の推進

本市では経済振興を担う「人材育成」と「人材活用」の面で積極的な施策を展開し、新

規企業を興していくことが今後の大きな課題である。

産業の振興開発推進に当たっては、それを担う「人材」がなければならないことは言う

までもない。しかし、前述の地理的、風土的優位性の活用と同じく、本市ではその面でも

「人材はあるが、それが十分活用されていない」という印象が強い。

ただし、この場合の「人材」とは 「市内に居住する市民」という意味だけでなく、八、

重山の出身者またはその関係者で沖縄本島や本土で活躍する人材を含めてのことである。

近年の経済社会は世界的に人、物、金のグローバル化が進み、人の住居に関係なく経済は

動いている。したがって、例えば市内で地域特産品を製造し、これを本土市場へ展開して
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いくときに本土に住む人材を活用するということなども論理的には考えられるが、こうし

た人材の活用が未だ十分ではないといえる。

このため、今後はＵＪＩＹターン等を含めて広く人材の活用を図り、既存産業への支援

策と新規企業興しを進めていくことが大きな課題である。

また、これとあわせて次代を担う経営者や起業家の人材育成も本市では必ずしも十分で

はない。一般に「人材育成」といえば、学校教育や研修教育が考えられるが、企業の経営

者としての人材育成はそれだけでは不十分である。産業振興を担う「人材の育成」および

「人材の活用」は事業推進と同時に進行するものであり、いわば仕事が仕事を教え、仕事

が人を育てるのである。しかしながら、その仕事の場と機会が本市ではまだ少ない。

このため、今後は新規の企業興しと人材育成および人材活用を同時に考慮し、雇用効果

を高めるために必要な支援施策を検討していくことが大きな課題である。

（７）生活の場からの地域経済のボトムアップ

上記の諸課題は、いわば石垣市の行政施策上の諸課題ともいえるものであるが、これら

に共通する全体的な課題について検討してみると、多くの市民が生活の場から地域経済の

ボトムアップ（底上げ）を図ることが今後の大きな課題であると考えられる。

地域経済の活性化は最終的にはすべての市民の生活を豊かにすることが目的であり、行

（ ） 。 、政的な諸施策はあくまでそれをサポート 支援 するための事業にすぎない したがって

経済振興は本来的には市民が自発的、主体的に担うのでなければならない。しかも、自然

や文化の豊かな石垣市ではそれが十分可能であるだけでなく、見方によっては歴史的にも

本市ではこうした住民による経済振興の実績があるといえる。

すなわち、戦前、戦後を通じて沖縄本島や宮古地域、台湾などから計画移民、自由移民

として石垣島へ移住してきた人達がそうであった。また、復帰後、本土から移住してきた

若い人達もそうであったといえる。本市が「石垣合衆国」と言われるゆえんであるが、こ

うした人達の多くは自らの生活を豊かにするため、ほとんど自力で島を開拓し、あるいは

新しいアイデアや技術を導入し地域の経済活性化に貢献してきた。

しかし、 年（昭和 ）の本土復帰から約 年が経過しようとしている今日、こう1972 47 30
。 、 、した市民の努力や実績が現在忘れ去られつつある あるいは 市民自身が本来の八重山的

。 、 、 、石垣的な良さを忘れつつあるともいえる 復帰後 本土と同じ生活習慣 教育・文化環境

法律、諸制度の移行にともない、市民の価値観も多様化し、例えば古くから地域経済の活

性化に役だってきた「ユイマール （共同作業）や「模合い （地域金融 、家庭菜園や兼」 」 ）

業小作、生活改善活動や地域の助け合い運動などが今日ほとんど薄れかけつつある。

しかし、このような地域コミュニティの古き良き習慣は、いわば地域の文化でもあり経

済振興と同時によりよい地域社会の形成を図る上できわめて重要な意味をもつものであ

る。

このため、こうした古くからの地域の良い習慣や地域文化について再度見直し、新しい

時代に適応して継承が可能なものについてはこれを引き継ぎ、あるいはこれに新たなアイ

デアを加えながら、市民が生活の場から地域経済の振興に貢献していく方法論を生み出し

ていくことも今後の大きな課題であると考えられる。
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２．経済振興の理念と目標

（１）石垣市経済振興の基本的考え方

①「経済振興」の定義について

石垣市の「経済振興」を考えるに当たり、まず「経済振興とは何か」という「定義＝基

本概念」を明らかにしておく必要がある。それを明確にしておかない限り、経済振興の考

え方について多くの市民・関係者が共通認識をもち、系統的、統一的な施策の展開を図る

ことに少なからぬ支障をきたすおそれがあるからである。このため、ここでは「石垣市の

経済振興の定義＝基本概念」について次のような考え方を示しておきたい。

第１に「経済振興とは地域が経済的に自立できるようにすること」であると定義するこ

とができる。この場合「経済的な自立」とは、言うまでもなく「域外からの財政援助がな

くても経済的に自立していける状態」のことを意味するものであり、したがって当然なが

ら 「国家的な補助事業等による財政援助がなければ地域経済が成り立たない状態」は、、

自立しているとは言えないことになる。

21さて、ではその「経済的自立」とは、どのような状態を意味するであろうか？ 『

世紀八重山経済プラン （八重山経済人会議・共同研究）によれば、これについて次のよ』

うに規定している。

「学問的に見た場合、経済的な自立の尺度の一つとして『移出』が『移入』と同等か、

もしくは多いことがあげられます 『移出 」は①八重山地域から他地域へのモノ・サー。 』

ビス等を販売したお金、と②観光客等、地域外の人等が八重山で消費したお金の合計で表

せます。また『移入』はその逆で、八重山地域が購入した財・サービスや八重山地域の人

が他地域で消費した額がそれにあたります 。」

ただし、残念ながら現在こうした移出、移入に関する厳密な統計資料はなく、また仮に

その類似資料があったにしても、それをどのように他の地域と比較し、その「度合い」を

測るかという基準や方法論もまだ確立されていないのが実情である。このため、現状では

本市の「自立度」を推し量ることは困難であるが、少なくともこれが「経済的な自立の尺

度の一つ」になり得ることは確かであろう。そこで、本調査ではこの考え方を「地域の経

済的自立の定義」として取り入れることとする。

すなわち 「経済的自立」とは「地域で生み出し移出される価値が、地域外から移入さ、

れるそれより高くなる経済状態」をさすと定義することができる。

②「基幹産業」の定義について

「基幹産業」とは、辞書によれば「国の産業の基礎をなす産業」とあり、言葉の厳密な

意味では「地域における産業」のことではない。しかし、一般的には「地域の基幹産業」

という言い方がなされるため、ここではこうした広義の意味で「基幹産業」と解釈する。

ところで 「基幹産業」の解釈については厳密な定義はまだないのが実情である。例え、

ば「生産額の構成比率や就業者数の比率が高い産業が基幹産業である」とするならば、本

市の農業、水産業、製造業は実際には構成比率は決して高くはないため基幹産業ではない
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ことになってしまう 「経済概況」でみたように本市の産業別純生産額では、農業は全体。

の約 ％、水産業は ％、製造業は ％にすぎない（なお、同比率が高い産業は「政府サ5 1 5
」（ ）、 （ ）、 （ ） ）。 、ービス生産者 ％ サービス業 ％ 建設業 ％ の順である したがって26 21 16

生産額や就業者数のみによって基幹産業を定義することは前記の「自立の定義」と併せて

考えてみると必ずしも妥当でない。

そこで、ここでは本市の経済振興に関する基本的考え方として「基幹産業」について次

のように定義しておくこととする。

第１に前述の「自立の定義」と併せて「地域の自立経済に役立つ産業」であり、第２に

「国内的に他の地域の産業と持続的に競争していける産業 （すなわち、地域において持」

続可能な競争力のある産業）であり、第３に「地域内において他の産業や文化、人材育成

等に波及効果を及ぼす比率が高い産業 、この３つの条件を備えた産業こそ「基幹産業」」

であると定義できる。

③石垣市の「基幹産業」について

「自立経済」と「基幹産業」の定義を踏まえ、本市の経済振興を図る上で「何が今後の

基幹産業になりうるか」と考えてみると、上記の３つの条件からすれば、やはり「観光産

業」と「農林水産業」および「製造業」がこれに該当すると考えられる。

まず「観光産業」についてみると、前述したように本市の産業の中で生産額、従業者数

ともに最も多いのはサービス業であり、その大半は明らかに「観光産業」で占められてい

る。しかも、我が国唯一の亜熱帯地域である沖縄県の中でも石垣市はとりわけ海や山が豊

かであり、また文化・芸術の面からも優れた環境にあり、きわめて優れた観光地となって

いる。このため、本市の「観光産業」は、①自立経済に役立つことはもとより、②他の地

域と持続的に競争していけるポテンシャル（潜在力）を有し、かつ③農林水産業や製造業

に現に大きな波及効果を及ぼしているといえる。したがって、観光は本市の「基幹産業」

の中心であると位置づけることができる。

次に「農林水産業」と「製造業」は、現状においては生産額、従業者数ともに全体に占

める構成比率はきわめて低いのが実状であるが、前述の「自立の定義」でみたように地域

、 。特産品や観光土産品等の移出製品を生みだし 観光産業に大きな波及効果を及ぼしている

、 、 、 、また 農林業 畜産等の生産額は県内ではトップクラスであり 製造業では食料品製造業

伝統工芸品、特産品製造業等において他の地域にはない独特の商品を生み出していること

（ ） 、などから他の地域と持続的に競争していけるポテンシャル 潜在力 を有しているといえ

「 」 。したがって上記の３つの条件を満たしており 基幹産業 と位置づけてよいと考えられる

④「産業クラスター」の考え方

『 世紀八重山経済プラン （前出）によれば、従来、第一次産業、第二次産業、第三21 』

次産業という産業別に経済政策が論じられてきたことに対して、近年「産業クラスター理

論」という地域経済政策論が内外で提唱されており、その適応が本市の経済振興にもきわ

めて有効であると提案されている。

この「産業クラスター理論」とは、ハーバード大学経営大学院のマイケル・ ・ポータE
ー教授が『競争戦略論』の中で提唱している優れた経済・経営理論であり、その基本的考
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え方は次のように要約される。

「ある国（地域）の経済的な競争力は、その国（地域）の産業においてイノベーション

（技術改革）と、グレードアップ（質的向上）および新規事業の創出を図る能力によって

決定される。そのイノベーションとグレードアップおよび新規事業の創出を継続的に推進

していくためには 『産業クラスター』の形成が有効であり、これが競争優位の決定的な、

鍵をにぎることになる」

このうち「産業クラスター」とは、特定の産業分野において、相互に関連のある企業、

サプライヤー（供給業者 、サービス提供者、関連団体、機関、研究所、学校等が地理的）

に集中している状態のことをいい、ちょうどクラスター（英語でいうブドウの房）のよう

にそれぞれが一つの枝につながり連携し集積している状態のことをさす。

、 「 」 、 、 （ ）、また この 産業クラスター の意義としては ①従業員 サプライヤー 供給業者

その他へのアクセスの改善、②専門的な情報（市場、技術、競合状態等）へのアクセスの

確保、および③その補完関係の創出があげられる。そして、そのクラスターの一つ一つの

単位（企業、機関等、いわば各果実）の数多くの結びつきによって、個々の能力を合計し

たときより遙かに大きな成果が生まれるというものである。

さらに、この「産業クラスター理論」では、いわば一つの枝の中に中核的なクラスター

が存在することがきわめて有効であるとされている。

図5-2-1, 石垣市の「産業クラスター」の考え方

流通拠点の形成

他地域との連携

地域特産品等の移出 観光客の移入

人材育成 自然環境の保全 中小企業支援

産官学の連携 景観形成・まちづくり 関係団体等の強化・拡充

市民生活からのボトムアップ

石
垣
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このような経済・経営理論の考え方を踏まえるならば、石垣市の経済振興においては観

光産業を中核的なクラスターとし、周辺産業の各クラスターと行政的な機能のクラスター

を有機的に結びつけていく戦略づくりが今後は有効であると考えられる。

すなわち、いくつもの産業の柱を立てて経済政策を展開するという従来の考え方ではな

く、観光産業を中核的な柱として一本化し、これを基軸として各産業の連携と波及効果を

図る手法が効率的であり、これからの「競争の時代」においてはきわめて有効であると考

えられる。

そこで、本経済振興プランにおいては、前述の「③石垣市の『基幹産業』についての基

本的考え方も取り入れながら、図に示すように観光産業を中核クラスターとし、農林水産

業クラスターと製造業クラスターを両サイドに連携する産業クラスターの形成を図ること

を基本的な考え方とする（なお、図中のＩＴネットワークとＦＴ連携については以下に詳

述する 。）

⑤ＩＴネットワークとＦＴ連携

今日、従来の地域における経済環境に著しい変化を巻き起こしている現象がある。言う

までもなくＩＴ革命である。特に世界中にネットワークを張り巡らせ、遠隔地とも瞬時に

通信が可能になり、かつコミュニケーションツールとしてもその機能をいかんなく発揮し

、 。ているインターネットは 従来の産業界のあり方さえダイナミックに変革しはじめている

こうした中、地方における経済環境のあり方も急速に変貌をとげており、大都市から遠

隔地にある「離島」という従来の負の条件がもはや負ではなくなりつつある。

そこで、本市の経済振興の基本的な考え方としては、上記の「産業クラスター」を互い

、 、 、に連結し 相互の連携と補完関係を強固にするだけでなく外部との連携を密にし 全国的

国際的なネットワークの形成を図ることが重要であると考えられる。

一方、近年、農林水産業や食品製造業および廃棄物利用とが一体的に連動し、その中か

らきわめて有用かつ貴重な価値を生み出すという新しい技術開発の研究が全国的に始まっ

ており、それが本市でも検討されはじめている。すなわち、発酵科学を活用した「ＦＴ革

命 （ファーメンテーション・テクノロジー）と呼ばれるものである。」

これは「発酵の魔術」ともいうべき発酵技術を活用して、例えば農水産物や食品加工製

造業等の中で従来大量に廃棄されていた物を健康食品や有用再資源に生まれ変わらせると

いうものであり、特に気候風土の温暖な本市では将来有望な産業に成長していく可能性が

きわめて高いといわれている。

また、産業の振興と密接不可分の関係にあるのが産業廃棄物や一般廃棄物の処理問題で

あるが、近年は廃棄物の再資源化・リサイクルや廃棄物を利用した新エネルギー開発、新

製品の開発研究等に市民の関心が高まりつつある。こうした中、ＦＴ技術によりあらゆる

産業クラスターとの連携を図ることが今後はきわめて有効であると考えられる。

このため 「ＩＴネットワーク」と「ＦＴ連携」をいわば「産業クラスター」の横軸と、

して位置づけ、本市の経済振興の果実を稔らせるきわめて重要な技術開発の一環として推

進することを基本的考え方の一つとする。
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⑥「経済振興」と「市民生活・文化」の複合化

本市の「経済振興」を考える場合 「市民生活・文化」との関連について十分配慮する、

必要がある 「１．石垣市経済振興の課題」でもみたように、かって八重山、石垣島では。

鰹節製造業やかまぼこ、パイン缶詰、黒糖、塩辛、豆腐、味噌・醤油、その他の食品製造

業があり、アダンの芯、オオタニワタリ、クロツグの新芽などの山菜が冠婚葬祭における

料理に使用され、あるいは家庭菜園で小松菜、サツマイモ、ネギ、ナスビ、トマトなどの

栽培がなされ、自給自足に近い豊かな食文化があった。また、住宅建築や稲刈り、サトウ

キビの収穫などではユイマール（共同作業）が広く実施され、住民の親睦と助け合いのた

めに模合い（地域金融）が普及し、生活改善グループが活躍するなど生活の知恵と相互扶

助が同時に実践されていた。

こうした市民生活・文化は、経済理論上でもきわめて貴重な歴史的体験であるといえ、

また、できるだけ域内の生産物を使用し、安易に移入品を使用しないということにより無

駄な出費を抑え、結果として価値の地域内留保を図り、生活の場から実質経済のボトムア

ップを図ることに少なからず貢献することになるものと考えられる。

このため、こうした古くからの生活・文化の良い面を復活・継承し、新しい時代に適応

する新たなアイデアや新技術をこれに加えながら、経済振興と豊かな生活・文化の再興を

同時に推進することを本計画の基本的な考え方の一つとする。

⑦産業振興のシナリオづくりについて

本市の経済振興を考えるに当たっては、この地域が将来どのような方向を目指し発展し

ていくのかということが一般にも広く理解されなければならないと考えられる。そのため

にも「 年後、 年後は八重山の生活はこうなる」という具体的でわかりやすいビジョ10 20
ンを作成し、かつ現状との比較から、それを達成するためにどこからどのように手を付け

るかといったシナリオづくりが必要である。

、 「 」本計画はそのためのシナリオの原案となるものであるが シナリオにはまず タイトル

が重要である。そこで、本報告書ではその原案として「第３次石垣市総合計画」における

「施策の大綱」の中の経済振興施策のキャッチ・フレーズである「世ば稔れ」をいわばシ
ゆ なう

ナリオのメインタイトルとし、本市の経済振興施策の全貌を表現することとする。

この「世ば稔れ」とは、八重山民謡の中でよく出てくる歌詞をもじったものである。古
ゆ なう

、 、 、い時代 琉球王府による圧制と干ばつや台風 マラリアなど自然の猛威にさらされながら

八重山の民衆は常に 世は直れ ゆばなうれ と願い繰り返し歌った そこで 本市の 第「 、 」 。 、 「

３次総合計画」では、今後の未来の世は、より 稔 多く、幸多いものとなってほしいとい
みのり

う市民の願いを込め、経済振興施策のキャッチフレーズとしてこれを使用している。本調

査における「経済振興のプラン （シナリオの原案）では、こうした八重山的な感覚やイ」

メージを大事にしながら物語を展開していく必要がある。

また、このような本市の歴史や文化は八重山圏域全体の中で育まれてきたものであり、

さらに現代の本市の経済においても特に「離島観光」に顕著にみられるように八重山圏域

全体の経済と密接な関連を有している。このため、このシナリオづくりにおいては、八重

山圏域全体を視野にいれ、さらには自然環境の保全や景観形成、観光地づくり、まちづく

り等を含めて八重山全域に経済波及効果を及ぼすことに十分配慮する必要がある。
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一方、このメインタイトルのほかに、シナリオには大きなあらすじが必要である。そこ

で、次節ではその「基本理念」として経済振興のいわば標語と数値的な将来目標とすべき

「基本目標」を掲げることした。そのうち、標語は経済振興の基本精神と、その全体の大

筋としてのイメージ、およびその結果として目指すべきまちづくりの観点について述べた

ものであり、数値的な「基本目標」は「第３次石垣市総合計画」の将来人口目標との関連

に配慮し、あくまで目安として設定した。

、 「 （ ）」次いで 本計画のシナリオにおける具体的な施策の原案として 経済振興プラン 案

を示すとともに、このうち中期的計画（５カ年目標）として早期に取り組むべき「重点プ

ラン」を抽出し、その実行プログラムを示すこととする。

（２）基本理念

キャッチフレーズ

世ば稔れ
ゆ な う

（にぎわい、ふれあい）
～多彩で活気あるまちづくりのために～

（「 」 ）第３次石垣市総合計画 における経済振興施策のキャッチフレーズ

、 。①島の自然と文化を守り 人々の心の豊かさを求めることを経済振興の基本精神とする

「第３次石垣市総合計画」の基本理念（美しゃ、結い、世ば稔れ）に則り、市民の心
かい ゆ ゆ なう

の豊かさを求めることこそ経済振興の第一の目的である。すなわち、単なる営利追求

のみが経済振興の目的ではない。

また、経済振興とは必ずしも会社や事業所、団体・機関等によるものだけとは限ら

ない。これからの時代は、古き良き島の生活習慣や文化、地域住民による相互扶助精

神の啓発・復興等により市民一人ひとりが生き甲斐をもち、心安らかに暮らせる精神

的な豊かさを求めていくことも経済振興につながるものと考えられる。

②個性的・独創的で、良質で、波及効果の高い「商品」を持続的に生み出し、移出する

「産業」を興す。

「商品」とは、形のある「物」だけでなく、観光ツアーやイベント、イメージといっ

、 、 、たソフトな商品をはじめ芸術 芸能をも含む概念であり これらを持続的に生み出し

移出する「産業」を興すことが経済振興の基本理念の一つである。

また 「移出する」とは、必ずしも「モノ」を直接移出することのみでなく、観光、

客や外来者が域内において商品を購入することにより結果として「移出」することに

なることを含む概念である。さらに、多くの市民が安易に安い「移入品」を買わない

ようにし、できるだけ島産品を愛用するよう意識の啓発を図ることも結果として「移

出」産業を保護・育成することにつながる。
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③若者の定住を促進する仕事の場と機会を増やし、新しいまちづくりに寄与する。

若者が定着しない街や島に未来はない。また 「仕事の場と機会」がなければ若者、

は定住しない。故に雇用の促進を図り、若者が定住する「にぎわい」と「ふれあい」

のある新しいまちづくりに貢献することこそ経済振興の基本理念の一つである。

また 「仕事の場と機会」とは、必ずしも従来の「職場、就職」という概念のみと、

は限らない。若者の定着につながる「仕事の場と機会」は、家庭でも海でも山でも、

リゾートや街角でもあり得る。したがって、八重山地域全体を経済振興の総体として

とらえ、地域にマッチし、一人一人にあった新しい「仕事の場と機会」を生み出すこ

とにより自然保護や景観形成、観光地づくり、まちづくり等に寄与することも考えら

れる。

（３）基本目標

「石垣市経済振興の基本的考え方」と「基本理念」を踏まえ、経済振興の基本目標を以

下のとおり設定する。

①目標年度

○長期目標 ２０１０年度（平成２２）

「第３次石垣市総合計画・基本構想」の目標年次を踏まえ、平成 年度を初年度と13
し、 年後の 年度を経済振興の長期目標年度とする（この長期目標は「経済振興10 2010
プラン」の全体構想の目標年度とする 。）

○中期目標 ２００５年度（平成１６）

「第３次石垣市総合計画・基本計画」の目標年次を踏まえ、 年後の 年度を経5 2005
済振興の中期目標年度とする （この中期目標は「経済振興プラン」の「重点プロジェ。

クト」の目標年度とする 。）

②目標人口 ５４，０００人

経済振興プランの目標人口は「第３次石垣市総合計画」に設定された 年の目2010
標人口を踏襲し 人とする。54,000

③経済振興目標

○従業者数目標

従業者数は、平成 ～ 年度までの推計人口の増加率（ 倍）とほぼ同様な12 22 1.2472
比率で増加するものと想定し下表のとおり推計した。ただし、経済振興施策を推進す

ることにより失業率を平成 年実績値（ ％）から半分の ％まで減少させること7 5.4 2.7
を期待値として設定し、これを前提として産業別就業者の将来目標値を調整し推計し

た。また、人口の高齢化に伴い今後労働力人口比率も減少すると考えられるため、平

成 年労働力人口比率の実績値 ％から ポイント減少させ ％と想定した7 48.9 0.9 48.0
（なお、平成 年実績値・構成比率等は国勢調査の速報値で人口総数以外の資料が得12
られないため平成 年度国勢調査の数値を利用し推計した 。7 ）
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単位：人表5-2-1, 従業者数目標

労 働 力 人 口
人 口

年 度 総 数 失業率産 業 別 就 業 者 数 完 全
総 数

失業者数合 計 １次産業 ２次産業 ３次産業

43,298 21,173 20,030 2,724 4,266 13,040 1,143 5.4平成12年

( ) ( ) ( ) ( ) ( )（ ）実績値 48.9 94.6 13.6 21.3 65.1

54,000 25,920 25,220 3,583 5.077 16,560 700 2.7平成22年

( ) ( ) ( ) ( ) ( )（ ）目標値 48.0 97.3 14.2 20.1 65.7

注：平成 年人口（実績値）は国勢調査の速報値を使用し、労働力人口、産業別就業者数等の比率12
は平成 年国勢調査の数値をもとに推計した。労働力人口の総数（ ）内の数値は人口総数に対7
する比率、各産業別（ ）内の数値は労働力人口総数に対する比率である。

○産業生産額目標

産業生産額目標は、労働力人口の増加率と同様に増加させることを努力目標とし下表

のとおり想定する。

単位：百万円表5-2-1, 産業生産額目標

産 業 分 類 控 除
年 度 総 額

（ ）第１次 第２次 第３次 帰属利子

93,310 4,641 21,863 70,752 -3,946平成10年

( ) ( ) ( ) ( )（実績値） 5.0 23.4 75.8 -4.2

118,317 5,916 27,686 89,684 -4,969平成22年

( ) ( ) ( ) ( )（目標値） 5.0 23.4 75.8 -4.2

注； 産業別生産額」は平成 年までの資料しか得られないため、これを初期値（平成 年実績値）「 10 10
とした（ 石垣市の経済概況」参照 。「 ）

平成 年目標値は、前記表（従業者数目標）より労働力人口の平成 年 ～ 年までの伸び率22 12 22
（ ） 、 。 、1.2242 を基に総額を算出し 産業別の内訳も同比率で延びるものと想定し推計した ただし

第１次産業と第２次産業の比率を若干（ ポイント）入れ替え変更した。0.1
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「石垣市の経済振興の課題と理念・目標」を踏まえ 「石垣市経済振興プラン」を以下、

に示すとおりとする。

１．観光産業クラスター形成事業
―石垣島農漁村リゾート再構築プランー

「石垣市の経済振興の基本的考え方」でみたように、本市の産業の中では「観光産業」

がいわば基幹産業の中核となっており、市の観光振興施策のみならず民間におけるリゾー

ト開発等の構想や計画もすでに進行している。とくに本市の経済振興を図る上ではこうし

た民間活力による観光産業の振興がきわめて大きな意義を有している。

本市では平成 年に「石垣市観光施設整備基本計画」を策定したが、その中で「カビ12
ラベイオアシス計画」と「底地エコ・ミュージアム計画」が進められている。また、この

川平湾を取り囲む海岸沿い一帯で「川平湾ネックレス構想」という農業と観光と製造業な

どを組み合わせた地域づくり運動が住民主導で推進されている。

さらに、北部地区では民間企業によるゴルフ場計画を含むリゾート開発の計画が進めら

れている。

こうしたリゾート開発の根幹は地域振興であり、地域の活性化なくしてはありえない。

企業は「地域に何が還元できるか」を考え、リゾート開発が地域住民の意思や生活価値観

を無視したものとならないよう配慮することが必要である。また、地域は「企業に何を提

供できるか」を考え、労働力の提供はもとより熱帯果樹や新鮮な野菜など地場産業の特産

品を供給できる体制を整えることが肝要である。そして、行政は行政でインフラ整備や環

境整備に協力しながら開発のために障害となっている規制を積極的に緩和していくことで

ある。開発されたリゾート産業が「企業の夢」と「地域の夢」をともに実現できなければ

リゾート産業として成功したとは言えないのである。したがって、リゾート開発を推進す

るにあたっては、将来構想やコンセプト、行政と企業が一体となり地域住民の利便性、地

、 。場産業の活用 地域住民の雇用といった地域社会の還元が図られるよう努力すべきである

さて、このような行政と企業と地域住民が共同して総合的な地域開発を進めるという考

え方で思いつくのが「石垣市の経済振興の基本的考え方」でみた「産業クラスターの考え

方」である。すなわち、一定の地域（川平地区や北部地区）に観光産業を中核としながら

ＩＴ、ＦＴ関連（後述「４、産業基盤の整備」 ～ ㌻参照 、海洋資源および環境・75 77 ）

。 、福祉とを結びつけていくような産業クラスターの形成を図ることが考えられる このため

ここでは本市の「観光産業クラスターの形成」の試案として以下のプランを提案する。

（１）川平地区農漁村リゾートクラスター形成プラン

「カビラベイオアシス計画」は風光明媚な川平湾に面する川平地区海岸において、人口

第６章 石垣市経済振興プラン

第６章 石垣市経済振興プラン
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ビーチやボート船乗り場、レストハウス、ショップ、イベント広場、レストラン等の整備

を図り観光客と地元住民とのコミュニケーション拠点として供用することを目的としてい

る。また 「底地エコ・ミュージアム計画」は、ちょうど川平湾の反対側の底地ビーチ地、

区において豊かな自然の恵みを活かした農業や水産業および観光産業を融合した自然共生

型のテーマパークの整備を目的としたものである。ただし、これらの計画は川平地区周遊

道路（県道）の整備が前提となっており、その実現にはまだ時間がかかるものとみられて

いる。そのため、今後の道路整備事業の進捗によっては、同計画内容の一部変更も十分あ

り得るものと考えられる。

一方 「川平湾ネックレス構想」は農業と観光と製造業などを組み合わせた地域づくり、

運動で、先の「カビラベイオアシス」の計画地と対岸の小島を含む川平湾海岸沿いをネッ

クレスのように連結し、観光農園や焼き物、織物等の工房、ダイビングショップ、民宿・

ペンションなどを随所に配置し、同地域の一体的な整備を図ろうとする構想である。しか

し、これもまだ構想段階であり具体化には至っていない。

そこで、これらの計画内容に加えて「農漁村リゾート再構築」という考え方を複合的に

組み合わせ、赤瓦屋根の伝統的な住宅や民宿・ペンション等の宿泊施設、伝統的工芸品の

工房、発酵科学や海水を活用した食品製造の小規模工場、パイン、パパイヤなどの小規模

農場、菜園等を含め、より総合的な「観光リゾートクラスター」の形成を図ることが考え

られる。

また、その運営にあたっては、従来型の観光施設としてではなく、例えば都市地域に住

む人々が定年退職後の第２の人生を過ごしたり、あるいは若い人たちがＳＯＨＯ やサテ*
ライトオフィス 、ＰＯＲ 等の利用により仕事をしながら滞在できる場として運営するこ* *
となどが考えられる。

この川平湾一帯の地域は石垣島でも昔から有名な観光地であり、隣接地に水産試験場が

あり、またその背後に川平集落と農地が広がり、さらに近くには外資系観光エージェント

のリゾートホテルが立地している。こうしたことから、これらの全てを含めて本地域に観

光関連の多様な施設や職場が集積するいわば「観光産業クラスター」の形成が可能と考え

られる。このため、すでに先行している既往計画・構想等との調整を図りながら、観光施

設の総合的な基盤整備の一環として観光と農水産業、製造業、ＩＴとＦＴおよび環境・福

祉関連を含めた「観光産業クラスター」の形成を図るものとする。

（２）北部地区農漁村リゾートクラスター形成プラン

川平地区と併行して、現在、北部地区では農村活性化計画をもとに２社がリゾート開発

、 。を計画しており 野底地区では１社がゴルフ場建設を含めたリゾート開発を計画中である

先にみたように、こうしたリゾート開発は行政と企業および地域住民が一体となって推

。 、 、進する必要がある このため 前記の川平地区と併行して本地区においても観光と農漁業

、 、 「 」製造業 ＩＴ ＦＴおよび環境・福祉を組み合わせた 農漁村リゾートクラスターの形成

を図るものとする。

第６章 石垣市経済振興プラン
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２．石垣ブランド開発事業

石垣市の経済振興を図るため「石垣市ブランド化戦略」を総合的に立案し推進する。

一般に「ブランド化戦略」においては「コーポレートブランド」と「カテゴリーブラン

ド」および「プロダクトブランド」といった３層の概念＊がある。一方、一つの「商品」

にその３層の概念が重層的に含まれる場合もある（＊注釈参照 。）

こうした「ブランド化戦略」を意識しながら、本市の製造業において既存の商品の質的

・デザイン的な拡充や新製品の開発等によりブランド化が可能または有望と思われる業種

について検討してみると 「地域特産品」と「伝統工芸品」の分野がある。また、近年磁、

器土の開発により新しい焼き物（磁器製品）を石垣ブランドとして開発していく可能性が

みられ、さらにダイビングやワールドカップ・トライアスロン、ヨットなどの海洋レジャ

ー商品やイベント商品等も石垣ブランドとして開発・拡充していくことが考えられる。そ

こで、これらの各分野のブランド化を推進していくための具体的な商品案を以下に示す。

（１）地域特産品開発の推進

食料品製造業における地域特産品のブランド化では、既存の商品の拡充と新規商品の開

発が考えられる。このうち、特に新規商品開発としては戦略産業としてのパパイヤを使用

した新製品の開発が有望である。また、既存商品を含めて発酵科学の研究成果を導入し、

新たな商品開発を行うことも今後きわめて有望と考えられる。これらの商品項目としては

以下のものが挙げられる。

パイン、マンゴー、パッションフルーツ、ドラゴンフルーツ、アセロ○青果特産品（

ーラ、バナナ、戦略的特産品としてのパパイヤ等）

○農産加工品

・黒糖、菓子類

（パイン、パッションフルーツ、アセローラ、シークヮーサー、パ・各種ジュース

パイヤ、ゴーヤー、サトウキビ、グヮバ等 。）

（パパイヤ、かぼちゃ、島にんじん、島らっきょう、オオタニ・カット果実・野菜

、 、 、 、 、 、 ）ワタリ アダンの芯 ヘゴの新芽 小浜豆 黒ゴマ シカクマメ レンブ等

（アイスクリーム、ピクルス、シャーベット、ジ・その他熱帯果実を加工した製品

ャム、ゼリー、コーヒー、ココア、乾燥、薫製品等）

（石垣牛、乳製品、ハム・ソーセージ等）○畜産品

（ウコン、ヤエヤマアオキ、ヒハツモドキ、島唐辛子、ボタン○薬草・香辛料加工品

モモキ、ヨモギ、ニガナ、クサミズキ、ウイキョウ、ハンゲショウ、ゲット

ウ、各種茶等）

（泡盛、ワイン、地ビール、ラム酒、ハブ酒、薬草酒、リキュール○酒造・発酵食品

酒、黒麹酢、パイン酢、サトウキビ酢、味噌・醤油、雑魚発酵スープ）

（養殖魚介類、クルマエビ、モズク、かまぼこ、塩辛、イカ・タ○鮮魚・水産加工品

コの薫製、鰹の生利節、島マース（塩 、蘭の塩等））
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（２）伝統的工芸品の振興

石垣市ではミンサー織り、八重山上布等の「織物」や「陶磁器 、挽物を中心とした木」

工品等の伝統的工芸品が生産され、観光土産品などとしてブランド化が進んでいる。これ

らに加えて今後は「琉球ガラス」による新商品の開発や皮革製品を伝統的工芸品に加えて

新たなブランド化を推進する。

このうち 「織物」ではすでに新デザインや新しい生産システムの開発研究などが進め、

られており、今後のブランド化が最も有望な分野である。このため、今後は「伝統工芸品

推奨制度」を活用し、類似品との明確な差別化を積極的に推進するともに、八重山織物の

一層のブランド化を推進する。

また、窯業土石製造業の陶磁器商品では、近年磁器土の開発により繊細な磁器の新商品

開発とそのブランド化がきわめて有望となっており、それに伴う技術開発や改良もすでに

始まっている。このため、こうした焼き物のブランド化を今後積極的に推進する。

（３）海洋レジャー・イベント商品の拡充

石垣市は沖縄のダイビングの世界でもトップクラスの地域であり、すでにダイビングツ

アー等の商品はいわば石垣ブランドとなっているといえる。このため、今後ともそのブラ

ンド化に一層磨きをかけ、他の観光商品との組み合わせによる石垣ならではダイビングツ

アー商品の拡充に努める必要がある。

また、石垣港新港地区が完成すると、新たな海洋レジャーの振興が有望となってくると

考えられる。例えば、ヨットによるクルージング商品や潜水船による遊覧オプションツア

ー商品等は以前実施されていたが、これらは現在途絶えている。しかし、今後さらに復活

することは十分可能であり、新空港の完成により観光客の増加が実現するならば、観光漁

業やエコツーリズムと関連した体験漁業等、様々な海洋レジャー商品の開発の可能性も高

まってくるものと考えられる。

また、こうした海洋レジャーの商品と併せて、ワールドカップ・トライアスロンやヨッ

トレース、ビーチサッカー、ビーチバレー、ライフセービング・コンテスト、ハーリー競

争、サバニ帆走レースといった様々な海のイベントを企画・開発し、石垣ならではのブラ

ンド化を推進することも大いに可能性があると考えられる。

さらに、こうした海洋レジャー商品やイベント開発が進むならば、その機材の製造や修

理業として小型船舶造船業や修理業、特産品の販売・宣伝などにも波及効果が及ぶものと

考えられる。

このため、今後はこうした可能性を見越しながら海洋レジャー・イベント商品等の石垣

ブランド化を促進する。

（４）石垣島の話題づくりの継続

「石垣市経済振興の課題」でもみたように、近年は八重山出身で都会や沖縄本島で活躍

するミュージシャンが多数輩出し活躍する一方、平成 年度のＮＨＫの朝のドラマ「ち13
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ゅらさん」で全国に八重山が紹介されるなど本市に関する話題には事欠かない状況となっ

ており、こうした話題づくりも本市のブランド化に大いに貢献するものである。

このため、石垣ブランドづくりの中ではこうしたソフトな事業として、音楽、絵画、伝

統芸能、文芸といった様々な文化ジャンルにおいてブランド化と連動する「話題づくり」

を継続的、持続的に推進・支援するとともに、様々なメディアを有効に活用しその普及発

展を図ることとする。

注釈；

＊ブランド化戦略の概念

「コーポレートブランド」とは、いわば「オール石垣ブランド」ともいえる概念で、石

垣島または八重山諸島のイメージを全体的・包括的に形成する大枠の概念。例えば企業の

ロゴマークやコマーシャル、代表的商品等によりその企業の社員が誇りをもって内外にア

ピールしていけるようなイメージ的なブランドのこと 「詩のくに、歌のくに」や「ちゅら。

さん」などはこれに類すると言ってよい。

「カテゴリーブランド」とは、その中における観光や農産物、芸能、文化といった業種、

業態別のいわば中分類の概念 「伝統的工芸品」や「石垣のダイビング」といったいわば部。

門別の概念で 「石垣ＦＴ」や「八重山ＩＴ」といった手法、道具等によるブランド化もこ、

れも含まれる。

「プロダクトブランド」とは、個別製造元、個別商品としての一般によく言われる「ブ

ランド商品」のこと。上記に対するいわば小分類の概念で、石垣牛や石垣パパイヤといっ

た具体的個体としてのブランドのことである。

＊一商品に３層の概念が重層的に含まれる

世界的なブランド商品等ではその商標、銘柄など（一つのプロダクトブランド）が全体

のコーポレートブランドでもあるという関係が生じている（下図矢印参照 。）

ブランド化戦略の概念図

コーポレートブランド

カテゴリーブランド

プロダクトブランド●観光ブランド
●農産物ブランド
●文化芸能ブランド 〈石垣牛 〈石垣パパイヤ〉〉
●マリンレジャーブランド 〈石垣薬草茶 〈石垣磁器〉〉

etcetc

石垣島、八重山の全体的、包括的なイメージ
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３．販路・流通システム開発整備事業

離島県の沖縄の中でもさらに離島である本市の経済振興において、販路・流通システム

の開発整備はきわめて重要な課題である。内外に物流の国際化が進展している中、本市の

経済振興にとって域内でとれる農水産物や加工製造される商品等を積極的に沖縄本島や本

土市場へ送り出していくことなしに本市の経済発展はあり得ないと言っても過言ではな

い。

しかし、港湾、空港の未整備や輸送手段の未発達等離島であることのハンディは昔から

本市の大きな足かせとなっていた。特にこれまで我が国経済システムの中では大型店舗の

進出と国民生活の近代化と相まって、あらゆる生活用品が本市域まで大量に流入してきた

ため、小規模零細企業等が商品を生産し単純に流通に乗せることでは到底太刀打ちできな

い状態となり経済発展が長らく阻害されてきた。

また、輸送コストの面では沖縄本島と石垣間の運賃が高く設定され、石垣ー本土間、石

垣ー台湾間よりも割高になっているというきわめて大きな問題も残されている。

しかしながら、今日、我が国のこうした流通システムも大きく変貌せざるをえなくなっ

ている。それは経済のグローバリゼーション（世界的広がり）や国民の価値観の多様化、

健康へのこだわりなどが広く社会的に定着してきたことによるものであるが、特に近年は

「安全で、健康によく、品質がよく、しゃれたデザインの商品なら多少高くても買う」と

いう国民意識が一つの消費現象ともなって現れてきている。

また 「経済が文化問題化してきている＊」と言われるように 「物流」においても商、 、

品の物語性、歴史性、文化性等がきわめて大きな意味をもつようになってきており、しか

も、この現象はＩＴの普及とともに今後とも広く深く国民の間に浸透しいていくことはほ

ぼ間違いないと見られている。

こうした中、近年はロジスティックス（物流管理＊）に関する様々な研究や試みが世界

的な広がりをもってなされており、その中でとくに「サプライチェーン・マネージメント

（供給連鎖線管理＊ 」という経営理論が注目されている。これは国や地域を超えて商品）

の原材料や部品等の調達から加工・製造、市場・消費者への供給までを高度な情報システ

ムによって管理するという経営手法であるが、本市のような離島地域における流通問題に

対応していく上ではきわめて有効と考えられる。

、 「 」 、 （ ）一方 本市では平成 年に 石垣市流通センター基本構想 を策定し また本年 平5 13
６月からは石垣市商工会を中心に「むらおこし事業」の一環として「地域特産品等販路開

」 、 、拓支援事業 を実施しているが 今後はこれらの既往計画との連携・調整を図るとともに

全国的な消費動向を見据えながら、いわゆる「サプライチェーン・マネージメント＊」の

考え方を取り入れ、新しい時代の販路・流通システムの開発整備に取り組んでいく必要が

あると考えられる。そのため、以下の施策を積極的に推進する

（＊印については本節末尾の注釈参照。なお 「流通コスト」の問題は、後述の「５．中、

小企業支援事業」において取り上げることとし、ここでは省略する 。）
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（１）石垣市流通センター機能整備構想の推進

平成５年に策定された「石垣市流通センター基本構想」は、その後実施へ向けた取り組

みがなされぬまま今日にいたっている。それには様々な理由・原因があったものと推察さ

れるが、基本的には時代の変化が激しく経済社会および流通社会そのものが大きく変化し

ており、それに対応しきれないことが大きな要因であったと考えられる。しかしながら、

本市の経済振興を図る上では「流通センターの整備」は依然として欠かせない重大な課題

である。

このため、再度「石垣市流通センター基本構想」を踏まえ、その実現を図るとともに、

今後は「サプライチェーン・マネージメント＊」の考え方を積極的に導入し 「とぅもー、

るネット整備事業」と併せてその円滑な運用を図ることとする＊（なお 「石垣市流通セ、

ンター整備構想」は、後述の「産業基盤整備」にも関連するものであるが、重複するため

同節では省略する 。）

（２）物産展示販売の継続

本市では石垣市商工会を中心に石垣市特産品振興協同組合ならびに（株）タウンマネー

ジメント石垣等により物産展示販売事業を推進し大きな成果を上げている。これは地元の

特産品を観光客に宣伝し、観光客を通して本土への宣伝を拡大することに大きく貢献して

いるものである。このため、今後ともその継続と拡充を図る。

（３）アンテナショップ・パイロットショップの開設

石垣市は八重山広域市町村圏事務組合を通じて竹富町、与那国町と共同で（株）沖縄県

物産公社の物産販売店（銀座わしたショップ）に専用ブースを確保し、石垣市の物産を展

示販売して大きな成果を上げている。これは地元の特産品を大都市の巨大なマーケットに

売り出すためのアンテナショップ（情報店＊）としてきわめて大きな意義があり、とくに

健康食品、熱帯果樹青果、薬草類等の商品宣伝に大きな効果をあげている。

このため、今後ともその拡充を図るとともに、大都市在の石垣市出身者や石垣島ファン

などの人材を活用しながら、本市独自のアンテナショップ＊やパイロットショップ（先導

店＊）の開設を図り、大阪、福岡などへの進出を図る。

また、本市は愛知県岡崎市と親善都市提携、北海道稚内市と友好都市提携、台湾蘇澳市

、 。と姉妹都市提携をしており さらに石垣港と台湾花蓮市の花蓮港と姉妹港締結をしている

そこで、今後はこうした友好都市等においても物産展示と販路開拓のためのショップ等の

展開を促進する。

（４）台湾貿易・販路の開発

本市の経済振興を図る上で、隣国台湾との関係もより緊密にしていくことは大きな意義

がある。本市は歴史的にも台湾との交流が盛んであり、相互の移民やパイン産業を最初に
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。 、導入したのは台湾の人々であったことなど経済交流の面でも緊密な関係にあった その後

本土復帰によりこうした台湾との交流は一時停滞していたが、それでも人的交流はいまだ

に途絶えていない。このため、今後は台湾との交流を再度復活させ、新しく、より緊密な

交流を図ることにより産業の誘致を促進するとともに、これを媒介としながら貿易の推進

、 。および本市の物産を台湾へ普及するための人的交流 物産展の開催等を積極的に推進する

注釈；

；＊経済が文化問題化してきている

「大量消費の時代 「飽食の時代」をへて国民の価値観の多様化・個性化が進むなか、」

あらゆる産業界において商品の「ブランド化」の追求が進んでいる。商品の「ブランド

化」とは、言い換えれば個性化、差別化、高品質化の追求であるが、それを実現するた

めには、その商品の背後に物語性やストーリー性、歴史や伝統等の「文化の商品化」が

なければならない。

かっての「大量生産、大量消費」の時代には規格化、画一化、没個性化および低価格

化が経済社会の主流であったが、現在は逆に個性的で独創的なモノや考え方、感性、美

意識等が経済の中でも重要な位置を占めてきている。現代社会ではこうした「商品の文

化性」が求められるようになっていることから経済全体が文化問題化してきているとい

われている。

；＊ロジスティックス（物流管理）

年代頃からアメリカで「物の流れの管理」について使われはじめた概念で、もと1960
もとは軍事用語の「兵站」が語源であったが、現在は１企業や企業グループの中で「経

へいたん

済活動における物流体系 システム の管理 として一般的に使われている 語彙は 商（ ） 」 。 「

品の原材料から生産段階までの流れを管理する」ことで、それを一貫した鎖のように連

鎖させていくこと（サプライ・チェーン・下記）と併せて用いられている。

；＊サプライチェーン・マネージメント

企業における商品の原材料や部品等の調達から加工・製造、市場・消費者への供給ま

での流れをひとつの「供給連鎖線」としてとらえ、その全体をＩＴ等の高度情報システ

ム等によって運営・管理する経営手法のこと。もともとは日本の「ジャストインタイム

方式（商品、部品等の在庫滞留をなくす方式 」を企業グループ内で供給連鎖線として構）

築する考え方であったが、現在ではＩＴを活用して管理する手法が経営理論として確立

されている。また近年は１地域のみでなく複数の地域の戦略的提携として情報の共有化

や標準化が求められており、さらに大規模小売店にみられるように「３ＰＬ （サードパ」

ーティ・ロジスティックス＝情報システム開発や提案を行う包括受託型の物流サービス

企業）も登場してきている。

；＊流通センターの円滑な運営

今日、全国的、世界的な規模でサプライチェーン・マネージメントが複雑かつ広範囲

に連鎖しているなか、１市町村の行政施策として従来型のいわゆる「流通センター」を

整備することのみでは流通問題は根本的には解決しない。しかし、そのロジスティック

スの構造や仕組み、傾向や動向等を的確に分析・把握し、かつＩＴを活用して、消費者

が必要とする物を必要とする時に、必要とする場所へ、適切な価格で供給できる体制を

整備するならば、本市のような離島においても流通問題の解決は十分可能であると考え
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られる。

；基本的には同様な時限店舗であるが、アンテナ＊アンテナショップ、パイロットショップ

ショップは本格的な商品販売を実施するためのいわば宣伝効果を主目的とし、実験的に

様々な試みをして消費者の反応を観察し今後の販売促進につなげることを主体とする。

これに対してパイロットショップは、売れ筋商品等の情報を得ることを主目的とし、先

導的に商品販売を行う店舗のことである。
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４．産業基盤の整備事業

経済振興施策を円滑に推進していくためには、その基礎となる産業基盤の整備が不可欠

。 、 、 、である 本市でも従来より道路 港湾 空港といった社会資本の整備は進められてきたが

とりわけ産業の振興のための基盤整備については未だ立ち遅れているのが実状である。

近年は世界的なＩＴ産業の普及発展とともに、我が国でも政府をあげてＩＴ推進への取

り組みがなされているが、石垣市にはまだ首都圏と結ぶ高速大容量通信網・光ファイバー

が整備されていないため、今後はその基盤整備が急務の課題となっている。このため、そ

の公的整備について国、県に要請しているところである。

また、製造業や観光の振興と密接不可分の関係にあるのが産業廃棄物および一般廃棄物

の処理問題である。近年は廃棄物の再資源化・リサイクルや廃棄物を利用した新エネルギ

ー開発、新製品の開発研究等に市民の関心が高まりつつあり、その基盤整備が緊急の課題

となっている。

さらに、新エネルギー開発とあわせて本市では「海洋深層水の利活用」に関する基盤整

備も必要である。市内では現在すでに海水（表層水）から塩をつくり市の特産品として売

り出している企業があるが、海洋深層水の利活用が可能になれば、さらに様々な石垣ブラ

ンドといえる商品開発が可能になると考えられる。このため「国立海洋深層水利用技術研

究施設」の誘致を図り、海洋資源利用の基盤整備を図ることがぜひとも必要である。

一方、近年、農林水産業や食品製造業および廃棄物利用とが一体的に連動し、その中か

らきわめて有用かつ貴重な価値を生み出すという新しい産業技術開発の研究が全国的に始

まっており、それが本市でもすでに検討されはじめている。すなわち、発酵科学を活用し

た「ＦＴ革命 （ファーメンテーション・テクノロジー）と呼ばれるものである。これは」

「発酵の魔術」ともいうべき発酵技術を活用し、例えば農水産物や食品加工製造業等の中

で従来大量に廃棄されていた物を健康食品や有用再資源に生まれ変わらせるというもので

あり、特に気候風土の温暖な本市では将来有望な産業に成長していく可能性がきわめて高

い分野である。

こうしたことから、今後は本市でも観光産業を中核としながら農林漁業と製造業、ＩＴ

産業、環境・福祉産業、海洋資源利用およびＦＴ（発酵技術）事業等の振興を同時一体化

した総合的な産業基盤整備を図るため、以下の施策を推進する。

（１）ＩＴ基盤整備

これからの地域の経済振興にとってＩＴ（情報技術）基盤の整備は欠かせない重要な課

題である。政府においては平成 年「 重点計画」を策定し、またこれを受けて沖12 e-Jpan
縄県では平成 年「沖縄 アイランド宣言」を行い、国、県をあげてＩＴ推進が実施さ13 e-
れている。

石垣市においては平成 年に「八重山マルチメディアセンター」が設立されＩＴ推進12
に取り組んでいるところであるが、現在高速光ファイバー網が整備されていないため、そ

の整備・実現が待たれている。また、本市では総務省の補助を得て「八重山地域の観光情
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報、観光を支える素材としての自然環境や歴史、文化、芸能、特産品等の情報を収集、蓄

積、加工し、積極的に発信することにより観光客の利便性の向上を図り、観光産業のさら

なる振興ひいては地域の産業活性化に貢献すること」を目的として「とぅもーるネット」

の整備を計画中であり、今後の早期実現が待たれている。

こうしたＩＴ関連の基盤整備は従来より石垣市が各方面に強く要請してきたことであり

近い将来その実現が期待されるが、今後はこうしたＩＴ基盤の整備がなされたあと、これ

をいかに活用し、経済振興に役立てていくかという中味の拡充について早急に検討してい

く必要がある。

光ファイバーが実現し、ＩＴ基盤が整備されたからといって、自然にそれが経済振興に

役立つわけではない。あるいは黙っていてもＩＴ関連企業等が自然に立地するわけではな

い。ＩＴはあくまでツール（道具）であって、その道具を使いこなし経済振興に役立てる

具体的な事業推進とその人材がなければ経済振興には結びつかない。したがって、今後は

その具体的な活用事業の内容の拡充とＩＴ人材の育成がぜひとも必要である。

このため、基盤整備の早期実現のためひきつづき関係機関等への要請活動を推進すると

ともに、それと併行しながらデジタルオフィス＊、デジタルアトリエ＊やＳＯＨＯ＊、サ

テライトオフィス＊、ＰＯＲ＊等の誘致を促進し、前述の「観光産業クラスターの形成」

と併せて、その有効活用のための具体的な施策の展開を推進する。

注釈；

＝電子事務所＊デジタルオフィス

＝電子工房＊デジタルアトリエ

＝スモールオフィス・ホームオフィスの略。個人で地方に小さな事務所を持ち滞在＊ＳＯＨＯ

しながら仕事をすること。

＝衛星事務所、都市の企業の小さな事務所を地方に配置しＩＴを活用し＊サテライトオフィス

て仕事をするという考え方。

＝リゾート・パーソナルオフィス＝リゾート地に個人の事務所をおき、仕事をしなが＊ＰＯＲ

ら同時にリゾートライフを楽しむという生き方、またはそのような考え方。

（２）ＦＴ基盤の整備

世紀は環境、食料、健康、エネルギーの時代であるといわれる。これらの諸問題の21
解決にあたっては、発酵技術（ＦＴ）の応用がきわめて有効であることがすでに明らかと

なっている。例えば農畜産業や水産業では、生産の段階においては飼料や肥料、糞尿、残

滓等の処理問題がつきまとい、生産物を食品加工する段階においては食品の安全性や健康

に良いかどうかということが問題となり、またエネルギーや残存物、廃棄物の処理等が常

。 、に問題となる 発酵技術はこれらのあらゆる段階において応用が可能であるばかりでなく

従来残存物、廃棄物として投棄され、悪臭公害や海洋汚染等を引き起こす原因ともなって

いたものを逆に再生・復活させ、エネルギーや商品に生まれかわらせることができるとい

ういわゆる「地域循環システム」を可能にする嬉しい技術である。

また、観光産業の面からいえば 「医食同源」といわれる沖縄の「食の文化」が今日観、
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光誘客に大きな効果を果たしていることは言うまでもないが、これも元はといえば発酵技

術が目に見えない後ろ盾となっているものであり、さらに今後の施策の展開によっては、

ホテル・レストラン、食品加工工場等から排出される生ゴミを資源として再生させること

を可能にするのも発酵技術の一つである。

こうしたことから、 世紀は「発酵の時代」であるともいえ、ＦＴ（発酵）はまさに21
。 、 、 、夢の技術と言っても過言ではない しかも 我が国唯一の亜熱帯地域であり 農業や畜産

水産業や水産加工業等が昔から盛んな石垣市は、その発酵技術を現実に展開し経済振興に

役立てる場として他に比類ない地域であるともいえる。

こうしたことから、今後は石垣市ならではの独創的で、個性的で、他の地域に真似ので

きない本市の経済振興施策の一環としてＦＴ産業の導入を図るとともに 「石垣ブランド、

の開発」や「観光産業クラスターの形成 「ＩＴの推進」等他の施策との連携を図りな」、

がらその実践的な事業化のために以下の施策を積極的に推進する。

・新しい石垣ブランドとしての各種発酵食品の開発促進

・発酵食品製造業の実演・体験工場・工房等の整備促進

・環境支援センター（生ゴミリサイクル）の整備促進

・地域新エネルギー開発事業（ＴＭ石垣）との連携促進

・発酵科学研究施設の整備促進

・エコカーの導入

（３）海洋資源利活用事業

－「国立海洋深層水利用技術研究施設」の誘致－

本市では現在「国立海洋深層水利用技術研究施設」の設置を国に要請している。

海洋深層水は再生循環型でかつ規模が海洋というきわめて巨大なものであることから水

産業や農業利用にとどまらず製造業の様々な分野への利活用が可能である。このため、本

市においても地域特性を活かした海洋深層水の利活用産業の創出が大いに期待されてい

る。

また、本市はその立地条件としてもきわめて有利な条件を有している。本市には国際農

林水産業研究センターや西海区水産研究所石垣支所、日本栽培漁業協会八重山事業所など

、 。の研究機関が設置され それぞれ技術開発や発展途上国への技術支援等が進められている

したがって、本市に海洋深層水の多面的利活用の研究と実用化を図るための先導的施設が

整備されるならば、これらの研究機関等との密接な連携により、さらに技術開発が大きく

進展するものと期待され、そして、八重山圏域ひいては沖縄県の経済振興発展に大きく貢

献するものと考えられる。

このため、今後とも引き続き「海洋資源利活用事業」の推進を図り、その基盤整備の一

環として「国立海洋深層水利用技術研究施設」の誘致を推進する。
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（４）港湾・空港整備事業

本市の公共事業の中で、きわめて規模の大きな事業として現在、石垣港の「新港地区整

備事業」と「新石垣空港整備計画」が進められている。これらは、市民の足となるもので

あると同時に、とりわけ観光客の誘客や物産の移出入量の拡大につながるものであり、本

市のみならず八重山地域全体の経済振興にも直結する基盤整備事業である。このため、今

後は以下のような観点から港湾機能の拡充と新空港の早期実現を図るものとする。

①石垣港港湾整備事業

石垣港は沖縄本島、本土、台湾をはじめ八重山諸島の各離島を結ぶ観光と生産・消費等

の諸活動の拠点港として重要な役割を担っている。こうした中、港湾の利用状況では船舶

乗降客数が平成 年では 万人を超え、特に離島航路での観光客等の利用増加や大型11 123
クルーズ船の就航により大幅な増加傾向にある。

こうした現状を踏まえ、現在「新港地区」では人工海浜、港湾緑地、交流拠点用地（リ

ゾートホテル等 、港湾関連用地の確保等の基盤整備事業が進められ、また平成 年には） 13
石垣港と台湾花蓮港との姉妹港締結がなされた。

一方 「離島ふ頭地区」では旅客ターミナルの整備計画が進められているが、これらの、

事業推進と併せて今後は経済振興の観点から以下のような事業の推進を検討する。

○新港地区

・リゾートホテル等の誘致促進

・商業施設・アミューズメント施設等の立地促進

・国際港としての港湾マネージメントシステムの整備

・緊急時対応のための食料・医療物資・石油エネルギー等の備蓄機能の整備

・外航航路の拡充

・動物・植物検疫施設の整備・拡充

○離島ふ頭地区

・港湾緑地の整備

・八重山観光・海上交通情報システムの整備

・港湾周辺地区の再開発による港のまちづくりの推進

②新石垣空港整備事業

八重山地域の空の玄関である石垣空港は昭和 年の開港以来、空港施設の整備が漸次31
進められ、現在航空機の発着回数、乗降客数および航空貨物とも著しく増加している。平

成 年の乗降客数は 万人と過去最高を記録し、特に夏場の現空港ターミナルは足の12 142
踏み場もないほどの混雑ぶりである。このため、新空港の整備が各方面から強く求められ

ているところであるが、今後はその早期実現を図るとともに、経済振興の観点から以下の

ような事業の推進を検討する。

・新石垣空港の早期着工の促進

・石垣・台北間航空路線の開設促進

・臨空港産業の誘致促進

第６章 石垣市経済振興プラン
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５．経営者・人材育成事業

「石垣市経済振興の課題」でみたように、本市では経済振興を担う「人材育成」と「人

材活用」の面で積極的な施策を展開し、新規企業を興していくことが今後の大きな課題で

ある。

特に本市では「人材はあるが、それが十分活用されていない」という面があり、例えば

ＵＪＩターン等を含めて広く人材の活用を図り、経営者としての人材育成事業を積極的に

、 、 。進めていくならば 今後起業化 企業育成等の可能性が開けてくるものと十分考えられる

また、ＵＪＩターンに加えて、台湾との連携を考慮したＹターンを促進するという考え

方がある。これは例えば台湾のＩＴ企業を石垣島に誘致し、優秀な技術者や人材を都会や

沖縄本島から招聘していわばクロスオーバー（交差する）な企業形成を図ろうとする考え

方であるが、こうしたことも経営者人材育成のきわめて重要な施策になると考えられる。

さらに、若い人材を本市で育て、定着させていくためには大学院大学や専修学校等の教

育機関の整備も重要な課題である。特に今後は観光とＩＴ、ＦＴおよび環境と生産等を結

びつけた教育機関が本市の人材育成にとって重要である。

このため、学校教育におけるＩＴ、ＦＴ時代に対応した人材育成と平行しながら、今後

は新規の企業興しと既存企業の人材養成および人材活用を同時に考慮し、雇用効果を高め

ていくため以下の支援施策を推進する。

（１）ＵＪＩＹターンの促進

俗に「石垣合衆国」といわれる本市では、昔から島外からの移住者が流入・定着し、そ

の移住者とともに様々な商品、産業技術等が導入され、経済振興に大きく貢献してきた。

特に昭和 年の本土復帰後は、学生や本土就職等で一旦島外へ出た石垣市出身者が戻っ47
てくるという、いわゆるＵターン組が増え、さらにこれとあわせて竹富町、与那国町の出

身者が古里へ戻る途中の石垣市で定着するというＪターンも増加した。さらに近年は本土

からの直接移住者（Ｉターン）もふえている。

こうしたＵＪＩターン組は、一定の専門的知識や技術・技能、経験を得て帰郷（移住）

する人が多く、いわば広い意味で民間の人材育成になっているといえる。このため、今後

ともこうしたＵＪＩターンを行政的にも積極的に内外へよびかけ、優秀な人材を呼び込む

ことにより本市の経済振興に結びつけていくことがきわめて有効であると考えられる。

一方、この発想から新たな展開として「Ｙターン」を促進するという考え方がある。こ

れは隣国台湾を意識したものであるが、近年経済成長の著しい台湾では特にＩＴ関連の優

秀な人材が豊富であり、またその多くが日本、沖縄、石垣市に興味をもっているといわれ

る。そこで、こうした台湾の優秀な人材を本市へ招聘する一方、本土や沖縄本島からも人

材を呼び込み、これらを結びつけて本市の経済振興に役立てようとする考え方である。

さらに、本市の産業界における人材育成においては、今後公共事業等の現象に伴い建設

業における雇用機会が減少してくることが十分考えられるため、その人材の受け皿づくり

も重要である。
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そこで、今後はこうしたＵＪＩＹターンを含めて、経営者人材育成事業の一環として以

下の事業を推進する。

・石垣島農漁村リゾート再構築プラン―観光産業クラスターの形成―への

参入促進

・商店街空店舗活用への参入促進

・ＳＯＨＯ利用者の誘致

（２）研修・講習事業

経営者、起業家の人材育成には当然ながらその専門的な研修・講習活動を継続的に実施

していくことが必要であり、本市ではすでに石垣市商工会が中心となって様々な取り組み

を実践している。そこで、今後ともこれらの研修・講習事業等を継続するとともに、さら

にその拡充を図るため経営者学校の開催や起業家講習会等を積極的に推進する。

（３）国際経営者交流事業

これからの経営者人材育成に当たっては、国際的に通用する人材の育成が欠かせない課

題である。従来、本市では石垣市商工会や観光協会、青年会議所等によりこうした国際的

人材育成の努力はなされてきたが、今後はその活動を継続的、持続的に実施し、特に台湾

・中国との人的交流を一層拡充するとともに、台湾からの観光客の誘客活動、貿易・販路

の開拓、リゾート開発・特産品開発等への台湾からの投資の促進等を推進する。

（４）大学院大学・研究機関、専修学校の誘致

、 、経営者 起業家の育成を含めて幅広く若い優秀な人材を育成するためには専門的な知識

技術を習得させる大学院大学、研究機関、専修学校等の誘致を図ることがぜひとも必要で

ある。

本市では本年（平 ）８月、沖縄県と国務大臣（沖縄及び北方担当相）が提唱してい13
る「大学院大学」を石垣市へ誘致するための要請活動をおこなった。この大学院大学は国

が沖縄県の経済振興のために設置を検討しているものであるが、本市はその立地条件にお

いて他の地域に比べ最も優れている。すなわち、大学院大学構想の研究対象となっている

地球環境科学やバイオテクノロジー、風土研究等に欠かせない豊かな自然環境を有し、気

候風土や伝統文化等の資源が本市にはきわめて豊富である。また、本市には農業、水産業

等の国研究機関等が立地しており、研究機関等の連携を図る上でも有利であり、今後のＩ

Ｔ、ＦＴ（発酵科学）の進展の可能性を含めて本市には有利な条件がすでに整っている。

したがって、この大学院大学は本市へ誘致することが最も適切であると考えられる。

また、これと関連して「ＦＴ基盤整備」でもみたように、農業や漁業、観光、ＩＴ等と

も関連するＦＴ関連の研究機関の誘致も必要である。さらに、今後は我が国のみでなく外

（ 、 ）国の大学や研究機関 例えばアメリカや台湾の大学 研究機関等およびその分校や支所等
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の誘致を図ることも考えられる。

一方、観光産業の発展やＩＴ、ＦＴ基盤等の整備が進められるならば、今後高卒後の若

い人材育成のために観光ビジネススクール 仮称 やマルチメディアビジネススクール 仮（ ） （

称）等の専修学校や職業訓練学校の誘致がぜひとも必要である。

また、本市では 年をめどに八重山商工高校が情報技術高等学校として編成される2011
、 、ことになっているが 同校におけるＩＴ関連や観光関連の人材育成が今後期待されており

観光学科や海洋レジャー学科、福祉学科などの設立について今後検討する必要がある。

なお、上記のうちとくに高卒後の若者を対象とした専修学校については、地元の高卒後

の若者は希望者が少なく、ほとんどが那覇や本土の大学または専修学校へ行きたがる傾向

があることが指摘されているが、この問題については前述の「ＵＪＩＹターンの促進」と

併せて考慮する必要がある。地元の高校生が卒業後、都会に憧れて島を出ていくことは決

して悪いことではない。むしろ、国際的な広い視野をもつ人材を育てるという意味からす

れば良いことである。問題は、こうした若者がやがて専門的な知識や技術、技能あるいは

広い視野を身につけて島へ戻ってくるかどうかである。そのためには、その受け皿づくり

（すなわち仕事の場と機会の創出）が肝要である。

さらに、地元の高校生が都会に憧れるのとは正反対に、都会の高校を卒業した若者たち

の中には沖縄の海や自然、文化・芸能に憧れ、沖縄で学びたいと希望する若者が増えてい

る。したがって、こうした若者を受け入れる受け皿づくりとしてもやはり専修学校の設置

は重要な意味をもつものと考えられる。このため、ＩＴと観光関連の人材育成を図る専修

学校の誘致を図り、全国の若者を対象として学生を募集するなどの施策を検討する。
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６．中小企業支援事業

本市の経済振興において中小企業の支援事業は、新たな企業興しや既存製造業の生産増

進、品質の向上、雇用効果の拡大等に直結する重要な施策であり、本市でも従来より直接

窓口業務および石垣市商工会等を通じた委託業務として様々な取り組みを進めてきた。し

かし、近年は全国的にＩＴ産業の普及や健康商品の開発、環境福祉産業への関心の高まり

などにともない新たな経済環境の変化が起こりつつあり、今後はこうした傾向に対応し、

新たな観点から中小企業の支援施策を模索していく必要性に迫られている。このため、今

後は以下のような支援施策について検討し、その積極的な推進を図ることとする。

（１）産業支援センター（仮称）整備

本市では平成 年度に石垣市商工会において県内では４番目となる「八重山地域中小13
企業支援センター」を設立し、相談員を配置して市内中小企業の経営革新・創業支援およ

び経営改善普及活動を実施している。その運営に当たっては国、県からの補助を受けて実

施しているが、今後はその支援事業の拡充を図るとともに、各種商工会事業の円滑な推進

と、とりわけＩＴ関連のベンチャー企業や、デジタルアトリエ、サテライトオフィス等の

誘致・育成を円滑に推進し、インキュベーター施設や賃貸オフィス、特産品開発研究のた

めの施設や設備、情報・通信設備、展示施設、研修室、会議室等を備えた「産業支援セン

ター（仮称 」の整備について検討する。）

（２）伝統工芸品推奨制度および特産品認定制度の拡充

本市ではミンサー織りや八重山上布、焼き物、挽物、その他の伝統的工芸品の生産がな

されているが、近年外部からの類似品が出回り、地元商品の生産・販売に大きな支障をき

たしている。このため、平成 年 月、地場産業の保護・育成を図ることを目的として12 10
「石垣市伝統工芸品推奨制度」が創設された。

これは、石垣市内で 年以上の製造実績を有する業者などで、伝統的な材料を使用し10
手工業的な生産を行っている業者からの指定の申請を受け、市伝統工芸品審査委員会にお

いて品質、意匠、技術、彩色、価格などを審査し、基準をクリアした製品について指定・

推奨するという制度で、県内市町村では本市独特の制度である。

この制度の創設と同時に市内の多数の業者から応募申請があり、同審査委員会では順次

審査し指定・推奨していくこととしているが、本事業は市内中小企業の支援施策としてき

わめて重要な意義があると考えられる。そのため、今後ともその制度の意義を広く市民に

啓発・啓蒙していくとともに、審査基準をクリアできる良質の製品（石垣ブランド品）の

生産・販売を強力に支援していくこととする。

また、本市では平成 年度に石垣市特産品振興会が中心となり「石垣市特産品認定制13
度」を創設・発足した。これは伝統工芸品に限らず加工食品、土産品などの①島内で生産

加工されたもので、②常時生産加工され、市場で６ヶ月以上販売されている商品を対象と
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して「石垣市特産品」と認定し、認定シールを添付することにより類似品と差別化する制

度であるが、先の「伝統工芸品推奨制度」と同じく本市の中小企業支援施策として大きな

意義がある。このため、今後は広くその制度の意義を市民に啓発し、多くの市民、観光客

が地元の特産品を愛用することによりその保護・育成を図る気運を盛り上げていくことと

する。

（３）行政手続きの簡素化

経済振興を目的として市内中小企業の支援施策を推進していく上では 「行政手続きの、

」 。 、簡素化 という施策にも重要な意味がある 一般に事業者等が新規企業おこしや事業拡大

、 、 、設備投資や運転資金の確保等を計画し 実行していくに当たっては 都市計画法や農地法

農業振興地域指定、漁業法、建築基準、食品衛生法等の法的規制や各種融資・助成制度の

、 、 。基準等 様々な制約があり その申請図書資料等の作成に手間と時間がかかる場合が多い

しかし、こうした行政的な手続きを簡素化し、事業者がスムーズに事業化を進めること

、 。ができるようにすることは 経済振興を図る上できわめて大きな役割を果たすものである

特にベンチャー企業の事業化や新商品、アイデア商品、新技術の開発等においては、タ

イムリーでスピーディな対応が必要である。このため、今後はできるだけこうした行政手

続きの簡素化を図ることに努め、行政評価システムの導入や行政相談窓口を一本化し相談

者のたらい回しを避ける「ワンストップサービス」の推進を含めて中小企業支援のための

行政サービスの向上を図るものとする。

（４）輸送コストの低減要請活動

離島県である沖縄県内でもさらに離島である本市の経済振興を図るうえで昔から大きな

障害となっているのが「輸送コスト」の問題である。離島である故の観光客の航空運賃、

農畜産物や加工製品の移出にあたっての航空、船舶の運賃負担は、本市の経済振興を推進

していく上でのいわば宿命的な長年の課題である。

また、これに輪をかけて世界的な長期不況やテロ事件、狂牛病問題等の風評被害により

離島県の経済は深刻な影響を受けている。しかし、一方、近年健康ブームの高まりや都市

における沖縄出身ミュージシャン等の活躍、沖縄県の米軍基地被害・負担に関する積極的

な世論へのアピール等に伴い、沖縄に対する国民の理解度は従来よりはるかに向上しつつ

ある。したがって、輸送コストの低減について関係機関、団体、企業等に働きかけていく

ことは、従来より次第に容易になりつつあると考えられる。

このため、経済・流通の面では全国的にも最も大きなハンディを背負っている本市から

航空運賃、船舶運賃の低減を各方面に要請していく活動を今後とも積極的に推進していく

とともに、今後は台湾との航空路線の開設・販路開拓を含めて輸送コストの低減を図るた

めの施策を推進する。

また、新石垣空港の整備と併行して本土直行便の増便とダブルトラッキング（航空会社

の２社乗り入れ）についての要請活動を継続的に推進する。
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７．経済振興推進体制の整備

本市の経済振興の各事業を円滑に推進していくためには、その推進体制の整備が必要で

ある。本市では中小企業等の具体的、日常的な事業・業務を支援する機関として石垣市商

工会とその関連組織が従来から機能し、本市の経済振興に大いに貢献しているが、今後は

新たな時代へむけた経済振興を図る観点から、同商工会を中心としながら新たな経済状況

の変化に迅速に対応し、本市の経済振興を主体的に担い、推進していく組織体制を整備す

る必要がある。

また、経済振興は市民の生活を豊かにすることが最終的な目的であるが、その「生活の

豊かさ」の概念には、食生活や生活習慣等「生活文化」も含まれる。したがって、経済振

興の推進体制の整備にあたっては、生活の場から市民一人一人が協力しあっていくバック

アップ体制や支援体制も必要であり、それを通して地域経済のボトムアップを図ることが

肝要である。このため、今後は以下のような取り組みを推進するものとする。

（１）関係団体等の機能拡充

本市の経済振興推進体制の整備を図る上ではその実行組織として事業推進を主体的に担

っているＪＡ八重山郡農協、八重山漁協、石垣市商工会、石垣市観光協会の機能拡充が必

要である。

これらの関係団体は本市の中小企業の育成や各種支援事業、人材育成等の各種事業を実

施し、本市の経済振興に計り知れない貢献をなしてきた。また、観光誘客活動や様々なイ

ベント活動、地域交流活動等をとおして本市の観光振興にも大きく貢献しており、本調査

における各種経済振興プラン等を円滑に推進していくためには、今後ともその役割はます

ます重要性を増してくると考えられる。

このため、これらの関係団体等の諸活動を広く市民に啓発し、各種事業への市民の協力

体制を確立するとともに組織の機能拡充を図る必要がある。

（２）石垣市経済懇話会の活動推進

石垣市経済懇話会は、本市の経済振興を側面的にバックアップすることを目的として、

9学識経験者や経済団体の代表者等が自由な意見交換、討議、提言等を行う場として平成

年 月に設立された。この懇話会では各方面からの本市の経済振興に関する様々な意見を8
幅広く聴取することができると同時に、関係機関、団体等との連絡・調整の役割を果たす

ことも可能である。

このため、今後ともその活動を継続的に推進するとともに、今後はその会議の内容や必

、 、要な情報等を広く市民に公開し 経済振興に関する市民の意識啓発に役立てることにより

ひいては市民レベルの経済振興の気運を盛り上げていくことに寄与するものとする。
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（３）市民参加による地域おこし支援体制の確立

経済振興の推進体制の整備にあたっては、多くの市民がその意義と目的について共通認

識をもち、生活の場から市民一人一人が協力しあっていくバックアップ体制や支援体制を

確立することがぜひとも必要である。

石垣市経済振興の基本的考え方 でみたように かって本市では ユイマール や 模「 」 、 「 」 「

合い」といった地域経済を支える助け合いの精神があり、自給自足に近い豊かな食生活・

食文化があり、あるいは生活の中に優れた伝統芸能・行事等が息づき、それらが総体とし

て「八重山の文化」を形成してきた。このような古き良き生活習慣やその中で培われてき

た人々の知恵や感覚は広い意味で経済振興にも役立ってきたものであり、今日、その意義

を見直し、次代へ継承していくことはきわめて重要な意義があると考えられる。

また、学校教育（特に小中学校）における総合学習等の中で、地元の生産品についての

知識や体験を深め、安易に外来品を買わないようにするといった教育を進めることも、長

期的には本市の経済振興に大いにつながるものである。

このため、今後はこうした石垣市の伝統的な生活文化の継承を図りながら、各種市民団

体の活用やＮＰＯ法人等の設立を含めて市民一人一人が生活の場から経済振興および地域

おこしに参加していけるようにするため、以下の事業を推進する。

・島産品愛用運動の促進

・島産食材の活用促進

・援農ユイマールの復活

・市民帰農システムの確立

・市民農園・市民工房の整備

・市民一株株主・一坪地主運動の推進

・小中学生の農漁業体験学習の普及

・地域通貨（エコマネー・ギフト券）システムの創設・普及
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「石垣市経済振興プラン」を踏まえ、ここでは同プランの中期目標（５カ年目標）とし

て重点的に取り組むべき事業について取り上げ、その具体化のためのアクションプログラ

ムを示す。このアクションプログラムは、今後５カ年のうちに施行、または事業着手がな

されることを目標とし、当面以下の「８プロジェクト」について関係部局、関係機関・団

体等との連携・調整を図りながら実施することとする。

１．戦略的特産品としてのパパイヤ生産・加工プロジェクト

本市経済振興プラン（案）における「石垣ブランド開発事業」の一環として「戦略的特

産品としてのパパイヤ生産加工プロジェクト」を以下のとおり推進する。

（１）目 的

「石垣ブランド開発」の事業プランの中では、特に戦略産業としてのパパイヤの青果生

産・販売とこれを使用した新製品の開発がきわめて有望であることから、農業関係部局と

連携してその生産・加工を促進することを目的とする。

（２）石垣産パパイヤのブランド化の概況

石垣市では平成 年 月「パパイヤの新栽培方法」について特許出願した。13 10
パパイヤは現在、果実用では米国ハワイ産に国内市場が独占され、また野菜用では県内

需要は高いものの十分な供給ができないのが実情である。

こうした中、本市でも露地とハウスで栽培が進められてきたが、露地栽培では台風が襲

、 。来すると収穫が皆無となることが多く 経営的に安定しないため産地化もなされなかった

また、ハウス栽培では成長が旺盛となりすぐに屋根に到達してしまうため、誘引作業をし

なければならず、そのため収穫期間が短くなるなどの問題があった。また、土壌障害が発

、 （ ） 、生しやすくハウスの連続利用が困難であり さらに土壌水分過剰 土壌酸素不足 に弱く

１～２日で根腐れするなどの問題も多かった。

こうした生産上の問題を解決するため、本市では平成 年より市内３戸の農家と提携し8
てパパイヤ生産の新技術実証研究に取り組んできたが、このほど実証展示圃において革新

的なパパイヤ栽培技術の確立にめどがたった。また、国際農林水産業研究センター沖縄支

所において、優良種苗増殖技術（茎長点培養）が確立され、パパイヤの優良種苗（わい性

種）の増殖と安定供給が可能となり、種苗生産から栽培まで一貫した生産技術が確立され

た。 そこで、本市ではこの新しいパパイヤ栽培技術の発案者である農家の協力を得て、

これを本市の生産農家の共有財産とすべく特許出願した。

パパイヤは歴史的にも本市でなじみ深い作物であり、観光客にとってもトロピカルフル

第７章 石垣市経済振興・重点プロジェクト

第７章 石垣市経済振興・重点プロジェクト
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ーツとして人気がある作物である。しかも、周年での栽培が可能であり、観光客に対し年

間を通して供給できる唯一の熱帯果樹であり野菜である。それが新しい栽培技術の確立に

より石垣島特産として生産出荷が可能になったのである。

このため、今後はパイン、マンゴーに次ぐトロピカルフルーツとして、あるいはゴーヤ

ー、冬瓜、ヘチマに次ぐ健康野菜として、パパイヤを石垣産の戦略的特産品と位置づけ、

その生産を積極的に推進することとする。

（３）基本方針

①本市独自で創造された技術を駆使し、本市の地域特性を活かした戦略的特産品として

のパパイヤ生産を推進し、石垣ブランド化を促進する。

②農政関係部局および市内農家と連携して健康食品としてのパパイヤ生産を促進すると

同時に、その販路開拓につとめる。

③本市独自のパパイヤ生産技術に関する特許を取得し、農業関係部局と連携して同技術

が他の地域に流出しないようその保護に努めるとともに、石垣ブランドパパイヤの産

地形成を図る。

（４）アクションプログラム

①パパイヤの石垣ブランド化の推進

パパイヤの生産は現に県内の他の地域でも行われており、ハウス栽培であれば他の

地域でも十分可能な作物である。したがって、生産物それ自体では県内でのブランド

化は困難であると考えられるが、あくまで「石垣島産」であることを強調し 「石垣、

市特産品認定制度」を活用してブランド化を推進する。

②八重山地域での生産技術の普及および本土流出の防止

「石垣ブランド」としてのパパイヤ生産を推進するためには、一気に生産拡大を図

、 、るのではなく 生産農家の技術の平準化を図ることを重点に取り組んでいくこととし

石垣産パパイヤならどの農家から購入しても安心で美味しいと言われるような環境づ

くりに努める。

一方、かってサツマイモやゴーヤーがそうであったように、せっかくの石垣産生産

物が本土の優良農家で大規模に生産され流通することになると「石垣ブランド」の意

味が半減するおそれがある。このため、農業関係部局と提携して本市独自のパパイヤ

生産技術が他の本土地域へ流出しないよう生産技術特許の取得等により石垣ブランド

の保護育成を図るとともに、本土の農家に対し特許権を侵害しないよう協力を求めて

いくことが必要である。

ちなみに、外国産パパイヤの輸入品との競合については、当面本市のパパイヤの方

が競争力があるため、外国産パパイヤとの差別化を図り、石垣ブランドを確立し、生

産農家の足腰を強くしていくならば十分対抗していけるものと考えられる。

第７章 石垣市経済振興・重点プロジェクト
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③パパイヤ加工製品の開発・普及

パパイヤは生食用以外にも優れた加工品の原料として知られている。例えばカット

野菜、ピクルス、サラダ、シャーベット、アイスクリーム、ゼリー、リキュール等の

原材料として応用が可能である。また、乾燥パパイヤ、薫製パパイヤとして加工し商

品化することも十分可能である。

パパイヤにはパパインという酵素が多く含まれており、肉を軟らかくする働きや消

化を助ける作用がある。また消化器管の疾病治療薬としてパパイン製剤が市販されて

いる。

このようにパパイヤは人の健康にも優れた効用があるため、今後は石垣ブランド品

としてのパパイヤ生産の推進と併行して、こうしたパパイヤの食品加工についても試

、 （ ） 、験研究を進めるほか ＦＴ 発酵技術 を応用した新製品の開発等についても検討し

より付加価値の高い加工食品の生産を促進する。

なお 「石垣産パパイヤの新栽培技術の概要」を模式図で以下に示す。、

図 石垣産パパイヤの新栽培技術の概要

種苗生産

無菌室での成長点培養 ポット苗への移植

鉢植え移植

ハウス栽培

ハウス栽培

石垣産パパイヤ収穫

循環型栽培

新芽が出て成長が循環・継続する

収穫後の茎をカットし

新技術により栽培継続
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２．健康食品・薬草の開発プロジェクト

本市経済振興プラン（案）における「石垣ブランド開発事業」の一環として「健康食品

・薬草の開発プロジェクト」を以下のとおり推進する。

（１）目 的

健康長寿の島として全国的に知られ、亜熱帯地域の風土特性から薬草類の豊富な石垣市

の特性を活かし、とりわけ健康食品・薬草類の開発・普及を図り、もって「石垣ブランド

開発」に資することを目的とする。

（２）基本方針

①八重山、石垣島に自生する薬草類の調査研究を推進し、その栽培方法、技術を確立す

るとともに各種薬草の栽培・普及を促進する。

②八重山、石垣島の薬草を材料として健康食品の加工・商品化を促進する。

③開発された薬草製品等を石垣ブランドの一環として普及・宣伝し、あらゆる機会を利

用して草の根的にその販売・普及に努める。

④八重山、石垣島に自生する薬草類を保護・育成するため、乱獲や絶滅が危惧される品

種等については保護植物の指定を行うなどの保護措置を講じる。

（３）アクションプログラム

①調査研究の推進

本市は昔から薬草の宝庫として知られており、植物学的にはその研究は進んでいる

が、薬草としての利活用についてはまだ十分研究し尽くされていない。このため、今

後とも農業関係機関や大学、民間研究機関等と連携して八重山全域に自生する薬草類

をくまなく調査研究し、その成分や効用を分析・研究する栽培方法、技術の確立等に

努めるとともに、農家や地元企業による栽培・生産の橋渡しに資する。

②薬草栽培の促進

石垣市の薬草類の中では古くからウコンが心臓病や肝臓に良いとして知られ一般に

広く普及してきた。また長命草やヨモギ、ニガナなどは日常的に食卓に乗っていた。

こうした薬草類は家庭においても比較的容易に栽培できるため、今後は家庭菜園等に

おけるその栽培・普及を促進する。

一方、近年、漢方薬や健康食品の原料としてヤエヤマアオキが世界的に注目されて

おり、これを沖縄県の特産品にしようという取り組みが始まっている。県内の育苗業

者や薬草加工、販売業者らが生産者協会を設立し商品開発に乗り出しているという動

きもある。
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そこで、関係機関、団体、企業等と連携しながら本市においてもその栽培拡大に努

める必要がある。

③薬草園の整備

上記と併せて薬草栽培を広く普及し石垣ブランドの開発に資するため、薬草園の整

備を図る必要がある。現在、沖縄本島では民間事業者による薬草園が開発され、観光

施設および生産施設として機能している例がいくつかみられるが、薬草の宝庫である

本市において大規模に整備された薬草園はまだない。このため、今後は熱帯果樹等の

観光的な施設とあわせて薬草園の整備を図る。

④薬草加工品製造の促進

現在本市では春ウコンや秋ウコン乾燥茶、ウコン濃縮液、香草茶、グワバ茶、レモ

ングラス茶、ゴーヤー茶などの薬草関係加工品が製造生産されているが、今後の研究

開発によってはさらに様々な薬草加工品の開発が可能と考えられる。このため、今後

は新商品の開発や独創的、個性的パッケージング・デザインの開発等により薬草加工

品製造の促進を図ることする。
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３．地域資源を利用した窯業の産地形成プロジェクト

本市経済振興プラン（案）における「石垣ブランド開発」の一環として「地域資源（陶

磁器土）を利用した窯業の産地形成プロジェクト」を以下のとおり推進する。

（１）目 的

窯業土石製造業の原材料として有望視されている地域資源（陶磁器土）を活用し、新し

い窯業の産地形成を図ることを目的とする。

（２）窯業資源の概要

本市では昔から窯業土石製造業に使用される陶土（粘土）が豊富であり、それを活用し

た煉瓦や赤瓦の生産が盛んであったが、本土復帰後は市民の関心がコンクリートブロック

や鉄筋コンクリート等による住宅建築に寄せられるようになり、その結果、煉瓦や赤がわ

らの生産が衰退した。しかし、その粘土等の地域資源は現在でも豊富であり、自然保護の

観点と十分調整を図りながら、陶芸・その他の窯業土石製造業の復興を図るならば、町並

み景観の形成等とあわせてきわめて大きな経済振興施策につながるものと考えられる。

一方、石垣島には良質の磁器原料が産出することが以前から知られ、元沖縄県工業試験

場（現沖縄工業技術センター）により昭和 年頃から原料の性状や陶磁器の試作研究等57
がなされててきた。そして、平成 ～ 年にかけてボーリングを含む本格的な窯業資源9 10
調査がなされ、またその中で明らかとなった４種類の原料により陶磁器の試作品の製作が

試みられた。その結果は「石垣島の窯業資源調査報告書 （平成 年沖縄県八重山支庁）」 11
にとりまとめられているが、同報告書（要約版）から調査結果の概要を整理すると以下の

とおりである（なお、前述のとおり石垣島にはその他の窯業資源も豊富であるが、現時点

では同報告書以外の窯業資源に関する資料が得られないため、ここでは同調査の試掘対象

地区のみについて示すこととする 。）

①試掘調査の対象地区

試掘調査の対象地区は次ページに示す３地区で、ボーリングによる土質サンプリング調

査の対象となった土質はそれぞれ図中に示すとおりである。
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図 試掘調査の対象地区と対象土質

②調査結果の概要

この調査の結果、石垣島には少なくとも４つの原料があることが明らかとなり、それぞ

れについて埋蔵量の評価と、その原料を様々な割合で混合した素地により陶磁器原料とし

ての使い良さについての検討が行われた。同報告書（概要版）より「陶磁器原料としての

石垣産原料の特徴」と各地区の原料の性質と推定埋蔵量について記述された内容等を要約

すると以下に示すとおりである。

川平地区（陶石）○

鉄・チタンなど発色成分が少なく磁器原料および釉薬としての使用可能。【用 途】

粘土分を加えてもロクロ成形がやりにくい。粉砕方法、粘土割合などに更に【成形性】

検討が必要。

【 川平湾西 一帯分布地区】 1km
○大嵩地区（陶石、セリサイト）

《陶 石》

鉄・チタンなど発色成分が少なく磁器原料および釉薬としての使用可能。【用 途】

粘土分を加えてもロクロ成形がやりにくい。蛙目粘土などの配合割合に注意【成形性】

が必要。

【 ポール窯裏分布地区】

《セリサイト》

脈畳白色粘土（水簸後 メッシュ 篩 （目開き μ ）を通したものを使用、ａ） 115 124 m
す い ひ ふるい

歩留まりは ％）56
セリサイトの他に多量の石英を含み、そのまま磁器原料として使用可能。【用 途】

しかし、鉄・チタンなどの発色成分がやや多い。

ロクロ成形も容易で、成形性は良好【成形性】
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【 ポール窯裏東方の牧草地分布地区】

（ 、 ）ｂ）礫混じり粘土 流紋岩の破片を含み 水簸後 メッシュ通過の歩留まりは ％115 32
す い ひ

石英の他にセリサイト、カオリナイトを含む。磁器原料として使用可能であ【用 途】

るが、鉄・チタンなど発色成分がやや多い。

良好。この粘土 ％に大嵩セリサイトと蛙目粘土を ％づつ加えて作った【成形性】 80 10
素地は最高の成形性を示した。

【 ポール窯西方の谷分布地区】

富崎地区（粘土）○

（水簸後 メッシュ 篩 を通したものを使用、原土でも粘土・シルト分は ％と115 93.5
す い ひ ふるい

高い値を示す）

可塑性は高いが鉄分を多く含むため有色の陶器原料として使用可能。【用 途】

】良好。腰が強く、ロクロ成形がし易い。【成形性

【 観音崎東約 一帯分布地区】 2km

なお、これらの陶磁器土を混合した材料により沖縄県工業技術センターにおいて試作し

た陶磁器製品の試作品の一例を次ページに示す。

（３）基本方針

①陶磁器土を活用した新しい窯業の産地化を促進する。

②地域資源（陶磁器土）の発掘、採取については現在まだ研究段階であるため、当面は

焼き物（磁器製品）の生産を中心として試験的に新しい窯業技術の開発を推進する。

③焼き物（陶磁器製品）の生産活動の促進と併行して、窯業資源の埋蔵量調査や陶磁器

製品の開発研究を推進し、長期的には自然環境の保全に配慮しながら地域資源の有効

活用について調査研究をすすめ新製品の開発に資するよう努める。

（４）アクションプログラム

①窯業資源調査の継続

「石垣島の窯業資源調査 （前出）によれば、そのあとがきにおいて「今後の具体」

的な資源の開発・利用のためには、さらに詳細な調査や試験が必要であることは言う

までもない」と述べられている。このため、今後とも沖縄県および沖縄県工業技術セ

ンターと連携してこれらの詳細な調査を継続し、その地域資源（陶磁器土）の利用可

能性について検討する。

②窯業産地形成計画の策定

窯業資源調査の継続と併せて、これらの地域資源（陶磁器土）を活用し、窯業の産

地形成を図るためには生産者の意向や「石垣市工芸の里構想」等との関連に配慮して

具体的な開発計画（窯業産地形成計画）を策定する必要がある。それに基づいて工場

・工房の立地場所や製土事業、生産事業等を含めた事業計画を確定し関係機関、団体
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等と連携して事業推進を図ることが肝要である。

③窯業組合の育成

本市の窯業の振興を図るためには、生産者の組合組織が必要である。本市にはまだ

その組合がないため、上記の産地形成計画の策定と併行して窯業組合の育成を図るこ

とが必要である。

④窯業人材の確保

窯業の産地形成を図るためには、その職人、作家等の人材の確保が先決である。そ

のためには広く内外に本市の産地形成に対する姿勢や具体的計画等を明らかにし、関

係機関、団体等と連携してその人材確保に努めることが必要である。

⑤鉱業権等の調整

前述の窯業資源調査が実施された地域は大半が石垣市有地であるが、これらの地域

では鉱業権（試掘、採掘権）の問題がある。このため、これらの問題については関係

機関、団体、企業等との調整を図りながら、自然環境面への配慮を含めて今後資源の

採取にかかる様々な課題の解決に努める。

沖縄県工業技術センターによる試作品（一部）
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４．川平地区農漁村リゾートクラスター形成プロジェクト

ー石垣島農漁村リゾート再本市経済振興プラン（案）の「観光産業クラスター形成事業

の一環として「川平地区農漁村リゾートクラスター形成プロジェクト」を構築プランー」

以下のとおり推進する。

（１）目 的

本市の観光地として昔から有名な川平地区において、市および地元住民が計画している

既往計画・構想等と連携・調整しながら、本市の観光施設の総合的な基盤整備の一環とし

て観光と農水産業、製造業、ＩＴとＦＴおよび環境・福祉関連を含めた「観光産業クラス

ター」の形成を図ることを目的とする。

（２）基本方針

①従来型のいわゆる「観光・リゾート地の形成」という考え方ではなく、衣・食・住と

市民および外来者との交流が自然な形で混在する新しいタイプの本市独特の観光・リ

ゾート地の形成をめざす。

②「観光産業クラスターの形成」をめざし、様々な「果実」を一定地域に集積すること

を基本方針とする。

③本経済振興プラン（案）における他の事業プラン等と連携し、本市のあらゆる産業と

のネットワークの形成をめざす。

（３）アクションプログラム

①「既往計画の見直し」および「基本計画の策定」

本地区には既往計画として市による「カビラベイオアシス計画」と「底地エコ・ミ

ュージアム計画」および地元住民による「川平湾ネックレス計画」があるが、これら

はいずれも県道として整備予定の「川平半島回遊道路」の完成を待たなければ実施段

階には移れないのが実情である。また、市の既往計画と地元住民による構想・計画と

の適切なリンクについて考慮する必要がある。

このため、市民参加による地域おこしの考え方を取り入れながら、これらの既往計

画を見直し、新たにこれらを複合した「基本計画」を再構築することにより、総合的

な地域振興策を推進する。

②ＩＴ基盤およびＦＴ基盤整備とのリンケージ

「観光産業クラスター形成」の基本的考え方によれば、観光基盤施設とＩＴ（情報

通信）基盤およびＦＴ（発酵技術）基盤の整備との連携、ネットワークの形成がきわ

めて重要な意味をもつ。このため 「既往計画の見直し」および「基本計画の策定」、
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、 、 。に当たっては これらに十分配慮し 以下の事業の導入または連携を図ることとする

○ＩＴ基盤整備の関連

・光ファイバーの導入要請の継続
・ともーるネットとのリンク、地域イントラネットの整備、
・デジタルオフィス、デジタルアトリエ、ＳＯＨＯ、サテライトオフィス、ＰＯＲ

等の誘致

○ＦＴ基盤整備の関連

・発酵食品製造業の実演・体験工場・工房等の導入
・生ゴミリサイクル施設の導入
・地域新エネルギー開発事業（ＴＭ石垣）との連携
・発酵科学研究施設の導入
・エコカーの導入

③市民参加による支援体制の確立（リンケージ）

「観光産業クラスター」の形成に当たっては、市民参加による本事業への支援体制

を確立することも重要である。これについては後述の「市民参加による地域おこし支

援体制の確立プロジェクト」とリンクして実施することが考えられる。

なお、参考までに以上の「石垣島農漁村リゾート再構築プロジェクト―観光産業クラス

ターの形成―」の構成概念図を以下に示す。

図7-4-1,石垣島農漁村リゾート再構築プロジェクト概念図
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川平地区観光産業クラスター形成構想（案）図7-4-2,

既往計画と 石垣島農漁村リゾート再構築プロジェクト」との調整案―― 「



- 98 -

第７章 石垣市経済振興・重点プロジェクト

５．地域資源循環管理センター（仮称）整備プロジェクト

本市経済振興プランの「産業基盤整備事業」における「ＦＴ基盤整備」一環として「地

域資源循環管理センター（仮称）整備プロジェクト」を以下のとおり推進する。

（１）目 的

石垣市ならではの独創的で、個性的で、他の地域に真似のできない本市の経済振興施策

の一環としてＦＴ産業の導入を図るとともに 「石垣ブランドの開発」や「観光産業クラ、

スターの形成 「ＩＴの推進」等他の施策との連携を図りながらその実践的な事業化の」、

ためのリーディングプロジェクト（先導的事業）として「地域資源循環管理センター（仮

称 」の整備を図ることを目的とする。）

（２）基本方針

①ＦＴ（発酵技術）基盤の整備およびＦＴ産業の導入を図ることを将来目標としながら

当面のリーディングプロジェクト（先導的事業）として本プロジェクトを推進する。

②「観光産業クラスター」の形成との連携を図り、地域新エネルギー開発事業との連携

を含めて「地域資源循環システム」が新しい観光の対象ともなるよう配慮する。

③本経済振興プラン（案）における他の事業プラン等と連携し、本市のあらゆる産業と

のネットワークの形成をめざす。

（３）アクションプログラム

①「地域資源循環管理センター整備計画（仮称 」の策定）

。 、本事業の具体化を図るためにはまずその基本計画を策定する必要がある このため

国、県に関係機関に対し同事業の導入に関する調査を要請するとともに、それと併行

して市による「地域資源循環管理センター整備計画（仮称 」を策定する。）

②事業主体および参入業者の検討

本事業の実施に当たっては、地域資源循環管理センター（仮称）の建設とその管理

運営を担う事業主体と、これに原料を搬入する利用者または事業参入者等を確定する

必要がある。このため 「地域資源循環管理センター整備計画（仮称 」の策定と併、 ）

行して、その検討を進め、できるだけ早い段階から事業主体および参入者の確定を図

る。

③地域新エネルギー開発事業（ＴＭ石垣）との連携促進

「地域資源循環管理センター整備計画（仮称 」は「地域循環システム」構築の一）

環でもあるが、現在本市では（株）タウンマネージメント石垣が事業主体となり「地
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域新エネルギー開発事業」の調査が進められている。このため、それとの関連につい

て配慮し、相互の連携を図る必要がある。

③「石垣島農漁村リゾート再構築プロジェクト」との連携

「地域資源循環管理センター（仮称 」は、直接的には農畜産業や水産加工、食料）

品製造業と連動するものであるが、リゾートホテルや旅館、民宿、レストランなどと

の関連もあり、また、その立地場所もある程度限定されると考えられることから、逆

に施設設計に当たって赤瓦屋根や石垣、フクギ等を用いた伝統的な意匠・デザインを

施し、あるいは周辺緑地や花壇を整備するなどの工夫をこらしユニークな施設整備を

図ることにより、前述の「石垣島農漁村リゾート再構築プロジェクト―観光産業クラ

スターの形成」との連携を図ることが考えられる。

また、それと併せて関連施設として「発酵食品製造業の実演・体験工場・工房等の

整備」を促進し、これを上記プランに導入することも考えられる。

④発酵科学研究施設の整備促進

「地域資源循環管理センター（仮称 」の整備がある程度進展するならば、これを）

契機としながら上記の「発酵食品製造業の実演・体験工場・工房等の整備」と併せて

「発酵科学研究施設の誘致」を図ることが考えられる。そして、これによりＦＴ（発

酵技術）の応用によるさらに新しい、個性的で、独創的な「石垣ブランド」の開発・

研究を促進することが考えられる。

⑤エコカーの導入

「地域資源循環管理センター（仮称 」の整備や「石垣島農漁村リゾート再構築プ）

ロジェクト」および「発酵科学研究施設の誘致」等がある程度進展するならば、これ

らの管理・運営にあたって「エコカーの導入」を図り 「地域循環システム」の実践、

を内外にアピールするとともに自然環境に優しい観光産業の振興に資することが可能

と考えられる。

このエコカーについては現在世界中で様々なタイプの開発研究が進められており、

我が国でも一部実用化が進んでいるが、本市において以上のようなＦＴ基盤の整備や

観光産業クラスターの整備が進展するならば、発酵技術を応用したエコカーの地域限

定的な実用化が近い将来可能になると考えられる。

そこで、こうした未来の環境に優しい乗り物の導入を現時点から計画し、その実現

を図ることとする。

なお、参考までに「地域資源循環管理センター（仮称 」を中心とする未利用有機資源）

の「地域循環システムの概念図」を次ページに示す。
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図7-5-1, 地域資源循環管理センター（仮称）の地域循環システム概念図

ー未利用有機資源のリサイクル土づくり（高品質堆肥）生産システムー
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６．八重山物産流通拠点形成プロジェクト

本市経済振興プランの「販路・流通システム開発整備事業」における「アンテナショッ

プ・パイロットショップの開設」の一環として「八重山物産流通拠点形成プロジェクト」

を以下のとおり推進する。

（１）目 的

本市の当面の経済振興において欠かせない最も重要でかつ具体的なプロジェクトの一つ

として、首都圏や全国の主要都市、姉妹都市および隣国台湾等において、八重山の物産を

扱う流通拠点（店舗および事務所）を開設し、運営することを目的とする。

（２）基本方針

①「石垣ブランド開発事業」と密接に連携して、本市の特産品や農水産物等の物産を県外

へ出荷する流通体制の整備を図る。

②八重山広域市町村圏事務組合と連携して、八重山全域の物産を集中的に集荷・出荷し、

販売する拠点（店舗・事務所）を圏外において開設する。

③物産流通拠点の形成に当たっては、市内および県内の八重山関係の企業、団体、事業所

等からの出資を募り、第３セクター方式による法人組織を設立して実施する。

④物産流通拠点の運営に当たっては、その専門の民間企業と連携し、基本的に「サプライ

チェーン・マネージメント」の手法を研究・導入して実施する。

（３）アクションプログラム

①事業計画の策定

事業実施にあたり物産流通拠点（店舗・事務所）の設置場所の選定から運営会社の組

織体制、定款・規約、資金計画、営業計画、収支計画等を含めた詳細な「事業計画」を

検討し、策定する。

②市民からの情報・アイデア募集

事業計画の策定に先立っては本事業への協力者や生産者、販売業者、顧客等に関する

人材情報を収集するとともに、事業実施にむけた宣伝を含めて本事業に関する市民のア

イデアを広く内外から募り事業計画に反映する。

③会社組織の設立

、 、 、 、事業計画に基づいて 会社設立の発起人 株主・出資者の公募 定款・規約等の策定

従業員の募集等を実施し会社組織を設立する。

④関係機関、団体、企業等との連携強化

事業計画の策定段階から本市の関係機関、団体、企業等との連携を図り、協力関係を

確立するとともに事業実施体制を確立する。
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７．ＵＪＩＹターンの促進プロジェクト

本市経済振興プラン（案）における「経営者人材育成事業」の一環として 「ＵＪＩＹ、

ターンの促進プロジェクト」を以下のとおり推進する。

（１）目 的

八重山地域または石垣市から沖縄本島や本土に移住した人々で本市へ帰郷することを望

んでいる人々、あるいは本土在住者または外国人で沖縄への移住を希望している人々に対

し、石垣市への移住をよびかけ、優秀な人材を呼び込むことにより本市の経済振興に資す

ることを目的とする。

（２）基本方針

①市域外在住者で長期・短期を問わず本市に移住を希望する人々に関する実態調査を行

い、その受け皿づくりを推進する。

②ＵＪＩＹターンの促進は、あくまで人材育成・誘致の一環として実施することを基本

とするが、いわゆる観光客も次の段階ではリピーター（再来者）となり、やがては移

住者となる可能性もあることから、観光振興の施策においてもその点に配慮し、ホス

ピタリティ（もてなしの心）の醸成と併せてその受け皿づくりを促進する。

③本経済振興プラン（案）における他の事業プラン等と連携し、本市のあらゆる産業の

場において市域外からの移住者の受け入れを促進するとともに、特に台湾からの移住

者の誘致について積極的に検討を進める。

（３）アクションプログラム

①石垣島農漁村リゾート再構築プラン―観光産業クラスターの形成―への参入促進

「 」 、前述の 石垣島農漁村リゾート再構築プラン―観光産業クラスターの形成 でみた

地元住民による「川平湾ネックレス構想」は、本土出身者で以前から本市に移住し定

着している人達が中心となって計画しているものでもあり、したがって、すでに「石

垣島農漁村リゾート再構築プラン」の素地は一部できつつあるといえる。このため、

今後はこうした地元住民との連携を図りながら、さらに沖縄本島や本土からの移住希

望者を募り、観光・リゾート産業への参入を促進することにより、地域の人材育成に

資することとする。

②商店街空店舗活用への参入促進

ＵＪＩＹターンの受け皿づくりの一環として石垣市商工会が実施している商店街空

き店舗活用の活動と連携を密にし、移住者の参入を促進する。

③ＳＯＨＯ利用者の誘致

本経済振興プラン（案）における他のプロジェクトの連携により、とくに個人によ

るＳＯＨＯ利用者の誘致を積極的に促進する。
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８．市民参加による地域おこし支援体制の確立プロジェクト

本市経済振興プラン（案）における「推進体制の整備」の一環として「市民参加による

地域おこし支援体制の確立プロジェクト」を以下のとおり実施する。

（１）目 的

石垣市の古き良き生活習慣やその中で培われてきた人々の知恵や感覚、そして伝統的な

生活文化の継承を図りながら、市民一人一人が生活の場から経済振興および地域おこしに

参加していけるようなシステムを形成し普及することを目的とする。

（２）基本方針

①多くの市民が経済振興の意義と目的について共通認識をもち、生活の場から市民一人

一人が協力しあっていくバックアップ体制や支援体制を確立する。

②市民が日常的にできるだけ島内製品を使用することにより、地場産業の保護育成に寄

与するとともに、島の生活を豊かにすることを目指す。

③市民の助け合い、相互扶助の精神を醸成し、そのシステムを現代的に復活・継承する

とともに、本市の地域おこしに寄与する。

（３）アクションプログラム

①島産品愛用運動の促進

「石垣市伝統工芸品推奨制度」および「石垣市特産品認定制度」と併行して島産品

愛用運動をおこす。島産品製造業者と石垣市商工会および観光協会と提携して、島産

品愛用ＰＲのポスター、チラシ、パンレット等を作成し、観光土産品店、ホテル、旅

館、民宿、レストラン等に配布し、島産品愛用をよびかける。

また、冠婚葬祭関連業者と連携し、結婚式の引き出物、各種祭事における記念品、

告別式の香典返し等にはできるだけ島産品を使用するよう働きかける。

さらに、市内の企業、学校、行政機関、団体等の関係者が業務上で何らかの土産品

を携帯していくときはできるだけ八重山産の土産物を持参するようよびかける。

一方、これらの実行者（協力者）に対し関係機関、団体等からなんらかの助成か表

彰等を行う措置を今後検討する。

②島産食材の活用促進

島産品愛用運動の促進とあわせて、島内産の島米、穀類、魚介類、牛肉、豚肉、野

菜、果樹類等を積極的に活用する運動を促進する。現在、こうした地域産品の食材に

ついては、一定量を定期的に供給できる生産体制が確立されていないため、多くの問

題を抱えているが、少なくとも学校給食、病院、福祉施設および観光ホテル・旅館、
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レストラン等における食材についてはできるだけ島内産を使用するようよびかけ、島

産食材の活用促進を図る。この場合もこれらの実行者に対し、関係機関、団体等から

何らか助成か表彰等を行うことを検討する。

③援農ユイマールの復活

かって本市ではサトウキビの収穫時に本土からの学生援農隊や役所職員による援農

ボランティア活動が実施されたことがある。そこで農業関係部局と連携して再度これ

を復活し、サトウキビだけでなく他の作物においても農家からの要請をうけて援農を

実施する。その場合の報酬または謝礼等については前述の「島産品愛用運動」や「石

垣市伝統工芸品推奨制度 「石垣市特産品認定制度」および後述する「地域通貨（エ」、

コマネー 」と関連させながら実施することが考えられる。）

④市民帰農システムの確立

今後の高齢化社会の進展をみこし、定年退職者や外部からの中高年者のＵＪＩター

ンを対象として「市民の帰農」を促進する。具体的には農業関係部局と連携し、農用

地流動促進事業等との関連で遊休農地や休耕地、不在地主用地等の有効活用を図り、

短期的、中期的な農地使用契約等を介して帰農を促進する。

、 （ ） 、 「 」 、なお 沖縄県 農林水産部 では 平成 年から アグリカレッジ という名称で9
農業を希望する一般県民を対象に農業研修・実習を行う事業を実施しているが、同事

、 。業を石垣市にも導入し それとの連携により市民の帰農を促進することも考えられる

⑤市民農園・市民工房の整備

上記と併行して市有地や県有地、国有地等の賃貸により「市民農園」を整備し、石

垣市のみならず沖縄本島や本土からの希望者を募り耕作を促進する。この場合、沖縄

本島や本土からの希望者については地元農家による管理等を含めてシステム化するこ

とが考えられる。また、その実施に当たっては、市有地や市民の森等を活用すること

も考えられる。

さらに、この方法を発展させ農水産加工品の製造工場や伝統工芸品の工房等を「市

民工房」として設立し、事業者と提携してその運営を実施することも考えられる。

⑥市民一株株主・一坪地主運動の推進

上記の市民農園の管理と併せて「市民一株株主・一坪地主運動」を推進する。これ

は、パパイヤ、パイン、マンゴ、バナナ、レイシ、リュウガン等の亜熱帯果樹等の一

株、あるいは野菜、穀物等の一坪株主、牛や豚などの畜産株主を募り、農家と契約・

提携して生産管理を委託し、健康増進や生涯学習、体験学習等とあわせて耕作作業を

行い、収穫物を契約に応じて分配するという方法である。

これについては協力農家を募り、ＮＰＯ法人またはそれに類する管理会社あるいは

団体等を組織し、市有地や遊休農地の賃貸等により一般市民や定年退職者、あるいは

島外に移住している八重山出身者や観光で石垣島を訪れ石垣ファンになった人達等を

対象として公募し、会員制により実施することが考えられる。
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また、個別農家が契約制により産地直送と組み合わせて実施することなども考えら

れるが、詳細は実施段階において検討する。

⑦小中学生の農漁業体験学習の普及

上記と併せて小中学生の農漁業体験学習を促進する。現在、県内各地で修学旅行団

や地元小中学生の総合学習における農漁業体験学習が実施されているが、ダイビング

やその他の海洋スポーツ等との関連にも配慮しながら教育機関等と連携してこうした

体験学習をさらに発展させ、日常的（土日、祝祭日等）に小中学生の農漁業体験を実

施し人材育成に努める。

また、それにより上記の「市民帰農システム」と連携して高齢者等との世代間交流

を図り、ひいては「帰農予備軍」の形成に結びつける。

さらに、これらを前記の一株株主・一坪地主運動等と連携して実施することも考え

られる。

⑧地域通貨（エコマネー・ギフト券）システムの創設・普及

地域通貨（エコマネー）については、以前石垣市商工会が検討したことがあるが実

施にはいたらなかった。それが実施に至らなかったのは様々な理由、原因があったも

のと考えられるが、近年は全国的に各地で様々な地域通貨（エコマネー）が普及して

おり、もともと「ユイマール」の伝統がある石垣市でこれが不可能な筈はないと思わ

れる。むしろ、上記のような市民の生活の場からの様々な経済振興支援体制が確立さ

れるならば、福祉や教育、地域における共同作業、冠婚葬祭等における様々な工夫に

より地域の生産価値を媒介する「地域通貨」の普及が十分実現可能と考えられる。

そこで、商工会、観光協会等と連携し、今後再度新たにその創設・普及を検討し、

前述の「島産品愛用運動」や「伝統工芸品推奨制度」および「特産品認定制度」等と

関連させながら、地域通貨の普及・促進を図る。

なお このような地域通貨については スタンプ方式 や 商品券方式 および 独、 「 」 「 」 「

自通貨方式」などがあり、またその普及方法についても様々な方法が考えられるが、

詳細については今後検討し、その実現に努めることとする。
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一般に経済振興を支援する事業制度は様々な種類のものがあるが、ここでは国や県およ

び関係団体等が事業制度として制定しているものであり、かつ沖縄県で適用されている事

業制度について取り上げることとする。

これらの支援事業制度は、沖縄県と（財）沖縄県産業振興公社の公式ホームページ「中

小企業 の支援」において一般に広く公開されており、一般事業者および経済関係者が100
いつでも検索し閲覧できるようになっている。このため、ここでは同ホームページを参考

に、これらの支援策を実施している関係機関と「中小企業支援施策」の一覧表を以下に示

す（ 。http://www.okinawa-ric.or/jp/suppot/100h14/L15.htmI）

１．中小企業支援関係機関

（１ （財）沖縄県産業振興公社）

本県産業界の健全な発展に寄与することを目的として設立された公益団体。県内商工業

、 、 、の生産技術の向上及び経営の合理化等を促進するため 設備の近代化 下請取引の円滑化

情報収集・提供、中小企業の活性化、 の促進、創造的中小企業の支援、その他産業TQM
振興に必要な事業を行っている。

〒 那覇市字小禄 番地 （沖縄産業支援センター 階）901-0152 1831 1 4
TEL098 859 6255－ －

http://www.okinawa ric.or.jp/ホームページ -

（２） 沖縄県信用保証協会

、『 』 、中小企業に対する金融の円滑化を図ることを目的として 信用保証協会法 に基づき

主務大臣の認可により設立されている特殊法人。中小企業者の保証人となり、健全な企業

運営のための効果的な資金導入を支援する。

〒 那覇市前島 （沖縄総合リースビル内）900-0016 3-1-20
TEL098-863-5300

http://www.okinawa-cgc.or.jpホームページ

（３）沖縄振興開発金融公庫

沖縄における経済の振興及び社会の開発に資することを目的とした公的金融機関で、沖

縄における産業の開発を促進するため、長期資金を供給すること等により、一般の金融機

関が行う金融及び民間の投資を補完一奨励するとともに、沖縄の国民大衆、住宅を必要と

する者、農林漁業者、中小企業者、病院その他の医療施設を開設する者、生活衛生関係の

第８章 経済振興支援事業制度

第８章 経済振興支援事業制度
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営業者等に対し、一般の金融機関が供給することを困難とする資金の供給を行っている。

900-8520 1-2-26〒 那覇市おもろまち

TEL098-941-1700
http://www.okinawa.kouko.go.jp/ホームページ

（４）中小企業庁

「多様で活力ある独立した中小企業の育成・発展」の中小企業政策理念のもとに、新た

な産業と雇用を創出する担い手である中小企業が厳しい経営環境を克服し、活力ある成長

発展を遂げられるよう、小規模企業から創業・ベンチャー企業まで、多様なニーズにきめ

細かな対応を図っている国の機関。 革命への対応の支援をはじめ、創業・経営革新のIT
促進、経営基盤の強化、中小企業支援体制の一層の充実、中心市街地等中小商業の活性化

に重点をおき、中小企業対策を積極的に推進している。

TEL03-3501-1511
http://www.chusho.meti.go.jp/ホームページ

（５）中小企業総合事業団

中小企業の振興、小規模企業者の福祉の増進及び中小企業の経営の安定に寄与すること

を目的として設置された国の中小企業施策の総合的実施機関。新事業開拓事業、高度化事

業、中小企業信用保険制度、機械類信用保険制度、人材養成事業、情報・技術・国際化事

業、小規模企業共済制度、中小企業倒産防止共済制度、繊維産業支援の各種事業を効率的

に推進し中小企業者の方の事業活動を強力に支援する。

TEL03-3270-2371
http://www.jasmec.go.jp/ホームページ

（６）沖縄総合事務局

内閣府の地方支分部局として設置され、総務部、財務部、農林水産部、経済産業部、開

発建設部、運輸部から組織されている国の機関。沖縄の歴史的、地理的な条件や米軍基地

の存在などの諸事情を踏まえ、沖縄における地域発展のためのきめ細かな施策を統合的、

一体的に推進することを目的としている。

900-8530 2-21-7〒 那覇市前島

TEL098-866-0031
http://ogb.go.jpホームページ

（７）沖縄労働局

厚生労働省の地方労働行政機関として設置され、労働条件の確保、改善、安全衛生と健

康の確保、労働災害の防止等諸対策を進めるとともに、雇用の安定・創出と魅力ある地域

第８章 経済振興支援事業制度
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雇用開発の推進、並びに男女の均等な雇用機会の確保対策等総合的な労働行政を推進して

いる。

〒 那覇市旭町 （おきでん那覇ビル）900-0029 38-8
TEL098-868-003

（８）雇用・能力開発機構 沖縄センター

経済構造の変化に対応した雇用対策を実施するために「雇用・能力開発機構法」に基づ

き、設立された国の指定法人。その地方組織として国の雇用政策の一翼を担い、雇用の創

出と安定に関する各種事業を行うことにより地域における雇用開発と能力開発についての

支援を行う。

〒 那覇市おもろまち （沖縄職業総合庁舎 階）900-006 1-3-25 4
TEL098-862-3212

http://ehdo.go.jp/okinawa/ホームページ

（９ （財）介護労働安定センター沖縄支部）

高齢社会の進展に伴って今後需要の増大が見込まれる介護労働力を確保することを目的

として民間部門に働く介護労働者の総合的支援機関として設立された国の指定法人。介護

労働者の福祉の増進と介護労働者の魅力ある職場づくりをめざして雇用管理の改善、能力

の開発・向上、介護労働者の適正な需要調整のための援助などに加え、介護サービス事業

者への支援も行うほか、図書・情報誌の発行やシンポジウムの開催などを通じて介護労働

の重要性の認識と介護労働者の意識の向上を求めるなど、介護労働者等を支援するさまざ

まな事業を行っている。

〒 那覇市久米 （大同火災久米ビル 階）900-0033 2-2-20 9
TEL098-869-5617

http://www.kaigo-center.or.jp/ホームページ

（10 （社）沖縄雇用開発協会）

企業に対して障害者の雇用に関する維持拡大や高年齢者等に係る問題の解決及びわが国

社会の高齢化への適切な対応に寄与することを目的として設立された公益法人。障害者や

、 、 、高年齢者等の雇用の安定 適切な労働条件の確保 その他福祉の増進に関する調査研究や

事業主に対する相談援助及び資料の収集提供等を行っている。

〒 那覇市東町 （東町会館 階）900-0034 1-1 8
TEL098-864-2455 098-862-3707・

http://www.assoc-elder.or.jp/subsidy.htmlホームページ

（11 （社）全国労働基準関係国体連合会 沖縄県支部）
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各都道府県に設立されている労働基準協会連合会等を会員とする社団法人で、労働基準

法及び同関係法令の普及、適正な労働条件の確保、労働者の福祉の増進等を図るために必

要な事業を行うことを目的として設立された団体。

〒 那覇市港町 （トラック研修会館 階）900-0001 2-5-1 3
TEL098-868-2826

http://www.zenkiren.or.jp/zenkiren//index.htmlホームページ

（12 （財）21世紀職業財団 沖縄事務所）

企業における良好な雇用関係の確立及び女性労働者等の能力の有効発揮並びに福祉の増

進を図ると共に、経済社会の発展に寄与することを目的として男女雇用機会均等法の施行

を機に設立され、沖縄事務所は平成 年 月に開設。女性労働者、子の養育又は家族の5 12
介護を行う労働者及び短時間労働者の能力発揮のための雇用管理の改善、女性労働者等の

職業と家庭生活との両立支援、女性労働者等に係る問題についての政策提言などの諸事業

を行っている。

〒 那覇市久茂地 （日本生命那覇ビル 階）900-0015 3-1-1 5
TEL098-869-9076

http://www.jiwe.or.jpホームページ

（13）沖縄県中小企業団休中央会

中小企業等協同組合法に基づき中小企業の組合を会員として設立された公益法人。通称

「中央会」と呼ばれている。中小企業の組合の設立・運営、金融・税制、労働問題や中小

企業の経営問題等について相談、指導を行っている。また、組合が組合員のために実施す

る活路開拓事業、情報化対策事業等を支援している。

〒 那覇市小禄 番地 （沖縄産業支援センター 階）901-0152 1831 1 6
TEL098-859-6120

http://www.ocnet.or.jp/ホームページ

（14）沖縄県労政事務所

労働時間、賃金、労働争議、労働協約、福利厚生など、労働問題全般について、労使を

はじめ一般県民からの相談を受ける窓口として労働相談所を設けている。また、労働条件

や労働者福祉の向上を図るため、労働に関する各種講習会等を行うとともに、労使関係の

安定促進のために社内コミュニケーション診断を無料で実施している。

904-0032 1389（本 所）〒 沖縄市諸美里

TEL098-932-0625
（那覇分室）〒 那覇市旭町 番地（沖縄県南部合同庁舎 階）900-0029 1 9

TEL098-941-4750
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（15 （財）雇用開発推進機構）

本県の雇用拡大・勤労者の生活安定と福祉向上・バランスのある地域社会の発展を目的

として県、市町村、労働・経営団体が一体となって設立した公益法人。沖縄の勤労者と勤

労者をとりまく社会経済環境に関する総合的な調査研究を行うと同時に、事業者・求職者

・学生等に対する人材育成面での支援、新規採用を伴う新規創業・経営拡大を行う事業主

に対する資金・経営面等での支援を行っている。

〒 那覇市字小禄 番地 （沖縄産業支援センター 階）901-0152 1831 1 7
TEL098-859-6140

http://www.empact.or.jpホームページ

（16）八重山地域中小企業支援センター

八重山地域の中小企業支援のため、県内４番目に設立された産業支援センターの一つで

石垣市商工会のなかに設置されている。地域資源を活用した特産品づくりや観光開発を目

的としたむらおこし事業、法律に基づき小規模企業の事業活動を支援するための施設を設

置する基盤施設事業など、地域の産業おこしの支援事業を行っている。

〒 石垣市浜崎町 （石垣市商工会内）907-0013 1-1-4
TEL 09808-2-2672 FAX 09808-3-4369

http://www.i-syokokai.or.jp/ホームページ
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２．沖縄県における中小企業支援事業制度一覧
沖縄県公式ホームページ「中小企業１００の支援」より――

助成金 融 資 相 談 指 認定推 そ

奨励制 貸 与 導 ア ド 奨制度 の制 度 名 支援・実施機関名
度 等 投 資等 バイス 等 他、

講習等

育児・介護休業者職場復帰プログラム実 21世紀職業財団 ○

施奨励金

育児・介護雇用環境整備助成金 21世紀職業財団 ○

育児・介護費用助成金 21世紀職業財団 ○

事業所内託児施設助成金 21世紀職業財団 ○

パートタイム助成金 21世紀施薬財団 ○

自由貿易地域那覇地区へ入居 県企業立地推進課 ○

沖縄県工業立地促進条例に基づく補助金 県企業立地推進課 ○

新製品・新技術企業化促資金 県経営金融課 ○

中小企業金融安定化特別保証 県経営金融課 ○

観光リゾート振興資金 県経営金融課 ○

季節資金 県経営金融課 ○

経営振興資金 県経営金融課 ○

高度化資金（企業合同事業） 県経営金融課 ○

高度化資金（共同施設事業） 県経営金融課 ○

高度化資金（工場共同化事業） 県経営金融課 ○

高度化資金（工場等集団化事業） 県経営金融課 ○

小規模企業対策資金 県経営金融課 ○

組織強化育成資金 県経営金融課 ○

体質強化資金（組合共同事業対策融資） 県経営金融課 ○

体質強化資金（経営安定策貸付） 県経営金融課 ○

体質強化資金（地域振興対策貸付） 県経営金融課 ○

中小企業事業振興資金 県経営金融課 ○

倒産防止のための支援措置 県経営金融課 ○ ○

中小企業等共同組合制度 県経営金融課 ○

小規模事業のための経営改善普及事業 県経営金融課 ○

診断指導事業 県経営金融課 ○

高度化資金（小企業集団化事業） 県経営金融課 ○

高度化資金 小売商業店舗等共同化事業 県経営金融課 ○（ ）

高度化資金（小売商業等商店街近代化事 県経営金融課 ○

業）

高度化資金（商店街整備等支援事業） 県経営金融課 ○

高度化資金（施設共同利用事業） 県経営金融課 ○

高度化資金（施設共同利用事業） 県経営金融課 ○

高度化資金（店舗集団化事業） 県経営金融課 ○
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物産貿易振興資金 県経営金融課 ○

技術・市場交流プラザ事業 県工業工芸振興課 ○

依頼試験制度 県工業エ芸振興課 ○

技術相談制度 県工業エ芸振興課 ○

工業所有権制度の普及奨励事業 県工業エ芸振興課 ○

知的所有権センター事業 県工業エ芸振興課 ○

沖縄県中小企業製品開発補助金制度 県工業エ芸振興課 ○

地場産業等振興対策費補金（製品開発） 県工業エ芸振興課 ○

地場産業等振興対策費補金（人材育成） 県工業エ芸振興課 ○

地場産業等振興対策費補金（販路開拓） 県工業エ芸振興課 ○

継続雇用定着促進助成金 雇用開発協会 ○

高年齢者雇用環境整備奨励金 雇用開発協会 ○

障害者の雇用促進等を図る事業主に対す 雇用開発協会 ○

る助成

中小企業退職金共済制度 県労政福祉課 ○

社内コミュニケーション診断（R CS） 県労政福祉課 ○

中小企業労働相談 県労政福祉課 ○

沖縄県育児・介護休業者生活資金貸付制 県労政福祉課 ○

度

沖縄県労働者住宅建設資貸付制度 沖縄開発金融公庫 ○

沖縄創業者等支援資金緊急特別貸付 沖縄開発金融公庫 ○

沖縄特産品振興資金 沖縄開発金融公庫 ○

沖縄農林漁業経営改善資金 沖縄開発金融公庫 ○

沖縄農林畜水産物等企業化支援資金 沖縄開発金融公庫 ○

環境衛生資金 沖縄開発金融公庫 ○

漁業基盤整備資金 沖縄開発金融公庫 ○

産業開発資金 沖縄開発金融公庫 ○

生業資金 沖縄開発金融公庫 ○

中小企業資金 沖縄開発金融公庫 ○

農業経営基盤強化資金 沖縄開発金融公庫 ○

マルケイ資金融資 沖縄開発金融公庫 ○

沖縄離島経済活性化貸付 沖縄開発金融公庫 ○

中山間地域活性化資金 沖縄開発金融公庫 ○

新規産業創造技術開発費補助金 沖縄総合事務局通産部 ○

創造技術研究開発費補助金 沖縄総合事務局通産部 ○

産業再配置促進費補助金 沖縄総合事務局通産部 ○

介護労働者雇用管理研修助成金 介護労働安定センター ○

介護労働者雇用時福祉助成金 介護労働安定センター ○

介護労働者福祉施設助成金 介護労働安定センター ○

機械類整備等償還利子補給事業 雇用開発推進機構 ○
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起業化償還利子補給事業 雇用開発推進機構 ○

地域小規模事業化支援事業 雇用開発推進機構 ○

高度技術者交流促進事業 雇用開発推進機構 ○

産業人材育成支援事業 雇用開発推進機構 ○

情報産業人材育成支援事業 雇用開発推進機構 ○

中小企業高度化人材確保助成金 雇用促進事業団 ○

中小企業雇用創出人材確保助成金 雇用促進事業団 ○

受給資格者創業特別助成金 雇用促進事業団 ○

建設教育訓練助成金 雇用促進事業団 ○

雇用管理研修等助成金 雇用促進事業団 ○

自主的能力開発（受講環境整備奨励金） 雇用促進事業団 ○

自主的能力開発（長期教育訓練休職制） 雇用促進事業団 ○

中小企業雇用創出等能力開発給付金 雇用促進事業団 ○

雇用促進融資（教育訓練施設融資） 雇用促進事業団 ○

雇用促進融資（高年齢者職場改善） 雇用促進事業団 ○

雇用促進融資（社宅） 雇用促進事業団 ○

雇用促進融資（福利厚生施設融資） 雇用促進事業団 ○

小企業雇用環境整備奨励金 雇用促進事業団 ○

インキュベート事業 県産業振興公社 ○

起業家育成事業 県産業振興公社 ○

コンサルティング事業 県産業振興公社 ○

沖縄県アクションプログラム推進資金 県産業振興公社 ○

創業者支援資金 県産業振興公社 ○

創造的中小企業創出支援事業 県産業振興公社 ○

機械類貸与制度 県産業振興公社 ○

設備近代化資金 県産業振興公社 ○

設備貸与制度（一般割賦ハイテク割賦） 県産業振興公社 ○

設備貸与制度（ハイテクリース） 県産業振興公社 ○

経営支援アドバイス事業 県産業振興公社 ○

産業情報化事業 県産業振興公社 ○

下請企業振興事業 県産業振興公社 ○

TQM促進事業 県産業振興公社 ○

人材育成事業（産業振興基金事業） 県産業振興公社 ○

中小小売商業情報提供事業 県産業振興公社 ○

福建・沖縄友好会館入居案内 県産業振興公社

対外経済交流事業 県産業振興公社 ○

エネルギー環境対応情報提供事業 県産業振興公社 ○

エネルギー使用合理化設備導入促進指導 県産業振興公社 ○

事業

中小企業経営革新支援事業 県産業政策室 ○
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中小企業創造活動促進法に基づく支援 県産業政策室 ○

商業基盤等施設整備事業 県商業貿易課 ○

中小企業流通業務効率化促進事業 県商業貿易課 ○ ○

県物産の宣伝紹介及び販路拡大事業 県商業貿易課 ○

物産振興対策事業費 県商業貿易課 ○

地域中小小売商業共同化・情報化推進事 県商業貿易課 ○

業費補助金

中小小売商業流通情報ネットワーク開発 県商業貿易課 ○

事業

中小商業輸入品販売促進事業（輸入品フ 県商業貿易課 ○

ェア）

沖縄若年者雇用開発助成金 県職業安定課 ○

地域雇用開発助成金 県職業安定課 ○

特定求職者雇用開発助成金 県職業安定課 ○

地域雇用開発アドバイザー 県職業安定誅 ○

高齢期就業準備奨励金 県職業安定果 ○

雇用調整助成金 県職業安定課 ○

職場適応訓練費 県職業安定課 ○

自己啓発助成給付金 県職業能力開発課 ○

認定訓練助成事業補助金 県職業能力開発課 ○

認定訓練派遣等給付金 県職業能力開発課 ○

能力開発給付金 県職業能力開発課 ○

中小企業労働力確保法に基づく支援 県職業能力開発課 ○ ○ ○

宜野湾市商工業振興資金 県中小企業団体中央会 ○

組合情報ネットワーク化現地指導事業 県中小企業団体中央会 ○

個別専門指導の実施 県中小企業団体中央会 ○

職場体験講習会事業（緊急地域就業促進 県中小企業団体中央会 ○

プロジェクト）

生活福祉資金貸付制度 県福祉保険政策課 ○

地域総合整備資金貸付制度 県離島振興局地域振興 ○

課

中小企業雇用創出雇用管理助成金 雇用促進事業団 ○

福利厚生助成金 雇用促進事業団 ○

特例事業場労働時間短縮奨励金 全国労働基準関係団体 ○

連合会沖縄県支部

エネルギー使用合理化技術開発に係る委 中小企業総合事業団 ○

託費

課題対応新技術開発事業に係る委託費 中小企業総合事業団 ○

課題対応新技術研究調査事業 中小企業総合事業団 ○

中小企業創造基盤技術研究事業 中小企業総合事業団 ○
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シンポジウム「いしがきの経済―２１世紀の展望」議事録

シンポジウム後のアンケート調査・集計分析結果

石垣市経済振興プラン 研究会等名簿一覧

参 考 資 料
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シンポジウム

いしがきの経済 世紀の展望―２１
議 事 録

コーディネーター 

■小濱 哲 名桜大学教授【観光学の専門家・21 世紀八重山経済プラン執筆者】

パネリスト 
■宮城弘岩 ㈱沖縄物産企業連合社長【流通・貿易の専門家、元沖縄県商工労働

部長】 

■稲垣純一 国際電子ビジネス専門学校長【情報通信産業の専門家】 

■大屋一弘 農業生産法人（有）ファーマー社長【琉球大学名誉教授】 

■小沢 聖 国際農林水産業研究センター沖縄支所上席研究官【農林水産業の専

門家】 

■島田長政 島田農園代表者【石垣市農業委員、熱帯果樹生産者】 

■比嘉幸秀 漁業者【八重山漁業協同組合理事】 

 

共催：石垣市経済懇話会[石垣市商工会、石垣市観光協会、ＪＡ八重山、八重山漁協、八重山建産連、石垣市

農業委員会、八重山青年会議所、八重山経済人会議、石垣市特産品振興会、外]（予定） 

後援：八重山毎日新聞、八重山日報、石垣ケーブルテレビ、琉球放送、沖縄テレビ、琉球朝日放送、ＮＨＫ沖

縄放送局、琉球新報、沖縄タイムス（予定） 

参 考 資 料
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シンポジウム

いしがきの経済― 世紀の展望２１
～人が元気 まちが元気 島も元気～

2002年1月24日（木）17：30～19：30日 時

石垣市民会館中ホール場 所

石 垣 市主 催

石垣市経済懇話会【石垣市商工会・石垣市観光協会・八重山郡農業協同組共 催

合・八重山漁業協同組合・八重山建設産業団体連合会・石垣市農業委員

会・八重山青年会議所・八重山経済人会議・石垣市特産品振興会・外】

（予定）

八重山毎日新聞・八重山日報・石垣ケーブルテレビ・琉球放送・沖縄テレ後 援

（ ）ビ・琉球新報・沖縄タイムス・琉球朝日放送・ＮＨＫ沖縄放送局 予定

主催者挨拶 大濱 長照（ 石 垣 市 長 ）プログラム

経 過 報 告 高木 健（企画開発部長）

司 会 進 行 外間 允信（地域振興室長）

パネルディスカッション

小濱 哲（名桜大学教授）コーディネーター

宮城弘岩 （株）沖縄物産企業連合社長パネリスト

稲垣純一 専修学校国際電子ﾋﾞｼﾞﾈｽ専門学校長

大屋一弘 農業生産法人（有）ファーマー社長

小沢 聖 国際農林水産業研究センター沖縄支所上席研究官

島田長政 島田農園代表者

比嘉幸秀 八重山漁業協同組合理事

《主催者挨拶》

いしがきの経済－２１世紀の展望

石垣市長 大濵 長照

会場の皆様、今日は大変お忙しい中を大

勢ご参加いただきまして、心からお礼申し

上げます。

また、パネラーの先生方にはご多忙中に

もかかわらず、私たちの要望にお応えいた

だきまして、今日は錚々たる顔ぶれのパネ

リストを迎えることができました。厚くお

礼申し上げます。

現在、石垣市の経済をどうするかという

ことで石垣市では「経済振興プラン」を策
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定中であります。その目的は振興の方向性

を明らかにし、それを抽象的な論議に終わ

らせるのでなくどうすれば実現できるか、

あるいは実行できるかということをはっき

り示すというところにあります。

今日、日本の経済は大変重い症状にかか

っておりまして、いかにも重病であるとい

うことはもう皆さん方もはっきりとお分か

りの通りであります。

経済成長がマイナス方向に向かうという

ことでありまして、大量の失業者、そして

株価等も 年来の一番低い値を記録し1960
たということを昨日のニュースが報じてお

りました。

こういうことは明らかに今、日本の経済

社会が極めて重病であるということです。

いわゆる高度成長病の合併症といいます

か、様々な病理現象が現れてきておりまし

て、これをどうするかということが大変重

要なテーマとして各市町村、国さえ構造改

革ということで押し迫ってきている状態で

あります。このままでは将来重態のままこ

の社会はどうなるのか、心配が先にたって

おります。こういう中で石垣市はなんとし

ても独自のプランをつくり、経済成長を高

めていきたいとうことで今日このように専

門の方々にお集まりいただき、パネルディ

スカッションを開くことになりました。

話は変わりますが、今中国経済は極めて

急成長しておりまして、オリンピックがよ

ていされております 年頃までには二2008
桁の経済成長が続くだろうと思われます。

逆に言いますとそういう国があると、その

他のすでに高度成長を成し遂げた国は同様

には伸びてはいかないということでありま

して、そのことを踏まえ私たちは、世界経

済を見る必要があるのではないかと思って

おります。

先般、全国市長会の派遣で中国政府の招

きで 名ほどの訪問団作って 日ほど行8 10

ってまいりました。そのときに、どの都市

でも大変な開発が進んでおりまして、しか

も世界中の企業がやってきているという状

況をみてまいりました。また、中国政府で

は優遇税制を積極的にとっておりまして、

どのまちでも活気があっていかにも今勢い

よく、まさに成長していると目でみて分か

るというような感じがしました。建物も中

国風ではなくて、すでに欧米社会の雰囲気

をしていますし、高級な様々なブランドが

デパートではいくらでもありました。街の

中は高級車が走っています。そういう現状

を見てきますと、私たちは本当にこれから

真剣に自分たちの街の経済の建て直しをし

ないとこれじゃ、やっていけないというよ

うなことを痛感してきたわけであります。

また、一方私たちの石垣市の独特な、あ

るいは有利な条件を活かしてどういう産業

経済を興せばいいかという中で、よくいわ

れているのが沖縄の健康とか長寿をテーマ

とした産業経済でありまして、よく薬草な

どが取り上げられます。

今回、西寧という町へ行きましたが、そ

こにはチベット医学研究所がありまして、

研究所だけでなく病院を併設して、実際に

臨床的にチベット医学で患者を治療すると

いうところを見てきました。

そこでは、本当に大変な数の薬草や鉱物

資源が展示されておりましたし、大変驚い

たことにそれぞれが商品化されていまし
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て、薬をつくってその薬で患者を実際に治

療するというところを見てきました。

今私たちの沖縄で薬草がいろいろと言わ

れておりますけども、それをどのようにす

ればいいのかということを非常にヒントを

得てきたような気がいたします。

これから石垣市も薬草園あるいは薬草栽

培に有利な条件を活かして取組む計画をも

っているわけですけども、ただ植えるだけ

でなくてそれを実際商品化して大きな市場

に出て行くということがこれから求められ

る重要なヒントだなと思いました。

昨年の 月に石垣市は機構改革をしまし4
て、企画開発部をつくり、農林水産部を設

置しました。今県内の 市町村で農林水53
産部があるところは我が石垣市だけであり

まして、あとは沖縄県と総合事務局に農林

水産部があるだけです。一方、大多数の都

市では、農林水産部はむしろなくしまして

それを経済部に編入するというようなこと

をしています。しかし石垣市では、どうし

ても亜熱帯地域を生かした物を生産する都

市にしようということで、付加価値の高い

農産物をあるいは水産物を生産していこう

とそういうような体制を整えてまいりまし

た。またそれを戦略的に進めて行くのが企

画開発部でありまして、こういった市役所

のこれからの 世紀に向かう考え方もい21
ろいろと皆様に示していきたいと思ってい

るところです。

これからの社会、まち、経済は、本当に

流通で物を売る仕組みをどう組み立ててい

くかということについて行政も深く関与す

べきだと思われます。

このことも含めまして、農林水産業の第

一次産業の上に観光産業が成り立つという

考え方、さらには、建設業ではこれからは

自然を回復する土木建設業あるいは自然そ

のものを再生させていくといった、そうい

うタイプの土木を進めるという考え方が必

要であると思われます。国もそう言ってお

りますし、そういったものを導入するなか

で今石垣市が抱えている赤土の問題などに

も対応していくことが可能だと今考えてい

るところです。

今日は先生方にいろいろと専門的な立場

からそれぞれ大変貴重な話が拝聴できるも

のと期待をしております。このシンポジウ

ムでいろんなことを学びながら是非今後の

市政の上にも行政としても取組んでいきた

いと思います。また、ご参加の皆様方の真

剣なご意見をフロアーから頂戴できればと

思っております。

パネリストの皆様方に心から感謝申し上

げましてこれから開催させていただきま

す。

よろしくお願いいたします。
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《経過報告》

石垣市経済振興プランの取り組み状況

企画開発部長 高木 健

皆さんこんばんは！ 新年明けましてお

めでとうございます。石垣市では 年2002
の幕開けに「石垣市経済振興プラン」の計

画案を皆様に報告し、そして多くのご意見

をいただきながら、即実効性のあるプラン

づくりを目指してがんばって参りました。

シンポジウムに当たりましてその経過に

ついて簡潔に説明させていただきます。

、 。経済は生き物で 常に変化しております

そして経済はグローバル化していきます。

私たち行政にあるものが常に指摘されてい

ることは、経営感覚、経営感覚であり、経

済活動をどのように展開していくかという

ことであります。

そこで、本経済振興プランでは、経済の

総論的なものはもういいだろ、私たちは各

論、具体的な経済施策を皆様にお示ししな

ければならないだろうということで、重点

プロジェクトを 項目準備してあります。8
今回、幸いにして多くの有識者や市民代表

の英知を結集してプランの大枠ができあが

ってまいりました。

お配りしてありますレジメにも簡単に示

してありますが、基礎資料の収集・整理・

分析、市役所内におけるワーキングチーム

による検討を行いまして、コンサル業務を

（株）国建に委託し、経済振興プラン有識

者研究会を 回開催しております。3
この有識者研究会は、今日ステージにお

られる先生方と石垣市観光協会の池間義則

さんと私、それから東京農業大学の発酵学

の権威者・教授小泉武夫先生の 名で組10
織いたしました。

それから石垣市経済懇話会を 回開催い3
たしました。山田隆一商工会長を座長にし

て 名で構成する経済懇話会におきまし16
て検討を行って参りました。

このように審議を重ねて 月には正案と3
して市民の経済活動に役立てられるものと

期待しております。

どうぞひとつ私たちの経済振興プランが

石垣市の繁栄の上に役立つことを祈念し

て、簡単ではありますけれど概要説明とさ

せていただきます。ありがとうございまし

た。
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パネルディスカッション

小浜 哲

本日のシンポジウムのコーディネーター

を務めさせていただきます名桜大学の小濱

でございます。今日は私を含めましてご覧

のような先生方に登壇頂きまして、これか

ら石垣の経済について話をしていこうと思

っております。

私もパネラーを兼務しまして後からちょ

っとだけ自分の考えを述べさせていただき

ます。

それでは、最初に私の方からお名前だけ

を紹介させていただきます。

まず、元沖縄県商工労働部長をされ、そ

の後沖縄県物産公社におられ、流通部門に

大変造詣が深い現在沖縄物産企業連合社長

の宮城弘岩先生です。

そのお隣はすでにテレビ等で皆さんご存

知だと思いますけれども沖縄県のＩＴを引

っ張っていらっしゃる稲垣純一先生です。

現在は国際電子ビジネス専門学校の校長先

生をなさっております。

それからそのお隣は元琉球大学農学部の

教授で、現在は琉大の名誉教授をなさって

おりまして、退官なさっとあと石垣に戻ら

れて、現在は（有）石垣島ファーマー社長

をなさっている大屋一弘先生です。

それからそのお隣が、現在石垣市の農業

委員をなさっていて熱帯果樹等について大

変ご造詣が深い島田長政さんです。

続きまして国際農林水産業研究センター

沖縄支所で上席研究員をなさっている小沢

聖 さんです。
きよし

最後になりましたが一番端っこにお座り

の方が皆さんよくご存知だと思いますが、

八重山漁業協同組合理事の比嘉幸秀さんで

ございます。

それでは、始めにパネラーの皆さんには

現在どのような仕事や活動をなさってい

て、それぞれの分野から石垣市への係わり

ですとか、思いとかいうようなことを自己

紹介を含めまして 分程度でまとめてお話3
しいただきたいと思います。

私の近いところから恐縮ですけども宮城

さんの方からよろしくお願いいたします。

宮城 弘岩

ご紹介していただきました宮城でござい

ます。多分ご存知の方もいらっしゃると思

いますけど、銀座のわしたショップからス

、 、 、 、タートしまして札幌 東京 名古屋 福岡

沖縄、台湾と一応幅広く沖縄の物産を展開

してきました。今また別組織でそれを展開
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中でございますが、本日は私の経験とそれ

から知識といいますか、体験の中から石垣

市はここまではできるでしょうと、そして

そこまでやらないと本物にはなりませんよ

というような提言をさせていただきたいと

思います。

稲垣 純一

こんばんは稲垣でございます。

那覇で専門学校の校長をしておりますけ

ど、校長になってまだ 年ですけども、沖3
9 3縄に来てからは 年になりました。今度

9 4月に卒業させる学生が 年目の学生で、

月に入ってくる学生から 年目というこ10
とになりました。それまでは東京で、所属

は広告会社でしたけれども担当得意先が大

手のコンピューター会社とそれから大手の

通信会社、といっても一つしかなかったの

ですが、そこを担当しておりましたんで、

もう 年あたりからＩＴの普及啓蒙と1980
あるいはマーケティング、あるいは説明書

を書いたり学校をつくったり、テレビ番組

をつくったりというようなことをずっとや

っておりました。

年に沖縄に参りまして少し長く居た93
いなあと思っておりましたら、幸いに皆さ

んによくしていただきまして、そのまんま

年もいるということですけども、石垣に9
は那覇に住み着く前からアジア民俗芸能際

がありまして、あれが私は非常にすばらし

いと思って実は毎年来ておりました。

ただ東京からあれだけを目的に来る人と

いうのは客としては 人かそこらでしか10
おりませんで、ボランティアの方はたくさ

んいましたが、なんでこんなすごいことが

もっとうまくいかないのかなあと思いなが

ら、もった居たいなあと思いながら何年か

通ってまいりました。

沖縄のなかでも特に思い出深い石垣でご

ざいますので、これから自然・産業・文化

バランスとりながらどういうふうに発展さ

せられるのか皆様と一緒に考えたいと思っ

ております。よろしくお願いいたします。

大屋 一弘

年前に琉球大学を定年退職いたしまし3
て現在石垣に住んでおります。必要があり

まして柄にもなく有限会社石垣島ファーマ

ー社長をやっておりますが、もともとこち

らの出身でありまして、平真小学校 年卒8
業です。その時の小学校は 年までありま8
した。その後、大浜実業高等学校というの

がありまして、シニアの方ではそういう名

前を覚えておられるかと思いますが、新制

中学校が出来る前にあったわけです。そこ

の実業高校を 年出まして農林高校に行っ1
たり、琉大に行ったりしてそれからちょっ

とハワイ大学、ミシガン州立大学に行った

りしまして琉大に 年務めたことになり35
ます。
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一番思い出深いのは、若い時というか子

供の時に受けた印象ですね。大浜実業高等

学校というのが一週間に 回、今からいう2
と非常にいい学校でしたね、一週間にたっ

。 、た 回ですから 後の 日は山学校するか2 5
本当は毎日田んぼや畑に使われたんです

が、そういう難儀な思い出がありますけれ

ど、石垣市に帰ってきて遊ばないで農業の

真似事でもするかというとで始めましたと

ころ、トラクターがあったりして昔と違っ

て非常に楽に出来るということで感心して

いるんです。ところが実際やってみると、

それはそれなりにいろいろ難しいところが

あると痛感しているわけですが、そういう

ことを通して自分の今までの職業で得たノ

ウハウも多少ありますので、今日はそうい

うことを通して「石垣市経済振興プラン」

にお話をしたいと思います。

小沢 聖

国際農研の小沢聖です。皆さん熱研と言

った方が親しみやすいと思いますが、私そ

こで上席研究員というのをやっておりま

す。ただし、 時を過ぎると上席とは周り5
に呼ばせません。せめて 時までです。私5
が今やっている仕事は暑さ、乾燥、台風、

そういう災害に強い作物づくりという仕事

を手がけています。

もともと生まれは東京ですが最初にこの

道に入って就職したのが、実は小笠原諸島

です。そのころ東京都の農業試験場の職員

やっておりました。その後、盛岡・東北農

業試験場というのが当時あったのですが、

そこに 年いまして、一昨年こちらに来10
10ました。幸いかな小笠原でも盛岡でも

年ずつ仕事ができました。なんとか若い頃

小笠原でやり残した仕事を石垣でやらせて

いただければと思っております。

今日は少し私の今やっている仕事を紹介

しますので、興味のある方は気軽に遊びに

来て下さい。

島田 長政

嵩田でマンゴ作りをしています島田と申

します。よろしくお願いします。

私はこの島で生まれた華僑の二世です。

両親が台湾から昭和 年に移住してきま10
して、私は昭和 年に生まれ、物心つい20
たころからパインの下で育ちました。だか

ら戦後パインを一番早く食べ、たくさん食

べて育ちました。石垣島のパインは世界で

一番おいしい果物だと思っている一人で

す。

ずーと枇杷を作ったりマンゴを作ったり

果樹園芸に係ってきましたけれども、この

シンポジウムでこの島であるいは沖縄で果

樹を作ればこういう特異性があるのだよ、

こういう利点があるのだよ、というような

話を後ほどしたいと思います。
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比嘉 幸秀

皆さんこんばんは。現在八重山漁協の理

事をしています比嘉と申します。

自己紹介ということですが、私はＵター

ンして 年目です。 年東京の方で電気9 13
計装設備設計をやっていたのですが、現在

は沖合そね漁場での一本釣り、特にマチ類

関係などを対象とした一本釣りをして、大

体一航海の操業は 泊 日です。2 3
次にこれまでどのような活動をしてきた

かということですが、帰ってきて石垣の海

2が汚れているのじゃないかということで、

点ほど環境問題で提起して、ある程度いい

方向に進んでいると思います。一つは石垣

市の生活排水溝が漁港内にあったのです

が、これをグループ活動をすることによっ

て賛同者や協力者が増えて、八重山漁協が

平成 年のセリ市場開設に向けていい方10
向に進んでいったと思います。

それともう一点は、今問題になっている

赤土問題ですけれども、私が青年部副部長

だった平成 年にその当時の県環境保健部9
の大見謝氏を招き赤土の勉強会をしまし

た。そして翌年には沖縄本島で赤土問題を

グループで活動している沖縄市漁協の浅見

さんを呼ぶことによって地元のダイビング

協会や一般市民といろいろ協議しながら活

動してきました。それが現在の石垣島周辺

赤土防止協議会につながったんではないか

と思っております。

これは現在はうちの組合の仲田さんと佐

伯さんが中心になってやっていると思いま

す。私としては、私の仕事場である沖合い

そね漁場の資源管理型漁業の取り組んでお

ります。この件は、特に県外船、郡内船の

先島海域での操業について現在一本釣り研

究会と県と一緒に協議している最中です。

本日のシンポジウムでは現状報告になる

と思いますがよろしくお願いいたします。

小濱 哲

私の方もちょっと自己紹介させていただ

きます。

名桜大学の小濱でございますが、その前

は琉球大学法文学部経済学科におりまし

た。大学の先生になりましたのは横浜の大

学が最初だったんですけど、琉球大学に引

っ張って下さったのは東江先生だったんで

すが、その東江先生が定年退職なさるとき

に、新しく「大学をヤンバル」におつくり

になるというもんですから東江先生のとこ

ろに「おめでとうございます」と挨拶に行

きましたら「何を言っているんだ、君も一

緒にやりたまえ」と言われまして 「君が、

その観光産業学科を作れ」ということでし

たので、それ以来名桜大学の設立に係わっ

てまいりました。そういったご縁で、かれ

。これ沖縄に 年近くいることになります15
名前が小濱といいますので、長い間私は

八重山出身と名乗っていたんですけど、実

は長野県出身でして、これも企業秘密だっ

たんですけども、そういうふうに言わない

となかなか最初沖縄の方というのは、話を

聞いてくれなかったということもあります

。 、 「 」けども しかし 九州の小濱性は おばま

というふうに発音いたしますので 「こは、

ま」というように正音で発音するのは八重

山だけだと思います。長野は海がない山ば

っかりなので、先祖はきっとここから出て

行って長野の山を耕した人だろうなと思っ
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ております。

そんなご縁があるかどうか、何年か前に

石垣市のリゾートマスタープランを作ると

きの委員もお引き受けいたしました。それ

から竹富町では自治省が行った調査研究を

いたしましたし、その後学生を連れて竹富

町あるいは西表島等につきましてもいろん

な研究・調査もさせていただいておりま

す。

また、八重山ということでは、与那国に

つきましては、旧運輸省、現在の国土交通

省ですがリゾートアドバイザーを引き受け

まして与那国の観光リゾートの振興のあり

方などにつきましても係ってきておりま

す。

このたびは八重山経済人会議の大浜代表

率いる皆さんと、それから南西地域活性化

3 21センターの福井上席研究員と 人で 「、

世紀八重山経済プラン」というものを提案

しました。そんなご縁で、私が先ほど高木

部長からもご説明のありました有識者研究

会の座長も引き受けているところです。

さて、今日は、テーマであります「いし

がきの経済－ 世紀の展望」という、市21
長が長年あたためておられたこれからの石

垣のステップアップの方法論につきまし

て、各パネラーの皆さんからお考えを聞こ

うという趣旨でございます。

それでは、早速皆さんのご意見をお伺い

していきたいと思います。

先ほどは、宮城さんから自己紹介をいた

だきましたので今度は、比嘉さんの方から

こちらに向かって一人 分ぐらいの持ち時8
間で行きたいと思っております。もし長く

なるようでしたら合図が出るようですけど

も、それでも終わらない場合は、私の方か

ら回り込みますのでお気を悪くなさらない

ように、速やかに話をやめていただきたい

と思っております。

では、比嘉さんの方からよろしくお願い

いたします。

比嘉 幸秀

世紀の石垣市の経済振興を図る上で21
水産業の立場から、今後の漁業振興を考え

た場合、どうしても物流・流通問題を提起

しないとならないと思います。

また、これからの飛躍材料としては、観

光産業といかに結びつけるかにかかって来

ると思います。

まず現状の流通状況の話をしながら進め

たいと思います。

八重山地域における主な生産物は鮮魚・

ソデイカ・モズク等があり、鮮魚の 割、7
ソデイカ・モズクの 割が、消費地である9
本島の市場や県外の市場での販売となり、

鮮魚のほとんどが航空機による輸送となっ

ています。過去 カ年間の平均をとると約3
トンの輸送量です。仮に発泡スチロ－750

ル 箱 入り（正味 ／氷 ）を1 15kg 12kg 3kg
那覇の市場へ出荷したとします。容器代が

円、運賃の那覇－石垣間が約 円400 1,150
となり容器代・運賃の輸送コストが合計

円となる。その他に漁連・漁協・荷1,550
。受人の販売手数料が ～ 必要です13 13.5%

仮に 箱 円の売上があったとしま1 10,000
す。輸送コスト 円、手数料 円1,550 1,300
で合計 円となり手取りが とな2,850 7,150
る。しかしそれから燃料代・餌代・氷代・

資材代などの経費などが引かれる。
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ここ数年水揚げ量の減少・魚価の低迷等

などが続き漁業者自身も、今まで ～ 年1 2
使用していた漁具類を ～ 年使用した3 4
り、整備業者などに依頼していたエンジン

整備を自分たちで整備したり経費の削減に

努力しています。

ここで仮に運賃を 円削減できると年10
間、約 万円、 円で約 万円の生750 20 1,500
産者の利益につながる。このことに石垣市

が輸送コストの軽減となる何らかの支援が

できれば全産業の起爆剤になりうると思わ

れます。

現在、那覇－東京間の輸送を通常運賃の

～ 割安い運賃で利用している業者もあ3 5
るという話しも聞かれますし、これはコン

テナ輸送ができるためなのかも分かりませ

んが、もし新空港ができ保冷コンテナ輸送

ができれば鮮魚も容器を発泡スチロールか

ら紙箱に変えることにより大幅なコスト削

減につながると思います。

平成 年 月現在、漁協の組合員数は13 3
名で県内 位の組合員数です。また漁475 1

獲生産量も県内 ～ 位の漁協でありま1 2
す。ここ数年水揚げ量の減少、魚価の低迷

などが続き漁獲生産だけでは難しい状況と

なり、水産物に付加価値を付けた加工品の

必要性、また年間 万人ともいわれる観60
光客を相手とした遊漁・観光漁業などの取

組などが上げられていますがなかなかうま

く進行していないのが現状です。

特にモズクに関しては平成 年度に約11
トンの生産量があり、平成 年度に1,100 12

は トンの計画を立てていましたが現1,500
実は需要がなく、約 トンに止まり、今500
年は割り当てが決まらない状況です。

モズクは原料の安定供給が可能で、品質

管理さえ行えばこれからの加工産業で伸び

る要素があります。そのことから、まず手

始めに漁協と行政で地元学校給食への取り

入れ協議を持ちどのような商品、どのよう

な価格、また取扱量などの要望を確認し、

漁協・加工業者・生産者などとの商品開発

等の勉強会、協議会などを開くことにより

良い商品ができ、またホテル業界への売り

込みも可能となり、観光土産としての定着

につながると思います。

現在、漁協の販売課を中心に加工業者・

生産者など横のつながりを強化し実現へ向

け計画中です。

また、遊漁・観光漁業への取組も現在は

遊漁主体（パヤオ釣り・グルクン釣り）な

ど個人的に受けて活動している方が 数20
名程いますが、ある程度グル－プ化をする

ことにより安定した顧客の獲得につながる

可能性を秘めており、何回か議題として上

がるがなかなか進行しないのが現状です。

一つの要因としては、厳しいながらまだ漁

獲生産で生活ができているからだと思いま

す。

しかし私たち漁業者も捕る漁業から遊ば

せる、見せる漁業へ少しずつ意識改革しな

がら観光産業と共存共栄できる体制を図り

つつ、資源管理型漁業に取組み、また青年

部、各研究会などで協議会、勉強会などを

開き、新しいものづくりをしなければなら

ない時期にきていると思います。ここ数年

来、貿易の自由化が進み水産加工品の輸入

が多大に増え厳しい条件下にありますが観

光産業と結びつなげることで後継者育成に

つながればと思っています。ちなみに漁協
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の平均年齢は 歳です。 代が 名54.4 60 138
と一番多く、 代以上が約 を占めて60 44%
います。

小濱 哲

レジメに比嘉さんの思いが書き込まれて

おりますので皆さんもよくお読みになって

下さい。物流・流通問題それから非常に生

々しい事例も含めてご説明になられまし

た。また、最後の観光との係わりのところ

につきましても、ご提言がありましたので

詳しくはお読みになって下さい。

では、次に島田さんよろしくお願いいた

します。

島田 長政

1981私は農業の話をさせて下さい 私は。

年ころから果樹園芸に携わってきました、

かれこれ 年越します。その経験の中か20
ら、この石垣島という空間は果樹園芸をす

るのには非常にいくつかの有利性をもって

いると思っていますので、私の意見として

話をさせて下さい。

まず、亜熱帯農業が出来る、限られた地

域であるということです。ご存知の通り日

本列島は南北に キロ伸びています。2,000
沖縄県が一番南で、お隣の鹿児島県とも海

を隔ております。海を隔てて海の空間が農

業の出来ない部分ですから亜熱帯農業がで

きるのはただこの沖縄県だけということに

なります。これが第一の利点です。

その次の第 番目の利点が、ミバエ類が2
いないということです。熱帯農業、亜熱帯

農業が出来る空間は赤道を挟んで南にも北

にも広がっておりますけども、その熱帯農

業が展開できるところのどこにもミバエ類

が生息しています。これは、国際的には国

際植物防疫協定があるそうで、日本には植

物防疫法というのがありまして、そのウリ

ミバエのいる地域から日本の市場に完熟果

実を無条件で入れることは出来ないことに

なっております。皆さんご存知の通り、沖

縄にもミバエはいました。ですが、国が莫

大な費用とたくさんの労力をつぎ込んで昭

和 年にはミカンコミバエ、それから平61
成 年にはウリミバエを根絶しました。そ5
れで、晴れて沖縄は日本の市場に無条件で

生鮮果実を持ち出せることになったわけで

す。

先ほど私は世界のどこにもみんなミバエ

が棲息しているといいましたが、というこ

とからして亜熱帯農業ができて、そしてミ

バエがいなくて日本の市場に生鮮の完熟果

実を持ち込めるのはこの空間だけというこ

とになります。これが第 の利点です。2
第 の有利性は、私は 億人の市場であ3 1

るとレジメに書きました。実は沖縄県の耕

地面積は全部で 万ヘクタールです。石垣4
市は 千ヘクタールです。限られたこの生5
産空間で 億人の市場を持っているという1
ことが、どれだけ凄いかということをお隣

の台湾と比べて話させて下さい。

まず、台湾という島は、九州と大きさが

ほぼ同じであります。人口が 万人い2,300
ます。耕地面積が 万ヘクタールという80
ことになっております。

あの島は果樹王国でいろんな熱帯果樹が

あります。いや熱帯果樹だけでなく温帯果

樹もあります。だからパラミツなどからリ

ンゴ、梨まで作られておるわけです。その
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中から熱帯果樹としては一番ポピュラー

な、例えばマンゴとかレンブとかレイシと

か、そういう 品目の栽培面積だけを拾い6
出してみます。

、 。まず マンゴが 万ヘクタールあります2
それからレイシが ヘクタールあり12,000

、 、ます リュゥーガンが ヘクタール11,600
レンブが ヘクタール、グゥワバが8,300

ヘクタール、パパイヤが ヘク7,100 4,100
タール、パインが ヘクタールありま8,900
す。これをたすと 万ヘクタールになりま7
す。

4先ほど私は。沖縄の耕地面積は全部で

万ヘクタールと言いましたから、台湾では

この代表的な熱帯果樹だけで沖縄県の全耕

地面積の 倍はあるわけであります。1.5
ところが、台湾はこれだけの面積に作っ

ている果樹を外に持ち出すことが出来ませ

ん。ミバエがいるからです。売るところが

ありません。自国内で消費しているわけで

す。 万人の人口で、それに比べたら2,300
沖縄は 万ヘクタール、石垣は 千ヘクタ4 5
ールですから、それだけでしかできないの

に 億人の消費人口が海を隔てて、しかも1
自国内にあるということです。こういう生

産空間は東南アジアどこ探してもないとい

うことです。これは大変ないい条件だと私

は思っております。

番目にこちらが観光地であるというこ4
とです。沖縄が本土復帰する前、鹿児島県

の与論島にはたくさん人がきていたそうで

す。ところが沖縄が本土に復帰してしまう

と、与論島には誰もいかなくなったそうで

す。石垣島に移ってきた。それはなぜだと

思いますか。石垣島が一番南の島だからで

す。

一番南の島ということで多分宮古と比べ

ても石垣島に観光客が多いのは一番だから

です。旅に行こうとするときに 番南の島2
に行こうという発想をする人はあまりいな

いと思います。この一番ということが石垣

のネームバリュームを生み出していると思

います。このネームバリュームを農業と結

びつけて、あるいは宣伝に使うことは非常

に大切だと思います。

今いいことばかりを言ってきましたが、

問題点を一つ言います。私は、昭和 年61
に枇杷の出荷を始めましたけども 年で10
潰れました。市場競争に負けた原因が輸送

中の傷みでありました。新空港は今場所が

決まっておりますけれども、順調にいって

も後 年かかると言われています。だか10
ら一日も早く作ってほしいのはもちろんで

すけども只今現在でも、毎年私たちは出荷

をしていますけども綱渡りをしているよう

な気持ちで過ごしています

どういうことかといいますと皆さんご存

知でしょうか。石垣島の飛行機は雨が降っ

たら荷物の積載を制限いたします。満席に

なっても積載制限します。もちろん台風が

来たらしょうがありませんけども、ちょう

どマンゴ、パインや魚などの一番夏場の貨

物の多い時期に中体連などがあって満席に

なる日が非常に多いんです。

観光客もよく来て下さいます。とにかく

満席になったら積載制限をされて積み残し

がでます。ですから、それを解決しないと

後 年そのまま置くと育つべき産業も育10
たなくなると思います。今私が可能性があ

るといった産業はみんな生鮮食品でしかも
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船で輸送するには時間がかかって、ダメだ

から航空機を使わなければなりません。け

れども毎年毎年そういう積み残しを出して

、 。は経済的な損失 信用度の損失が莫大です

だからそれを何とか解決できるように行政

の皆さんもよろしくお願いいたします。

それからもう一つ、熱帯果樹類の農業は

ウリミバエが根絶されてから始まった産業

ですので、栽培技術の基礎研究がまだなさ

れておりません。ですから育種を含む品種

選抜ができる熱帯果樹試験場を石垣島に作

って栽培技術の研究を行い、早急にレベル

アップをして、いいものを作ってグルメの

お客さんに提供することができるようにな

れば島は活性化すると思います。

小浜 哲

島田さんありがとうございました。非常

に熱いお話だったと思います。

では、続きまして小沢さんよろしくお願

いします。

小沢 聖

それでは、私はＯＨＰを使って話をさせ

ていただきます。

島田さんが、いわゆる稼ぐ農業の問題を

話されましたが、農業生産を発展させる上

で実は稼ぐ農業を進めて行くと逆のことも

起きるという、へそ曲がりの話を紹介した

いと思います。

私が前いた盛岡での話です。いなくなっ

たから悪口をさんざん言っていいと思いま

すが、岩手県というのは急激に夏野菜の産

地となりました。東京への出荷額というの

はどんどん鰻登りで 年に 億円しか1970 3
なかったのが、 億円を超えるようなと120
きもあった。ところが逆に今度は盛岡市へ

流通する県内産の野菜の割合がどんどん減

ってきた。

現在は東北 県の県庁所在地で最悪で6
す。これは何かというと東京へ東京へとパ

イプを作るから、地元に物が落ちなくなる

のです。農業経済を発展させるのはいいの

だけど、これをやってしまうと元も子もな

くなります。実は今、岩手県盛岡市の経済

圏だけで岩手県から東京都全体に送り込む

野菜の金額を食べてしまった。この政策は

なんだったか、というと結局は運送会社と

農家は儲かったけど、県民は儲かっていな

い。そのために多額の税金が使われたわけ

です。これからは、税金というのはそんな

に豊富じゃないのだから農林行政を進める

に当っても少なくとも総合的に地域全体が

豊かにならなければいけない。例えば石垣

で考えれば、やはり赤土問題など解決する

総合政策でなければいけないということが

言えます。

次に、これをやっていくと農家が実はば

かになります。これは、ホウレン草の方を

例に取りました。ホウレン草というのはど

ういうのが美味しいかというと、葉が厚く

てごわごわしていてずんぐりしたのが美味

しい。これを つの評点表に分けて生産者3
と消費者を比べてみたものです。これも盛

岡でやった実験です。

黒い方が評点が低い、ここのところが評

点が高いほうです。そうすると、どうでし

ょう生産者の方が 点から 点多い、消費0 1
者の方が美味しいものは見分けられる、生

産者は分からなくなる。これは、何かとい
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うと生産者は農協が、あるいは経済連がこ

ういうものを作れ、と言われて作ったもの

がいいものだと錯覚します。消費者という

のはいろんなところの商品食べられますか

ら、ちゃんと自分で比べる目ができる。こ

ういう風に大きな問題が逆に大量流通に起

きないように必ず気をつけていかなければ

ならない。

次ぎにとかく、過疎地で問題になる話で

す、これは岩手県の例ですけども、横軸に

人口をとっていて縦軸に消防団員の数をと

っています。一番高いのが乗法寺町という

小さな町ですけど、 が消防団員、消防7.6%
団員というのは女はいなく男だけです、爺

さんはいっぱいいるわけです。労働可能人

口の 分の が消防団員、自治会の役員だ4 1
とか農協の役員だとかそういうのを含める

と専用農家がこれでは成り立たない。これ

も行政が一つ必ず気を付けなければならな

いことです。地域の役職役割というのもだ

んだんと合理化していかないといけないと

いう例です。

農業の生産性、経済率を高めようとする

と、とかく行政は女性に期待します。これ

は、秋田県のある農村での例です。農家と

非農家の女性で何が生活の負担を感じます

か、ということですが、実は農家女性が農

作業に負担を感じているのです。というこ

とは、女性にあまり農業というのを期待し

てしまうとパニックになる。あまりむちゃ

なことを要求するととんでもないしっぺ返

しを家庭で受けることになります。

さて、現実にこれは岩手県の山形村とう

いうところでの話です。ここは真冬は日中

でも氷点下になるところです。そこのハウ

スで菜っ葉を作る技術を東北にいるときに

作って、それを現実に導入した例です。そ

この人達は冬に何を食べていたかというこ

とですが、秋に収穫したもの、あるいは干

したもの、あるいはほとんど食べない、ほ

とんど冬場は野菜は食べていない。そこに

野菜ができればこれは皆喜んでどんどん作

るだろうと、思ってまず導入試験をしてみ

ました。ハウス一棟というのは アールで1
。 。す だいたい皆一棟だけ試しに作ってみた

来年はこれだけ導入したから増えるだろう

なあと思ったら、実は増えなかった。同じ

面積でいいよという人が だった。ただ50%
減らすという人より増やすと人が多かっ

た。では、なんで 年目、何にも冬に菜っ1
葉ができないのができるようになってみん

な喜んでもっと増やさなかったのかなあ

と、理由を聞いてみたわけです。これがな

るほどと思うんですが、農家のお母さんた

ちはなにを喜んだかというと、周りに分け

て喜ばれたことを喜んだということです。

次に食生活が豊かになった、仲間との話

題ができた、適当な運動になった、収入に

なったというのが、 だけです。これは12%
何を物語るかというと、女性を農業に引き

込もうとするときにむちゃをしてはいけな

い。まずは、家庭菜園程度から始めなけれ

ばいけないということがいえると思いま

す。

島にとって家庭菜園、これはばかにした

。 、もんじゃありません まず台風がきたとき

、 、例えば那覇に台風が来た 飛行機が止まる

そのときのセイフティーガードですね。も

。 、ちろん経済的なプラスがあります それと

当然、働いて面白い、仲間と話が出来て、
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配って面白い。あるいはホーチカルチャー

・テラピーというのは健康的な概念があり

ます。さらに新しい作物を作るときのトレ

ーニングにもなります。そういう意味で、

家庭菜園というのは非常に島にとって大事

なことだと思っております。

現実に例えば東北地方では、家庭菜園か

らとんでもない活気ある企業ができたよう

なものがいっぱいあります。あるお母さん

の漬物が非常に美味しかった、それで、作

ってみたら売れて売れてしょうがない。そ

こで企業を作った。

さて、そういったことが行政に出来るで

しょうか。いくら石垣市でも私は、無理だ

と思います。それには、今までの行政シス

テムというのを変えていかなければならな

いと考えます。簡単に、技術と研究と社会

と言うのを考えるとこうとこういう構造に

なっています。とかくこれまで研究からあ

るいは行政の技術からトップダウン・トッ

プダウンで来た。ところが 月に熱帯農10
学会があったときに、インドネシアのニー

ゼス先生が来て 名言をはいています 研、 。「

究はトップダウン、技術はボトムアップ」

と、すなわち、家庭菜園をやるような人が

いっぱい増えて、ボトムアップが増えると

どんどん技術が進んでいく、もっともっと

人をいっぱい巻き込んで人のアイデアをと

りこんで、行政がサポートするのが理想で

。 、はないかと私は思います そういう面では

今回特許を取ったパパイヤの栽培法、あれ

は模範的な行政の仕事だろ思います。

さて、我々みたいな研究の立場というの

はどういうサポートができるか、それは専

門家としてのサポートです。

（ＯＨＰで図を示しながら）これは、ネ

ットだけでできている家庭菜園のシステム

です。屋根がないので、雨はとおりますけ

ど水をやる必要はありません。ここにトマ

トが中と外にありますけども中の方がずっ

とよく育ちます。

これは、 ㎡千円ぐらいでできます。こ1
れの構造は柱を打ってあってそこにグラス

ファイバーのパイプを曲げて刺してあるだ

けです。何とかこれを来年度、石垣市の協

力でモニター家庭を選んで出してみたいと

思います。島田さんたちの方とも絡むこと

ですが、今我々がやっているトレンチハウ

スですが、これもグラスファイバーを使っ

ております。これは特許が絡むので要旨に

は書いてありませんが、実は地べたに出て

いるのは、これだけですけれど、地べたの

中にこういうハウスがあると。これは、私

は台風対策の極め付きであると思っており

ます。

小濱 哲

農家の奥さんが農作業を負担だというの

は僕も意外でした、好きでやっているのか

なと思っていましたら、そうじゃないいん

だね。大変勉強になりました。

大屋 一弘

このレジメの ページに私の主張が述べ3
てあります。今晩のシンポジウムは市民の

21叡智を結集し表題の いしがきの経済－「

世紀の展望」ということについて議論を深

め、その成果を石垣市の経済振興プランの

策定に寄与することですが、それにつきま

して私の考えを次の 点に絞って述べてい2
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きたいと思います。

まず、一番目が農産加工業の振興をすべ

きだということです。

経済の振興は、基本的に人や物の動きに

よって大きく左右されると考えます。人の

動きについてみると、観光産業が多くの人

を動かすのに極めて有効でありましょう。

人が動くと自然にお金も動き、観光地の経

済に潤いがもたらされるからです。石垣市

が観光に力を入れているのも尤もなことで

す。しかし、観光には受身の部分があり、

これが大きくネガティブに影響することが

あります。去年 月ニューヨークにおける9
同時多発テロ以来の全県的観光不況がまさ

にそれです。また、観光による人の動きの

大部分は一過的です。観光に来た人が石垣

に留まって産業的、あるいは文化的活動を

することは皆無でないまでもかなり稀で

す。

観光以外の人の動きについて石垣には利

点があります。先ほども島田さんが言われ

たように、石垣島は一番南の島ということ

で、各官庁の出先機関が石垣にたくさんあ

ります。そこで勤務する方々はそれぞれの

分野のノウハウを積んでいる筈ですから、

その人達も石垣の知的資源として活躍して

貰えます。

物の動きについてみると、沖縄県の産業

構造は第三次産業、サービス産業の比率が

、 、大きく これが全体の 分の 近くを占め3 2

物の動きの原動力となる第一次、二次産業

は弱小の位置にあるといわれます。

しかし、県内の他地域に比べ石垣市（石

垣島）は熱帯性亜熱帯性気候のもと山あり

川あり、広い平坦地ありと地勢（フィジォ

グラフィ）に優れるため、第一次産業のう

ち農業には非常に適した条件を備えていま

す。

第一次産業のうち水産業については門外

漢のため言及出来ませんが、農業に限って

言うと熱帯性作物は比較的容易に、豊富に

作ることが出来ます。問題は消費地への輸

送コスト、販路、輸入農産物との価格競争

などです。しかしこれらの問題は栽培品目

の選択、栽培時期の調節などの工夫で充分

でないまでもなんとかクリア出来るのです

が、最も困るのは規格外産品です。病害虫

や気候の影響で外観の悪いものは全て規格

外となりその量は莫大です。この規格外産

品を加工して販売価値のある製品にするこ

とが出来れば捨てないで済みます。

その他石垣島で豊富に生産できる薬草類

も加工してかさ張らないものにするなど、

農業につながる第二次産業の加工業を盛ん

にすれば移出販売による物の動きは大きく

なり、経済が活性化すること必須でありま

しょう。

ついこの間、テレビで紹介されていまし

たが、最近、不況不況と言われている中で

全国的に一番所得の伸びがいいところの市

町村の紹介がありました。和歌山県のある

山村では梅干の加工に力を入れ、所得を伸

ばしています。また、鳥取県のある町では

ラッキョウを栽培して、ラッキョウの加工

を強力にやって所得をどんどん伸ばしてい

ます。いずれも加工産業の充実発展に力を

入れています。

、 。次に 大学の新設または誘致であります

まちの活性化には若者が必要です。若者に

は行動力と柔軟な思考力が期待出来るから
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です。沖縄県では大学は全て本島に集中し

ており、宮古・八重山はないがしろにされ

ています。宮古・八重山の高校生は大学進

学のためには沖縄本島か県外に行くしか道

はありません。父兄の費用負担は大変なも

のです。

石垣に大学を新設または誘致するには県

外や県内の既存の大学とは異なる特徴を持

たせる必要があります。教育・研究の内容

は農業立地に恵まれた石垣に相応しい農業

関係とし、さらに我々が熱帯的離島条件で

難渋している短所を逆に長所化する実践的

内容に絞る方が良いでしょう。

学生は宮古の 高校と八重山の 高校の3 3
みでなく、アジア・太平洋諸島の学生も対

象とし、名称は太平洋島嶼農業（技術）大

学（パシフィック（アイランズ）アグリテ

ックカレッジ）などが考えられます。講義

の一部またはすべてを英語で行い国際性を

持たすなどの特徴を加えれば、県外の学生

も興味を持ってやってくるでしょう。大学

の経費には日本政府が低開発国に出してい

る開発援助資金の一部を当てて貰えないで

しょうか。

石垣に大学ができれば、その大学と石垣

島にある国際農林水産業研究センター、西

海区水産研究所、県農試、県水試などの研

究者、さらに西表島の琉大生物圏研究セン

ター、東海大学沖縄地域研究センターなど

の研究者との研究交流が進み、大学の内容

充実が期待されます。

最後に身近に大学があれば石垣の高校生

の勉強意欲も総じて高まると確信しますの

で、是非大学設置（誘致）検討委員会を設

けて検討して頂くよう提言致します。

小濱 哲

農産加工の話とそれから大学院大学とい

うことを含めてなんでしょうが、大学の設

置、誘致という話をお伺いいたしました。

続きましては、農業の話が つ続きまし3
たところで、今度はＩＴのお話です。

稲垣 純一

少し大雑把な話から行きますけれどもこ

こ 年、日本の経済は殆ど不況が続いて10
いてちょっと上がるときもありますけれど

も下がるときもあって、 年間でトータ10
ルしますとゼロ成長です。

昔の高度成長の時というのは、人の真似

をして人と同じようなことをやっていれば

一様成長できたわけですよね。高度成長じ

ゃなくて、低成長だって人並みのことをや

っていれば人並みの成長ができたわけで

す。ところが今ゼロになっている。ところ

、 、がそのゼロというのは プラスの人もいて

マイナスの人もいて平均するとゼロです

よ。

そうすると、人と同じことをやっていた

んでは停滞・衰退ですよ。つまり、人と違

うことやらなければいけない、独自性を出

さないと絶対に成長はできない、どんどん

衰退していくというふうに考えざるをえま

せん。

沖縄県全体に来年度から始まります新し

い振興計画というのは、ＩＴと観光を柱に

据えてやっていこうということなんですけ

ども、例えば観光のことを先に考えまして

も、インドネシアにバリ島というところが

ありますけどもバリ島は皆さんご存知です
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かというと、行ったことがあるかたは少し

しかいませんけれども名前ぐらいは知って

いるんです。ところがバリ島へ行って沖縄

を知っていますかというと誰も知りません

よ、 人のうち1人も知りません。それじ10
ゃ沖縄で、バリ島知っている人にバリ島の

面積は沖縄本島の何分の のですか、何分1
1 3 1 4の の人口ですかと聞くと 分の かな、

分の かなと言うんですけども、とんでも1
ありません。沖縄本島の 倍の人口 万3 300
人が 倍の土地に住んでいるんです。そし4
て、世界の観光地です。

沖縄は観光で生きていこうとしています

けども、世界の観光の中では大変ちっぽけ

な誰も知らないところです。よっぽど独自

性を強く出さなければいけない。沖縄全体

がそうなんですから、ましてや石垣はよっ

ぽど強烈な個性を出さなければいけないと

いうことをまず申し上げたいと思います。

どんな個性を出せばいいかということは

これからの皆さんのご議論ですけども、私

が単純に考えますと、それは石垣というの

はどんな島ですかと聞かれたら一言で、健

康の島です。なにが健康なんですか。自然

が健康です。まちが健康です。人が健康で

す。じゃあみんな病気が少ないんですね。

。 、そうです 体が健康なだけではありません

心も健康です、頭も健康です、健康の島で

すから石垣にいらっしゃい、これくらい単

純な石垣のピーアールをしていかなければ

いけません。これがブランド戦略の基本で

す。特定の農産品にマークを作ってシール

を貼ってこれがブランド戦略と思っていた

ら違います。オール石垣のブランド戦略を

強力に展開しなければいけないということ

を、申し上げておきたいと思います。

そして、それがあって初めてＩＴがそれ

を実現するための道具として生きてくるの

です。ＩＴがあればなんでもできるという

。 。ことはありません たんなる道具ですから

考えがよくて、努力をすればそのための道

具として、ＩＴはいかようにも我々に力を

与えてくれる、ということなので、その使

い方の方が大事ということをまず申し上げ

ます。

ここ一年、ＩＴ不況と言うことが言われ

ておりまして、ここ ～ 年景気が悪いの2 3
はＩＴ産業がダメなお陰だと言われます。

アメリカもそうですし、日本もそうなって

おります。しかし、アメリカでゴールドラ

ッシュの頃を思い出して下さい。西部開拓

史、アメリカ東部ではなかなか生活がうま

くいかない方は、ロッキー山脈を越えて、

金が掘れるということで、皆西部へ行きま

した。そのときに最初に大儲けをした者は

誰か、これはスコップ屋の社長なんです。

あたりまえです。金を掘るにはスコップが

いります。西部に行った人は皆一人 本ス1
コップが必要だったんです。ところがこれ

が行き渡ってしまったら、もうスコップは

これ以上売れません。折れたときにしか売

れない。だからスコップ屋が不況になるの

はあたりまえなんです。これからスコップ

を使って、本物の金をとる。それがこれか

らのＩＴ時代と言うものであって、コンピ

ュータ屋さんが景気が悪い、ネットワーク

屋さんがやれ人員整理だいうことで、ＩＴ

時代が終わると思ったらとんでもありませ

ん。そのことを申し上げたいと思います。

最近ここ 年、台湾に 回ぐらい行って1 3
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いますが、台湾のＩＴ業界を成功に導いた

有名人 人ほどにお会いしました。その方5
々は、皆さん日本語も上手で「東京には何

回行っておりますか」と伺いますと 「何、

十回も行っています」と言うことが普通の

答です 「アメリカには何回行っています。

か」と聞くとこれも「何十回も行っていま

す」と。じゃ「沖縄は近いから何回かおい

でになっているでしょう」と言いますと、

ショックなことに前回私がお会いした 人3
は 人とも一度も台湾から沖縄へ来たこと3
がない。石垣島だけではなくて、沖縄本島

。「 。に来たことがない 何でこないんですか

沖縄は今、マルチメディアアイランド構想

というのを立てて、みなさんが来るのを待

っているんですよ」と言いますと 「自分、

は仕事が忙しいから行けない」と言うんで

す。つまり、沖縄というのは年をとって引

退したら遊びに行くところだ、と。仕事で

行くところではないというふうに思われて

いる。それぐらい、日本のＩＴ、特に沖縄

のＩＴと言うのはまだまだちっぽけなもの

だと認識しておかなければいけません。

ところがある社長が「自分は沖縄は大好

きで何回も行っている」というアニメーシ

ョンを作っている会社の社長がいました。

沖縄に是非工房を作りたいという夢も私に

語ってくれましたので 「これは沖縄本島、

でもいいですし、近い石垣でもいいじゃあ

りませんか、是非応援しますので作りまし

ょう」と言ったら、いろいろ県の支援策と

かコスト計算をしてうまくいかないという

ことで、まだ計画が進んでいません。

そこで私が考えるには、人材育成に絡め

た企業誘致というのがあるんじゃないか

と、例えばその会社の方々は皆社長が好き

ですから、沖縄がいい所だということは知

っているんです。

その台湾のアニメーション会社の例えば

保養施設であり、同時に人材育成施設であ

るようなところを作ります。私は専門学校

2をやっておりますので、学生はほとんど

年です。 年で 割以上県内で就職はして2 9
おりますけれども、これからはもっと高い

技術が必要です。 年、 年の学校に通う3 4
のは経済的に負担が大きいという方も多

い。それでは、 年で卒業したらその施設2
でタダ働きをする、大変高度な技術は身に

つくけれども、授業料は払わなくていいん

です。その代わり給料は1年間か 年はと2
らない。

こういう形であれば、台湾の企業を沖縄

あるいは石垣に誘致してくることができ

る。人材育成にもなって、その技術を身に

つけた人間がまた高度な沖縄のＩＴを作っ

ていく。台湾と組むということは沖縄にと

って非常に重要なことではないかと思って

おります。

中国本土の方はどうかといいますと、人

口は 億人と発表されておりますが、大13
浜市長も最近おいでになったようですが、

実は戸籍に登録されていない方もあっても

っと人口は多いといわれております。仮に

億人が正しいとしましょう。所得はま13
だまだ日本に追いついていないと思われて

いますが、とんでもないことです。

億人のなかの は大変なお金持ちで13 5%
50%す。10パーセントはそれに続きます。

は確かに平均ですから日本よりだいぶ下、

それよりさらに下が 、そして極貧の状10%
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態が 、当然こういう山型になっており5%
ます。トップの の人の収入と言うのは10%
これから数年のうちに一家の年収が1千万

を越します。 億人の内の1割と言ったら13
1億 千万人です。その人たちが1千万の収3
入のある家庭の人になります。

、 。これは上海地域や深セン 北京中心です

わずかな地域でしかありますけれども1億

千万人が平均1千万の収入があるという3
のは、これは日本がもう一つあるというの

と同じではありませんか。

しかも沖縄に近い、石垣に近い、このマ

ーケットをどう生かしていくかということ

。 、を真剣に考えなければいけない それには

那覇や九州や大阪や東京ばかり見ていない

で、中国を見るということの大事さがあろ

うかと思います。

先ほど大屋先生が大学を石垣にと提言さ

れましたが、私も大賛成です。ただそこま

では道のりが少しありますから、私の提案

は専修学校を石垣市にという提言でありま

す。一つできたけれどもどうもうまくいか

ないらしいという話を聞きました。

確かに、石垣はリゾートが一番目玉です

からそれに関する専門学校を作ったら全国

から学生が来るんじゃないか。これは違い

ます。まず、石垣に必要なのは普通のビジ

ネスの専門学校、そこを出ればどのビジネ

スにでも就職できるようなコンピューター

と経理とマナー、そういったものをきちん

とするビジネス系の専修学校が必要です。

しかし、島内 高校の卒業生、進学組は3
みんな本土に行ってしまうそうですが、そ

こに専修学校をつくって入学者がいるんだ

ろうかと思われるかも知れませんが、確か

に数字を見ますと進学者が 、就職が55%
、ところが無業者が もいるんです25% 20%

ね。この人たちは進学はしたいけれども経

済的にむずかしいと言う方が多いわけで

す。そして就職をされている方も本当は進

学をしたかったんだけども難しかったと言

う方があるんです。それがもし島の中に専

修学校があれば、高度な勉強をすることが

できます。

経営が本当に成り立つのかと言う話があ

るかもしれません。例えば、たまたまうち

の学校で言えば つの学校がグループにな4
っておりまして ほどのコースがありま25
す。そのうちの 年の課程を全部合同で石1
垣でやる。 年になったら半年間那覇で、2
我々が寮を用意しますからそこで専門の部

分、 に別れてあと半年そこで過ごす。25
残り半年は企業に早期入社をしてそこでＯ

ＪＴという形も取れると思います。

あとは土地建物といった関係で市のみな

さんとどういう協力関係がつくれるかとい

うことで、夢は決して夢ではありません。

それから、申し上げたいことは、そうや

って教育が充実したときに島の中で産業を

新しく育てて行かなければいけない。その

ときの産業支援センター、あるいは企業支

援センターのような若い人たちが、この島

で産業を興すための支援ができるようなセ

ンター、これが是非必要だと思います。

ここまでお話をした上で、さあＩＴをど

う使いますか、という話にしていただかな

いとＩＴを持ってくれば島の経済が成り立

つというのは話が、逆転だというところま

で申し上げて終わりにします。

小濱 哲

よくわかりました。ＩＴ不況といって落

ち込んでいてはいけないんですね。このＩ

Ｔ、スコップを使って皆さんで金を掘りに

行かないといけないと思いました。

最後になりましたが宮城さんよろしくお

願いします。
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宮城 弘岩

今から約 年程前、私が物産公社をつく8
ったときに、物産をつくっている大きな企

業は約 社ありました。今どのくらいあ220
るかというと約 社あります。つまり年930
間 社ぐらいの事業所や企業が生まれて100
きた。この 社が今、かりに 人づつ雇930 4
っているとすると約 人の雇用ができ4,000
たということになります。その 社が約930

万円ぐらい出荷していると仮定しま7,000
すと約 億の産業ということになりま720
す。こういった私の実績をもとにこの現実

の厳しい世界での石垣市をみてこうした方

がいいんじゃないでしょうかと言う話をし

たいと思います。

つまり、どのリーダーも、経済界だろう

があるいは行政のリーダーだろうが最大の

役割は、この地域にどれだけの付加価値を

つくれるかということです。付加価値があ

って初めてそこで飯が食える、行政ができ

るということになります。

これは公共工事を持ってきてもかまわな

いし、観光産業を持ち込んでもいいし、あ

るいは農水産業を伸ばすのもいいし、ある

いは別の産業を持ち込んでくるのもいい。

結論はそこにいかに付加価値のある産業

をつくっていくかというのがテーマになり

ます。少なくとも今、デフレの時代です。

これからもっと厳しくなると思います。

そして、日本の方向を見ていきますと、

例えば、建築土木産業が一昨年の水準で約

までもっていこうという方向にありま27%
す。だから厳しいと見た方が正解と思う。

そして、原点に帰りますと、やっぱり農

水産業およびそれの製造業をおろそかにす

る地域には豊かさはありえない。だからい

かに私の論理からいくと、石垣の産業を考

える場合には、この地域だけに目を向けて

いると発展はしないだろうと思う。少なく

とも先ほどから話がありますように、台湾

ぐらいあるいは本土ぐらいを視野に入れて

活動をしないといけないだろうと思う。

そこで、今回みなさんに特に提案してい

きたいのは、その背景として先ほどのアメ

リカのテロ事件の話もでましたように、私

は観光はもうそろそろ限界じゃないかなあ

と思います。つまり、産業構造を観光主流

から農水産業の付加価値のあるものに切り

替えていくときに来ている。つまり、いつ

までも観光、観光と言っていると、やばい

ですよ。

お分かりの通り、観光産業というのは非

常に外部に左右されやすい。自分たちでは

どうにもならない。蛇口は外側にある。そ

して、もしもこの地域が本土並みの所得が

欲しいということであるならば、観光はあ

きらめた方がいい。

と言うのは、例えばこの前新聞で発表さ

、 、れているように 観光で働いている人々は

大体掃除をする人々、観光施設で働いてい

る人々、あるいは車の運転手もいるかも知

れませんが共通しているのは、非常に給料

の安い方々が働いているのが分かります。

それに対して若い人が魅力を持つかという

というと、もたないです。

20そして今 現実に沖縄では賃金の安い、

才から 才の人々が働いています。この25
人々がだんだんと年をとって 、 才に28 29
もなるともう働かないです。そうすると給

。 。料はない なぜなら付加価値が非常に低い
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観光産業というのは、具体的にいいます

とホテル・旅館とかサービス産業がメイン

になります。あるいは、ショッピングセン

ターなどですよね。そうすると、例えば、

いわゆる農水産業ベースにした製造業の粗

利益を にしますと観光は 、利益に100 75%
すると にしかならない。だからより、57%
レベルの高い給料のもらえる産業をつくっ

ていかなければならない。

観光産業を必ずしも否定はしません。こ

れを複合的にどう伸ばすかということを今

日、提案したい。国際的にみると大体一人

当り平均所得が、 ドルから ド3,000 5,000
ルぐらいが一番必要な産業です。これは、

韓国でも台湾でも香港でもそうでした。シ

ンガポールもそうです。だから発展段階の

ある産業としては非常にすばらしい。それ

以降、給料、付加価値利益のある産業を求

めるならばやっぱり体質をかえていかなけ

ればいけないだろうと思思います。

これは皆さんにアドバイスとして聞いて

ほしいのですが、たとえ観光がメインにな

ったとしても、その力の入れ方は のう10
ち地元は とした場合、あとの は本土向2 8
けに展開すべきだと思う。先ほどから農水

産業の話がでましたけど、観光相手に売る

とすると、 ぐらいが地元だとすると、後2
の は本土か、もしくは台湾に売らないと8
いけない。そうすることによって、はじめ

て競争力がつく。より次元の高い産業構造

をつくれるだろうと私は思っています。し

たがって、私は台湾に県産品をだいたい月

百万円ぐらい輸出しています。さらにこ6
れからもっともっと出て行くと思っていま

す。

あまり時間がありませんので、結論を先

に申しあげますと、やはり本土の首都圏に

地元の農水産物の加工物を展開すべく拠点

をつくるべきだと思います。それにプラス

これに観光分野ですよ。ちなみに銀座わし

たショップにツーリストを置いてあります

800が、そこで売られているチケットは約

人から 人分です。一つのホテルが成1,000
り立ちます。つまり向こうで紹介して展開

していかなければならない。

だから相乗効果が生まれてくる。そのよ

うに拠点を持って地元の産品を売ってい

く、あるいはマーケティングを展開してい

く。その中で物流問題、物流問題を解決し

ていかなければならない。

時間がないので申し上げにくいのです

が、具体的に言うと、いわゆる物流問題で

は、例えばうちでもそうですが、今朝 時7
に注文を取ったら午後 時までには全国に2
配達するようにしています。注文をとって

から 週間か 日かかるというのでは、1 10
相手にされない時代になっています。これ

ができるところが売れて生き残って行くと

いう現状になっています。

こまかく話しができませんが、要するに

本土展開のできる拠点を作っていく。その

ための、何を売って行くか、なにを作って

いくか、あるいはどういうことを展開して

いくかが大事です。私の体験を言いますと

ショップでもいいですけれども、とにかく

拠点を作って展開しようということです。

それからもう一つ提言ですが、台北市に

石垣市の事務所を作るべきだと思います。

これからは、地元のものが売れていく時代

です。現に私の経験から申し上げますと、
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非常にいいマーケットになりつつありま

す。だから、沖縄のものが近くにあって売

りやすいというのはここです。

おわかりの通り、なんとか物は作れるの

です。これをマーケッティングして売って

いくということになると約 倍から 倍の3 5
時間と金とエネルギーが必要です。だから

今はこの面に注目していくべきだと思いま

す。観光は否定していませんよ。これはこ

のままでいいですけど、これよりさらに付

加価値のある産業を作っていこうと、その

ためには本土展開、台湾展開をしていく必

要がございますとよということでありま

す。

それに対して、行政の役割は民間が競争

力をつけていくことを支援することです。

輸送問題、輸送コストをどうしていくかと

いう問題がありますけれど、行政にお願い

したいことは、例えば花卉園芸でも、いか

に輸送コストを安くしてくれるかというこ

とです。那覇から石垣までの運賃は、那覇

から台湾までの運賃の約 倍もあります。2
いずれにせよ、地元だけをみていたら将

来はないですよと。本土展開は是非考えて

やっていただきたい。必要でしたら私もお

手伝いしましょう。ということで私の話の

区切りとさせていただきます。

小濱 哲

私にはちょっと耳の痛いお話しでしたが

・・・。新しい付加価値産業をどう作って

いくかということ、それから特に後半でお

話しなさった部分、いかに外に市場の近く

にという意味だと思いますけど、拠点を設

けて事務所展開をして物を動かしていくか

ということが大事だというご主張でござい

ました。

私も自分の意見を少し言おうかなと思っ

ておりますが、観光リゾートの重要性、そ

れから観光産業の振興というところだけを

つまんでみようと思います。

皆さんは、石垣市が観光立市である、あ

るいは石垣・八重山が観光地域であるとい

うことを感じていらっしゃると思います

が、漠然かもしれませんが、何で観光なん

だろうかということ考えたことあります

か。なんで観光をしているだろうかという

素朴な疑問なんですが、みなさんは海がき

れいだからとか、空が青い、海がきれい、

あるいは竹富町に代表されるような伝統的

なものが残っている。それから稲垣先生か

らもお話しがありましたが、芸能などが進

んでいますよね。それで観光やっているん

、 。だと こうお答えになるのかなと思います

しかしながら今、経済的な地域振興とい

うことを考えますと、その方法というのは

つしかない。 つは、その地域のなかで2 1
生産されるものを外に出して、その対価を

もらう。つまり、経済的な振興というのは

外からいかにお金を取ってくるかというこ

とですから、そういうようなやりかたです

よね。戦後の日本もドイツも、現在の韓国

も、そういう経済振興の方法をとってきて

いますよね。

もう一つは、その地域の中に人々を呼ん

できて通過している間に消費を誘導してい

くというやり方です。これが観光です。観

光で地域を振興していく場合には、その地

域に人が来てくれるだけの魅力がないと始

まりません。それからその地域を通過して
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いる間に、消費を誘導出来るような物がな

いとこれも話しになりません。経済振興す

るにはこの つの方法しかないのです。2
1沖縄県全体でいいますと、沖縄県は第

次振計から第 次振計、今新振計の検討を3
していますけれども、最初はパイナップル

とサトウキビを作りましたよね。これは、

日本国内の経済の中では対外的な競争力を

もつ非常に優秀な生産物だったわけです。

ところがＧＡＴがあったり、ウルグアイ

ランドがあったりしてどんどん関税が引き

下がっていきます。そうするともはや日本

経済の中で、サトウキビもパイナップも競

争力を失っていくわけですよね。しかしな

がら、日本政府それから沖縄県としてはこ

の つの作目を奨励したということもあり2
まして、現在は保護作目のような扱いにな

っているわけです。

一方観光の方はと申しますと、第 次振2
計の終わりくらいからでしたか、沖縄県全

体でも観光に力を入れてまいりました。そ

れから、勿論八重山地域・石垣市でも観光

に力を入れているわけです。観光に力を入

れている理由というのは、最初に言った経

済の振興の仕方、これがいき詰まったから

我々としては観光を選択をせざるをえない

。 、 、です もし ここに観光をしのぐというか

対外的な競争力を持つ生産物があるならば

どんなに海が青くとも空がきれいでも、伝

統的な物があったとしても恐らく、観光は

選択されなかったと思います。その他のも

。 、ので食っていけるわけですから ですから

なぜ観光ですか、勿論海がきれいだという

こともありますけども、伝統文化があると

いうこともありますけれども、この島が、

この地域がやっていくためには、観光に頼

らざるをえないんだということをどこかで

認識する必要があると思います。

ただ、しかしながら、世界の国々、世界

の地域を眺めていて、観光だけで食ってい

る地域というのは実はないのです。観光だ

けでは、世の中は動いていかないのです。

宮城さんが今大変重要な指摘をして下さ

ったと思いますが、高付加価値というよう

な言い方をしておられましたが、観光だけ

では地域を支えきれません。何故かといい

ますと、観光で地域の経済が潤う仕組みと

いうことは、まず人が来ることでしょ！

次にその人々が消費をすることですよね。

消費をしたら、その次にもう一つ観光客が

落としたお金が地域の経済の中をぐるぐる

回らなければいけないのですが、現在沖縄

県の産業構造というのは農業や製造業をや

っている方には大変失礼な言い方をします

けども、産業基盤の上に、あるかないか分

からない農業のところにやっと乗っかって

いるわけです。その上に、やっぱりあるか

ないか分からないような製造業とか第 次2
産業がやっと乗っかっているわけです。そ

の上に巨大な第 次産業が乗ってしまった3
わけです。観光産業というのは沖縄県全体

で約 千億、八重山地区でも 億円ぐら5 600
いの観光収入があると言われておりますけ

ど、我々全然実感ないじゃありませんか、

皆さんも実感ないと思いますけど。何故か

というと観光客が落としたお金というの

を、地域の中で回す仕組みを持っていない

ものですから、観光客がお金を落とした瞬

間に外に出ていってしまう。ですから、世

界の観光立国と言われる所でさえ、最初に
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言った経済振興の仕組み、つまり、物を作

って外に出すという仕組みを必ず持ってい

ます。世界を代表する観光地と言いますの

は、例えば、フランスですとかスペインな

んかもそうなんですが、ちゃんと農業とい

う基盤を持っている。スイスは工業という

基盤を持っているじゃないですか。

ですから、今の観光というのをどんどん

進めていって、観光と言うのは非常に裾野

、 、が広い産業ですから この観光産業と農業

観光と製造業、観光と建設業、というよう

にリンクを考えていくことが必要なんです

が、片っ方の手で、今、弘岩さん、稲垣先

生、あるいは農業関係のみなさんも漁業の

方もおっしゃたように、こういった産業を

片っ方で育て上げて 年のうちには軌道10
に乗せていかないと、観光産業はどんなに

進んでも地域は振興しない、発展しないと

いうことになってしまいます。

さて、一通り皆さんからご意見をいただ

きました。なかなか 分という時間は中途8
半端な時間でして、これであれば 分ずつ3
しゃべって 回回せばよかったのかなとも2
思ってもおりますが。もっといっぱいお話

をしていただきたかった先生方には大変失

。 。礼をいたしました お詫びを申し上げます

それでは、フロアーからご意見・ご質問

等をお受けしたいと思いますけども、みな

さんいかがでしょうか。

（フローからの意見省略）

小濱 哲

私の方で簡単にまとめさせていただきま

す。

本日は宮城さんはじめ 名のパネラーの6
みなさんに登壇していただき、それぞれの

立場から石垣の経済、これから 世紀に21
向かってどのような展望があるか、どのよ

うな展望が開けるかといった視点から、短

い時間の中でコンパクトに話していただき

ました。農業の話、漁業の話、そして物流

の話、観光の話、ＩＴの話いろんな切り口

があると思います。それぞれの切り口とい

うのは、それぞれの皆さんにの生活の立場

でもあるわけです。すべての皆さんに対し

て、すべて豊かになるような政策というの

をつくると、これが行政に課された使命で

ありますが、これは非常に難しいというこ

とは皆さんご理解できますよね。

それで、沖縄県の新しい振興計画では今

までのような総花的な考え方というのを少

し改めましょうという方針が出ました 選。「

」 。択と集中 と言う言葉に代表されています

その中でどんな産業を選択したのかと言え

ば、これが観光とＩＴでした。では、なぜ

観光が選択されたかというのは、観光は非

常に裾野が広いということと、現在、いろ

んな産業の中で比較優位性を持っていると

いうことだと思います。だからといって農

業や建設業や製造業をおろそかにするの

か、予算配分がないのか、というとこれは
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違います。考え方として観光を立てて行き

ましょうよ、と言うのが観光を選んだ理由

だと思います。

それからもう一つＩＴが選ばれました。

ＩＴが選ばれたというのは、稲垣先生が簡

潔に説明されましたね。これからの産業振

。 、興の基礎になるんだと まずＩＴがあって

インフラとして整備されてその上にどのよ

うな産業を乗っけていくのと言うことが重

要だと、そういう話をなさいました。

こういう流れを受けますと、この離島地

域、石垣におきましてもこれからの経済発

展を考えていく上で、何かの選択をしなけ

ればいけない。そして、どこかに集中をし

て人と知恵を集めていかなければいけな

い、と言う感じがいたします。

その取捨選択というのをいろんな審議の

経過の中で考えて 月の末にはみなさんの3
お手元に公表されていくことと思っており

ます。

そのときに、一つみなさんに申し上げて

おきたいと思いますが、今日もいろんな分

野の先生方がお話になりましたが、たとえ

観光とかＩＴを柱にするんだといっても、

繰り返しになりますけれども農業をおろそ

かにするとか漁業をおろそかにするとかと

。 、いう意味では決してありません むしろ今

比較優位を持ったものといかに結びつける

かと言うことです。さらにその先に何があ

るかというと、宮城さんがおっしゃってお

りました。観光だけに頼るのは非常にリス

クが大きいですよと、それから石垣という

狭い地域の中だけで考えてはいけません、

外に向かって積極的に出て行くという姿勢

が大事だと言うこともおっしゃっておりま

した。ですから私たちとしては、この八重

山という地域の石垣という島の経済の発展

を勿論内側に向かって考えるですが、片方

の目は外を向いて、次に石垣が進むべき道

はどこにあるのかということを常に考えな

がら中のことを考えていくということが大

事なのかなと思います。

まとめになったような、ならないような

話で申し訳ありません。

今後、 月の末に向けて報告書の集約と3
いうのを行政を中心にやっていくわけです

けども本日のアンケートを通してでもかま

いません。また、直接でもかまわないです

けども、皆さんのご意見、お考え等があり

ましたら直接役所の担当者にお寄せくださ

い。
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シンポジウム後のアンケート調査

集計分析結果

本調査の一環として実施されたシンポジウム「石垣の経済－２１世紀の展望」では、シ

ンポジウム終了後に会場参加者に対しアンケートへの回答を依頼した。その結果、参加者

のうち 名の回答があり、そのうち有効回答票が 件（有効回答率 ％）であった。118 95 80
アンケート調査の集計分析結果は以下に示すとおりである。

１．回答者の属性

①職 業

アンケート票での設問の順序とは異

なるが、まず「回答者の属性」をみる

と、全回答者数 人中、最も多いのは95
「公務員 （ 人・ ％）でほぼ半」 46 48.4
数を占めている。次いで「農業自営」

11 11.6 7 7.4が 人 ％ 会社員 人・（ ）、「 」（

％）の順となっている。

職 業

6 7建 設 ・ 土 木 業 会 社 員

2 2観 光 産 業 主 婦

5 0製 造 業 学 生

11 46農 業 自 営 公 務 員

1 4商 工 業 そ の 他

6 4団 体 職 員 無 回 答

1漁 業 者

0 95金 融 関 係 者 合 計

②居住地

「居住地」では、 ％の人が「無回答 （ 人）であるが、回答者の中では 人20 19 16」

（ ％）が字「石垣 、次いで「新川 （ 人． ％ 「大浜 （ 人・ ％）の16.8 11 11.6 8 8.4」 」 ）、 」

順となっている。

③年齢層

40 36 37.9 50 25「年齢層」では最も多かったのが「 代 （ 人． ％ 、次いで「 代 （」 ） 」

） 、 。人・ ％ で この 代～ 代の人たちで全体の 割を占めていたことがわかる26.3 40 50 6
④出身地

「出身地」では、当然、圧倒的に「石垣市」が多く 人（ ％）であるが、次66 69.5
いで多かったのが「沖縄本島／周辺離島 （ 人・ ％）で、また「竹富・与那国」」 8 7.4

人・ ％ に次いで 本土 が 人 ％ となっており ここでも本市が 石（ ） 「 」 （ ） 、 「7 7.4 6 6.3

3.2%

8.4%

1.1%
11.6%

2.1%

2.1%

4.2%

4.2%

4.2%

20.0%

4.2%

11.6%

16.8%

1.1%
1.1%4.2%

新川 石垣 大川 大浜

川平 崎枝 白保 新栄町

登野城 嵩田 浜崎町 平得

真栄里 宮良 その他 無回答
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垣合衆国」と言われる所以が如実に現れている。

居住地

11 2新 川 嵩 田

16 2石 垣 浜崎町

3 4大 川 平 得

8 4大 浜 真栄里

1 4川 平 宮 良

1 4崎 枝 その他

【その他の内訳】

1浦添市：

1那覇市：

2北部地域：

年齢層

1１０代

4２０代

17３０代

36４０代

25５０代

9６０代

0７０代以上

3無回答

95合 計

3.2%

8.4%

1.1%
11.6%

2.1%

2.1%

4.2%

4.2%

4.2%

20.0%

4.2%

11.6%

16.8%

1.1%
1.1%4.2%

新川 石垣 大川 大浜

川平 崎枝 白保 新栄町

登野城 嵩田 浜崎町 平得

真栄里 宮良 その他 無回答

37.9%

17.9%

26.3%

9.5%
3.2%0.0% 1.1%

4.2%

１０代 ２０代 ３０代

４０代 ５０代 ６０代

７０代以上 無回答
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出身地

66石 垣 市

7竹 富 ・ 与 那 国 町

2宮 古

8沖縄本島／周辺離島

6本 土

1海 外

5無 回 答

95合 計

２．経済振興に関する意見

本アンケートでは、シンポジュームの目的でもある「経済振興」に関する参加者の意見

を把握するため２つの質問を準備した。

そのうち「Ｑ１．石垣市のまちづくりを考える上で、特に重要と思われるものは、次の

内どれですか （単数回答）という質問では、圧倒的多数の人が「自然環境の保全、資源」

環境リサイクルの徹底等、環境への配慮 （62人．65.3％）を選択しており、その他の回」

答を選んだのはすべて10人以下である。このことからすると、たとえ経済振興のためとは

いえ（あるいは、それだからこそ）自然環境を保全することがすべての基本でなければな

らないと考えている人が圧倒的に多いということがうかがわれる。

また 「Ｑ２．２１世紀の石垣市の経済活性化を図る上で、特に重要と思われるものは、、

次の内どれですか（二つ選んで下さい 」という質問では、これまた圧倒的に多かったのが）

「新石垣空港の早期着工 （63人・66.3％）で、次いで「観光産業を中心とした各産業（農」

水産業、製造業、商工業等）との連携」が29人（30.5％ 「亜熱帯の特性を活かした農水産）、

」 （ ） 。 、 、物の生産振興 が23人 24.2％ の順となっている これからすると やはり多くの市民が

本市の経済振興のためには「新石垣空港の整備」が是非とも必要であると考えていることが

明確に現れているといえる。

7.4%

2.1%

8.4%

6.3%

1.1% 5.3%

69.5%

石垣市 竹富・与那国町

宮古 沖縄本島／周辺離島

本土 海外

無回答



- 145 -

参 考 資 料

石垣市のまちづくりを考える上で特に重要と思われるもの

【上記回答における「その他」の意見】

・アジアを中心とする、経済中心地域を核とする、ハード、ソフトの整備

・観光と他産業とのシステムづくり

・環境と観光の・・

・行政職員の意識改革

・雇用問題

・新空港建設

・スポーツ健康都市としてのまちづくり

・自然の回復を図る

・快適な居住空間

・健全な青少年の育成と時代を担う子供たちの人材育成

7（7.4%）

10（10.5%）

10（10.5%）

13（13.7%）

10（10.5%）

7（7.4%）

6（6.3%）

62（65.3%）

0 20 40 60 80

自然環境の保全、資源循環リサイクルの徹底
等、環境への配慮

高齢者･障害者への配慮

国際都市への対応（外国語案内版等の設置）

中心市街地と離島ターミナルの整備

最先端情報技術の整備

治安・安全なまちづくり

その他

無回答SN=118

注意：比率は回答者95名で算出。以下同様
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石垣市の経済活性化を図る上で、特に重要と思われるもの

【上記回答における「その他」の意見】

環境保護、循環型社会の推進

地域循環型の事業

均衡ある産業の育成

観光客に魅力があると思わせるような町並み。例、湯布院

国際競争力に勝てる企業を支える人材育成

亜流の熱帯であることが問題。長期的にはリスクあり

4（4.2%）

6（6.3%）

4（4.2%）

15（15.8%）

21（22.1%）

3（3.2%）

23（24.2%）

4（4.2%）

21（22.1%）

5（5.3%）

29（30.5%）

63（66.3%）

0 20 40 60 80

新石垣空港の早期着工

観光産業を中心とした各産業（農水産業、製造
業、商工業等）との連携

公共工事の導入

高付加価値産業の構築

公設市場・中央商店街の活性化

亜熱帯の特性を活かした農水産物の生産振興

大型リゾート施設の誘致

販路･流通システムの開発

特産品の開発（農畜水産加工・薬草等）

伝統工芸品の振興（ミンサー、陶磁器製品等）

その他

無回答SN=194
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３．自由回答

本アンケート調査では 「Ｑ８．本日のシンポジュームに関するご意見、ご要望、ご感想、

などを自由にお書き下さい」として、その他の自由意見について記述していただくこととし

た。その結果、全体で 件の回答があったが、これらの回答内容をチェックしてみると、43
大まかには同シンポジュームのテーマである「石垣市の経済振興」に関連する意見と 「本、

シンポジュームの運営」に関しての意見に大別できることが判明した。そこで、以下にその

分類により振り分けた自由意見を列挙する。

自由意見（記述式）

石垣の経済振興に関連して

○ 現実性のあることから

○ 観光産業と各産業の結びつきを具体的に進めることが石垣市の活性化に繋がる。例、

ホテルの料理を地元産品を材料にし、観光客に食べてもらうようにするべきではないか。

○ 人材育成などは大切。農業での薬草・果実等の充実。考えることが多かった

○ どこかで誰かが始めるその人を支える行政

。 。○ 宮城弘岩さんの意見がとても良かった 是非市のシンクタンクに協力してもらいたい

○ 財政的に厳しいが、台湾、沖縄本島、本土に市の事務所を設けて欲しい。宮城弘岩氏

の意見に賛成

○ 第一次産業の拡充と高付加価値を付けた製品製作の発現ができればと思った｡流通及

びコスト削減も視野に入れていきたい

○ 石垣市で生産される産品の加工する技術。付加価値を付ける道筋を付けていくことが

大事と初めて意識した

○ 新空港プラス流通体系の整備。 関連の企業誘致と人材育成。地域の行事･文化・方IT
言の見直しと伝承、それに伴う付加価値をミックスした施策

○ 観光は、より安くて、より美しい場所が他に観光地としてクローズアップされ始める

と弱いと改めて思った｡石垣も赤土流出防止対策が出来なければ宮古に今のポジションは

取って変わられると思う。観光も大切かもしれないが、早め早めにそれと・・・なさん業

が育って欲しい。

○ 具体的に行動を興してしてください。シンポジウムで終わらせないで

○ 市の経済振興プランは、今日の意見を早急に反映できるよう実施と展開のプランにし

て欲しい｡

、 、 。○ 石垣市 竹富町 与那国町が今日の経済不況の対策を早急に考えることが重要と思う

○ シンポ終了後において、その内容等を広く宣伝することが重要と考える。

○ 台北とはいわないが、東京、大阪に地場産品を売る拠点をつくる。

○ 付加価値をどこに見出すか。具体的な話が欲しかった｡

○ 石垣の個性を・・。専門学校は必要・・
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本シンポジウムの運営等に関して

○ 名のパネラー、 時間では少なすぎる6 2
○ 大変勉強になった（２件）

○ 石垣市の明日、将来の兆しが見えて来たような大変良いシンポジウムだった。是非次

も開催して欲しい

○ 良いシンポジウムでした。パネラーは専門家だけでよかったのでは

○ パネリストが 名と多く、持ち時間に制限があり語り尽くせない部分と聞き足りない6
部分があり、中途半端なところがあった

○ もっと討論の時間が必要

○ 今の石垣にとってとてもタイムリーなシンポジウムと思う。残念なのは参加者が少な

く感じた。共済が 団体ありながら、会員に対してシンポジウムの参加依頼（連絡）が10
なかった（自分自身新聞で知った 。大ホールで数多くの市民に参加をして欲しかった。）

本当にお疲れ様でした。ありがとうございました。

○ 策定中のプランに本シンポジウムの概要、資料を付録として是非・・・して欲しい

○ パネリストの人選について。沖縄県内で第一線で活躍し、商・工・農･水・サービス

等の企業家（代表者）で構成すること。公的機関の人選は要らない（説得力が無い）

○ よかった

○ パネリストの意見発表の時間が短かったのでは。

○ パネラーの意見をもっと聞きたい

○ フロア－との充分な議論の為の時間が大切である

○ もっと具体的な話が聞きたかった。パネラーの持ち時間が少ないと思う。それぞれの

立場からの提言で大変重要だが提言の話のような威を受ける

○ 稲垣さんの話わかりやすくよかった。各パネリストの発表時間が短い。もっと長く。

○ パネリストの意見発表時間を２～３倍にして欲しい。もっと深い意見を聞きたい。

○ もう少し具体的な話が聞きたかった。

○ 色々考えさせることが多々ありました｡２１世紀の石垣を考える上で、重要なシンポ

ジウム

○ 各方面からのお話が聞けて良かった｡改めて、考えさせられる事等、認識を深めるこ

とが出来ました｡

○ パネラーへの提言時間をもっと持ってもよかったのでは。石垣市がちょっとづつ係ろ

うとしている。皆さん頑張ってください。

○ パネリストの時間配分が短かった｡

○ 良い試みだと思う。今後、開催規模が小さくなっても、パネリストの数を減らして１

人のパネラーの時間を増やして複数回開催しては｡

○ 消化不良気味であった。

○ もう少し・・・・・

○ 事務局の下地作りが弱い。パネラーに頼っているだけ。たたき台をもっとしっかり。

○ 日本経済不況の中で、本土に左右されない経済構造の確率は大事である｡パネリスト

の熱い意見をもっと着てみたかった（意見交換も重要である）
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